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1. 本事業の背景と目的 

1.1. 本事業の背景 

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（以下「化管

法」という。）は、排出量・移動量の届出を行う PRTR 制度及び指定化学物質等の情報提供等を

行う SDS 制度を講じることにより、事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境の

保全上の支障を未然に防止することを目的としている。化管法は平成 11 年７月に制定、平成 12

年３月に施行された。化管法附則第３条により、施行後７年を経過した場合に見直すこととされてお

り、平成 20 年 11 月に化管法施行令を改正した。前回見直しから 10 年を迎えたことから、化管法

の課題や見直しの必要性及び方針について検討を行い、令和元年６月に、産業構造審議会製造

産業分科会化学物質政策小委員会制度構築ワーキンググループ、中央環境審議会環境保健部会

化学物質対策小委員会合同取りまとめ（化管法見直し合同会合取りまとめ）が公表された。これを

受けて、薬事・食品衛生審議会薬事分科会化学物質安全対策部会 PRTR 対象物質調査会、化

学物質審議会安全対策部会化管法物質選定小委員会、中央環境審議会環境保健部会 PRTR

対象物質等専門委員会合同会合を開催し、化管法対象物質の見直しに関する検討を行い、令和

２年８月に物質選定に係る答申（化学物質審議会答申）が取りまとめられた。答申を踏まえて、対

象物質を指定する化管法施行令を改正する政令案が令和３年 10 月に公布された。 

 

1.2. 本事業の目的 

本事業では、今般の見直しを受けた改正後の化管法の適切な施行に向けて、必要な措置の調査・

検討等を行うことを目的とする。また、今般の見直しにおいて、中長期的課題とされた事項への対応につ

いて調査・検討等を必要がある。 

また、事業者による化学物質の自主的管理の改善の促進と環境保全上の支障の未然防止のために

は、事業者は事業所からの化学物質の排出量等を把握するだけでなく、その化学物質によって生じる周

辺環境における人や動植物に対するリスクを把握し、必要に応じてそのリスクを削減することが必要であ

る。さらに、リスクコミュニケーション等により、リスク管理の内容やその効果について、周辺住民等の理解を

得ていくことが求められている。 

これらの状況を踏まえ、1.3 に示す調査・検討等を行った。 

 

1.3. 本事業の概要 

本業務は、化学物質管理の促進を図るため、下記の調査等を実施した。 

 

（1） 化管法及びその見直しに関する周知活動 

改正後の化管法の実施、化管法を取り巻く状況に関する講習会を実施した。事業者が自主的かつ

適切なリスク管理が実施できるよう、ばく露評価モデルの METI-LIS の紹介、有害性の情報伝達の基
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礎となる GHS の分類及び SDS の作成方法、SDS の作成を支援する独立行政法人製品評価技術

基盤機構が提供する NITE-Gmiccs に関する講習会（化学物質管理セミナー2022）を実施した。 

また、PRTR 届出の更なる電子化推進等のため、地域毎、業種毎等に講習会・相談会（化管法施

行令改正及び PRTR 電子届出講習会・相談会）を開催した。各地域で当事業が主催のセミナーを 7

回、自治体が主催のセミナー8 回について講演資料、講演動画の提供により連携して開催した。 

令和４年度事業において開催したセミナー及び講習会・相談会について概要と効果測定の結果をと

りまとめた。 

 

（2） PRTR 排出量等算出マニュアルの見直しに向けた調査・検討 

PRTR 排出量等算出マニュアルについて、令和 3 年の化管法施行令改正に対応するため、物質名称

の変更、管理番号への修正を行ったほか、大気汚染防止法改正に伴う変更にも対応した。 

 

（3） 化管法の中長期的課題の検討 

物質選定時に使用した排出係数から算出した排出量と、PRTR 届出データを比較し、使用した排出

係数の妥当性を検証するなど整理がされている課題を踏まえ、今後の進め方について整理を行った上で、

用途毎にライフサイクルの整理等を行う等、排出係数の妥当性を検証した。 

 

（4） ツールを活用した化学物質のリスク評価に関する調査 

事業者自治体と自治体の連携活用、の連携活用、PRTR の届出対象とならない裾切り以下の中小

事業者における化学物質の排出管理、リスクコミュニケーションへの活用方策を検討した。また、利用者

から指摘を受けた粒径情報の取り扱いにおけるバグの修正を行った。 
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2. 化学物質管理セミナー及び PRTR 電子化講習会のとりまとめ 

2.1. 概要 

事業者の自主的な化学物質管理の普及啓発を促進するため、化学物質管理セミナー2022 及び

を開催し、セミナーに関するアンケートを実施・分析し効果測定を行った。また、次年度以降の改修に

向けた提案をとりまとめた。セミナー及び講習会資料については附属資料として添付する。 

 

2.2. 化学物質管理セミナー2022 の実施 

2.2.1. 化学物質管理セミナー2022 の企画・開催概要 

事業者の自主的な化学物質管理の普及啓発を促進するための講習会の演題、内容、講師案を検

討し、経済産業省担当官と相談の上、表の下表の通り決定した。各演題に対して効果的な情報提

供・周知ができるよう行政・専門家などを講師とした。開催方法についても、ライブ配信、オンデマンド配

信のそれぞれのメリットについて整理し、ライブ配信及びオンデマンド配信を併用することで効果的な周知

活動につながることから、両開催方法にて開催した。 

 

表 2-1 化学物質管理セミナー2022 演題 

演題 内容 講師 所要時間 

1．化管法の概要及

び化管法見直しについ

て 

 化管法の全体概要 

 化管法見直しの概要及び主たるポイント 

 

経済産業省 45 分 

2．PRTR 届出の電

子届出の活用 

 PRTR 制度の届出概要 

 電子届出の紹介、利便性の周知 
NITE 20 分 

3．化学物質の適正

管理とリスク評価 

 リスク評価、リスク管理の実施 

 有害性情報の収集方法 
NITE 20 分 

4．リスク評価ツールの

ご紹介 

 ばく露評価のツールのご紹介（METI-LIS

含む） 

 混合物のリスク評価について 

 リスク低減対策（特に代替物質への転

換）について 

当社担当者 15 分 

5．SDS 制度及び

GHS 分類ガイダンスを

活用した SDS・ラベル

作成 

 GHS の概要 

 化管法及び安衛法に基づく SDS 制度の

内容 

 事業者向け GHS 分類ガイダンスの活用方

法 

SDS 研究

会 
40 分 
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演題 内容 講師 所要時間 

6．GHS 混合物分類

判定ラベル／SDS 作

成支援システム

（NITE-Gmiccs）の

使用方法について 

 NITE-Gmiccs の概要 

 NITE-Gmiccs の利用方法 

 NITE-Gmiccs を活用した SDS 作成 

NITE 40 分 

 

表 2-2 化学物質管理セミナー2022 開催概要 

開催方法 
メリット 開催回数・

期間 
定員 

ライブ配信 

講演を聞いた後に質問を投げかけることができ、その

場での質問回答が可能。ライブでの配信になるため、

講師の様子がよくわかり、臨場感がある。 

2 回開催 

各回

1000

名 

オンデマンド 

配信 

開催日時を指定せず開催期間中であれば柔軟に視

聴することが可能。一時停止、巻き戻しの機能によ

り、自身のペースで学習しやすい。 

1 か月以上

配信 

期間中

1000

名 

 

表 2-3 化学物質管理セミナー2022 開催結果 

開催方法 日時・期間 募集 
参加者数/再生回

数 

アンケート

回数数 

ライブ配信 
2022 年 10 月 12 日 

13:00～17:00 
867 名 750 名 611 件 

ライブ配信 
2022 年 10 月 24 日 

13:00～17:00 
1050 名 924 名 663 件 

オンデマンド 

配信 

2022 年 10 月 25 日 

～ 

2022 年 11 月 30 日 

996 名 
総再生数 4,325

回 
482 件 
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2.2.2. アンケート結果 

（1） 概要 

化学物質管理セミナー2022の参加者（ライブ及びオンデマンド）に対して、セミナーに関するアンケー

トを実施した。アンケートについて集計・分析を行った。アンケート回収数は 1747 件であった。以降、回

答のあった 1747 件について化学物質管理セミナー2022 の分析結果を報告する。 

 

（a） セミナー参加方法の内訳 

セミナー参加者の参加方法について、表 2-4 及び図 2-1 に示す。「ライブ（2 回目）」と回答した

参加者が最も多く 38%であった。ライブ（1 回目）とライブ（2 回目）の講演内容自体は同様である

が、セミナー参加の募集期間を長く設定されていることがライブ（2 回目）の参加者数が増えたたことの

要因として考えられる。 

表 2-4 セミナー参加方法の内訳 

セミナー 回答数 割合(%) 

ライブ（1 回目） 611 35% 

ライブ（2 回目） 663 38% 

オンデマンド 473 27% 

網掛けのセルは、もっとも割合が多かった状況 

  

図 2-1 セミナー参加方法の内訳 

  

ライブ（1回目）, 35%

ライブ（2回目）, 
38%

オンデマンド, 27%
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（2） 参加者の属性 

（a） 化学物質管理の経験年数 

セミナー参加者の化学物質管理の経験年数を表 2-5 及び図 2-2 に示す。「４～１０年目」が最

も多く 31%であった。本セミナーは化学物質管理が初心者であっても理解できるような資料構成としてい

るが、今年度は、見直し概要が含まれており、4～10 年目の中堅層からの参加が最も多かった。 

表 2-5 化学物質管理経験年数 

経験年数 回答数 割合(%) 

初年度 445 25% 

2～3 年目 440 25% 

4～10 年目 549 31% 

10 年以上 313 18% 

網掛けのセルは、もっとも割合が多かった経験年数 

   

図 2-2 化学物質管理経験年数 

初年度, 25%

２～３年目, 
25%

４～１０年目, 
31%

１１年目以上, 
18%
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（b） PRTR 届出の実施経験 

セミナー参加者の PRTR 届出の実施経験について、表 2-6 及び図 2-3 に示す。PRTR 届出の実

施経験が「ない」と回答した参加者が最も多く 49%であった。 

PRTR 届出の実施経験について、化学物質管理の経験年数別の割合を図 2-4 に示した。化学物

質管理の経験年数が上がるにつれ、PRTR 届出を経験している割合が高かった。一方、今後 PRTR 届

出を実施する予定と回答した割合は、化学物質管理の経験年数が「初年度」が最も多く、今後実務を

担当する初心者に対して周知の効果があったと考えられる。 

 

表 2-6 PRTR 届出の実施経験 

経験年数 回答数 割合(%) 

ある 564 32% 

ない 849 49% 

今後実施する予定 51 3% 

担当者でなく分からない 283 16% 

網掛けのセルは、もっとも割合が多かった状況 

 

  

図 2-3 PRTR 届出の実施経験 

 

ある, 32%

ない, 49%

今後実施する予定, 3%

担当者でなく

分からない, 
16%
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図 2-4 PRTR 届出の実施経験（経験年数別） 
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（c） 化管法の SDS 情報提供経験 

セミナー参加者の化管法の SDS 情報提供の実施経験について、表 2-7 及び図 2-5 に示す。化管

法の SDS 情報提供の実施経験が「ある」と回答した参加者が最も多く 46%であった。 

SDS 情報提供経験について、化学物質管理の経験年数別の割合を図 2-6 に示した。化学物質

管理の経験年数が上がるにつれ、SDS 情報提供の経験がある割合が高くなっている。今後 SDS 情報

提供を実施する予定と回答した割合は、PRTR届出と同様、化学物質管理の経験年数が「初年度」が

最も多く、今後実務を担当する初心者の事業者に対して周知の効果があったと考えられる。 

 

表 2-7 化管法の SDS 情報提供経験 

経験年数 回答数 割合(%) 

ある 808 46% 

ない 663 38% 

今後実施する予定 55 3% 

担当者でなく分からない 221 13% 

網掛けのセルは、もっとも割合が多かった状況 

 

  

図 2-5 化管法の SDS 情報提供経験 
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図 2-6 化管法の SDS 情報提供経験（経験年数別） 
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（3） 本講習会の各演題の難易度及び満足度について 

講習会で行った演目ごとの難易度を表 2-8 に、満足度を表 2-9 に、その理由（自由回答）を表 

2-10 に示した。 

難易度については、全ての演題について、大多数が「適当」と回答している。満足度について 4～5 割

が「大変満足」「満足」という結果であった。 

難易度については、全ての演題について、大多数が「適当」と回答している。演題 1～6 のいずれの満

足度についても 4～5 割が「大変満足」「満足」という結果であり、「不満」及び「非常に不満」という回答

は 5%に満たない結果であった。 

各演題の難易度について、化学物質管理の経験年数別に分けたグラフを図 2-7～図 2-12 に示

す。リスク評価に関連する演題 3,4 は、ベテラン層である経験年数が 11 年以上であっても難しかったと

回答した割合が 10%を超えた、一方、法制度対応（PRTR 届出、SDS 情報提供）に関連する演題

1，5 は、4～10 年目の中堅層及び 11 年以上のベテラン層になると難しいと回答した割合が低くなり

10%以下となる。このことから、PRTR 届出、SDS 情報提供に関連する内容は、経験年数が上がるに

つれ、前提となる知識の蓄積等により、講演の理解度が高まっていると考えられる。一方、自主管理のリ

スク評価に関する部分は、年次が上がっても難しいと感じる割合が高いことから、具体例を通じてリスク評

価について周知をしていく必要があると考えられる。 

 

表 2-8 講習会の難易度 

演題 易しい 適当 難しい 

1 化管法の概要及び化管法見直しについて【経済産業省】 139 1407 201 

2 PRTR 届出の電子届出の活用【製品評価技術基盤機構】 146 1423 178 

3 化学物質の適正管理とリスク評価【製品評価技術基盤機構】 78 1406 263 

4 リスク評価ツールのご紹介【みずほリサーチ＆テクノロジーズ】 62 1401 284 

5 SDS 制度及び GHS 分類ガイダンスを活用した SDS・ラベル作成

【SDS 研究会】 
89 1439 219 

6 GHS 混合物分類判定ラベル／SDS 作成支援システム（NITE-

Gmiccs）の使用方法について【製品評価技術基盤機構】 
91 1428 228 

網掛けのセルは、もっとも回答が多かった難易度 
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表 2-9 講習会の満足度 

演題 
大変 

満足 
満足 普通 不満 

非常に

不満 

1 化管法の概要及び化管法見直しについて【経済産業省】 142 864 702 38 1 

2 PRTR 届出の電子届出の活用【製品評価技術基盤機構】 105 682 929 30 1 

3 化学物質の適正管理とリスク評価【製品評価技術基盤機構】 113 707 889 38 0 

4 リスク評価ツールのご紹介【みずほリサーチ＆テクノロジーズ】 92 639 967 48 1 

5 SDS 制度及び GHS 分類ガイダンスを活用した SDS・ラベル作成

【SDS 研究会】 
156 761 783 43 4 

6 GHS 混合物分類判定ラベル／SDS 作成支援システム

（NITE-Gmiccs）の使用方法について【製品評価技術基盤機

構】 

166 695 844 38 4 

網掛けのセルは、もっとも回答が多かった満足度 
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表 2-10 講習会満足度の理由（自由回答） 

講演 

満足度の理由 

①大変満足 

②非常に満足 

③普通 

④不満 

⑤非常に不満 

化管法の概要及び

化管法見直しにつ

いて【経済産業省】 

資料・説明が分かりやすかった 

法令について再確認できた 

専門的で分かりにくかった 

説明が不十分（具体事例がほしい） 

時間配分の不満 

音声の不備 

PRTR 届出の電子

届出の活用【製品

評価技術基盤機

構】 

資料・説明が分かりやすかった 

利用意欲が上がった 

制度について再確認できた 

専門的で分かりにくかった 

説明が不十分（具体事例が欲しい） 

実際に利用しないと分からない 

音声の不備 

別ツールを利用している 

資料が小さく読みにくい 

化学物質の適正管

理とリスク評価【製

品評価技術基盤

機構】 

分かりやすかった 

再確認できた 

利用意欲が上がった 

専門的で分かりにくかった 

説明が早すぎる・時間配分の不満 

説明が不十分（具体事例） 

実際利用しないと分からない 

ツール自体の仕様が不十分（細かい設定、海

外対応不可） 

リスク評価ツールの

ご紹介【みずほリ

サーチ＆テクノロ

ジーズ】 

分かりやすかった 

利用意欲が上がった 

再確認できた 

実際利用しないと分からない 

専門的で分かりにくかった 

実際利用しないと分からない 

説明が不十分（具体事例が必要） 

説明が早すぎる、時間が短い 

関係ない 

SDS 制度及び

GHS 分類ガイダン

スを活用した SDS・

ラベル作成【SDS

研究会】 

分かりやすかった 

再確認できた 

利用意欲が上がった 

音声の不備 

専門的で分かりにくかった 

説明が不十分（具体事例が欲しい） 

時間配分の不満 

説明が早すぎる 

説明が多い 

GHS 混合物分類

判定ラベル／SDS

作成支援システム

（NITE-

Gmiccs）の使用

分かりやすかった 

利用意欲が上がった 

再確認できた 

専門的で分かりにくかった 

ツールを利用することは無い 

実際利用しないと分からない 

ツールの仕様が不十分（細かい設定、海外対

応不可） 
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講演 

満足度の理由 

①大変満足 

②非常に満足 

③普通 

④不満 

⑤非常に不満 

方法について【製品

評価技術基盤機

構】 

ツールを利用することは無い

が、社内教育などで利用でき

そうな資料だった 

実際利用しないと分からない 

説明順が良くない 

説明が早すぎる 

登録に手間が掛かると感じた 
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図 2-7 演題 1 化管法の概要及び化管法見直しについて【経済産業省】 

 

図 2-8 演題 2 PRTR 届出の電子届出の活用【製品評価技術基盤機構】 

 

図 2-9 演題 3 化学物質の適正管理とリスク評価【製品評価技術基盤機構】 
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図 2-10 演題 4 リスク評価ツールのご紹介【みずほリサーチ＆テクノロジーズ】 

 

図 2-11 演題 5 SDS 制度及び GHS 分類ガイダンスを活用した SDS・ラベル作成【SDS 研究

会】 

 

図 2-12 演題 6 GHS 混合物分類判定ラベル／SDS 作成支援システム（NITE-Gmiccs）の

使用方法について【製品評価技術基盤機構】 

 

4% 3% 4% 4%

74% 81% 85% 81%

22% 16% 12% 15%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

初年度 ２～３年目 ４～１０年目 １１年目以上

難易度（経験年数別）

易しい 適当 難しい

3% 5% 5% 7%

73%
83% 87% 86%

23%
12% 7% 7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

初年度 ２～３年目 ４～１０年目 １１年目以上

難易度（経験年数別）

易しい 適当 難しい

5% 4% 5% 8%

77% 81% 86% 82%

19% 15% 9% 10%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

初年度 ２～３年目 ４～１０年目 １１年目以上

難易度（経験年数別）

易しい 適当 難しい



 

17 

 

（4） 「事業者向け GHS 分類ガイダンス」、「GHS 混合分類判定システム」の利用頻度 

「事業者向け GHS 分類ガイダンス」、「GHS 混合分類判定システム」の利用頻度については表 2-11

の通りであった。「本日知った」が最も多かった。新たに周知ができていることから、本セミナーにて化学物質

管理を支援するツールやサイトを紹介することの効果が高いと考えられる。また、今後も引き続き周知が

必要と考えられる。 

 

表 2-11 「事業者向け GHS 分類ガイダンス」、「GHS 混合分類判定システム」の利用頻度 

利用媒体 
いつも利用

する 

ときどき利用

する 

知っていた

が、利用し

たことはない 

本日知った 

NITE-Gmiccs（NITE の HP 掲載） 55 211 600 881 

GHS 混合物分類判定システム インストー

ル版（経済産業省の HP 掲載） 
32 160 606 949 

NITE－CHRIP 483 366 222 676 

METI-LIS 9 74 393 1271 

網掛けのセルは、もっとも回答が多かった選択肢 
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（5） GHS 対応の SDS 及びラベル作成時に利用する情報源・ツール

「問 6：GHS 対応の SDS 及びラベルを作成する際、よく参考にするものは何ですか」については表 

2-12、表 2-13 の通りであった。職場の安全サイトの GHS 対応モデル SDS・ラベルの利用が最も多

かった。 

表 2-12 GHS対応のSDS及びラベル作成時の参考情報 

情報源 回答数 割合* 

職場の安全サイト GHS 対応モデル SDS・ラベル 654 13% 

JIS Z 7253：2019 566 11% 

JIS Z 7252：2019 512 10% 

取引先から提供される SDS 等 483 9% 

事業者向け GHS 分類ガイダンス 422 8% 

化管法、安衛法、毒劇法関連パンフレット 404 8% 

経済産業省ホームページ 334 6% 

社内で整備している作成手順書等 294 6% 

国連 GHS 文書 248 5% 

外注しているため分からない 227 4% 

GHS 混合物分類判定システム 221 4% 

業界団体等が整備しているガイドラインやツール 145 3% 

行政機関が開催するセミナー 136 3% 

民間企業が開催するセミナー 111 2% 

市販の書籍やウェブサイトの情報 75 1% 

その他 317 6% 

網掛けのセルは、もっとも回答が多かった情報源 

表 2-13 GHS対応のSDS及びラベル作成時の参考情報（自由回答） 

市販の書籍やウェブサイトの情報 その他 

職場の安全サイト 

日本ケミカルデータベース 

ECHA 

イエローブック

書籍 日化協 

書籍 化学工業日報社 

書籍 丸善出版 

書籍 JETOC 

書籍 NITE 

市販 GHS 作成ソフト 

NITE-CHRIP 

web 検索 

社内システム 

類似 SDS を参考にする 
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2.2.3. 講習会に対する希望 

 「問 7：本説明に関するご要望（テーマ、開催頻度等）がありましたらご自由にお書きください。」につ

いては表 2-14 の通りであった。本セミナーには GHS・SDS の内容が含まれることから、安衛法に関して

の内容を希望する声も多数上がった。安衛法の内容を希望する参加者は、大変満足、満足の割合が

下がり、普通と回答した割合が高くなる。開催要望で最も多かったものが、テーマ別の要望で、中でも安

衛法に関するテーマの希望が多かった。SDS 制度は SDS３法と呼ばれることから、化管法だけでなく、

安衛法や毒劇法の SDS 制度としての関心度も高い。安衛法のテーマについての要望が多かった理由の

一つとして考えられる。厚生労働省と共同で周知を行うこことで、理解度向上、満足度向上を期待する

ことができる。 

 

表 2-14 ご要望（テーマ、開催頻度等）と対応案 

ご要望 対応案 

セミナーの質問 Q&A 集の公

開を希望 

GO.JP サイトで掲載したが、掲載期間を長くとる、経済産業省 HP などで公

開するといった対応が今後必要と考えられる。 

また QA はライブ配信の際に多く寄せられることから、参加者の疑問を把握

し、解決していく方法としてライブ配信は有効な方法であると考えられる。 

音声の不備を改善 

講演開始時に、講演者とマイクの位置によっては音声が拾われにくいことがあっ

た。事務局内でもイヤホンでの音声を常にモニタリングし、声が入りづらいときは

各講師にマイクを近づける等の対応でカバーをした。 

一方、参加者側の通信環境、PC 環境に起因する音声不備も含まれるた

め、事務局に問合せをいただき、個別に対応をする必要がある。 

常設又は定期的な開催希望  
オンデマンド配信で利用した動画を経済産業省 YouTube チャンネル等に掲

載することで、オンデマンドではあるが常設で公開することも可能となる。 

難易度別（初心者、上級

者）のテーマでの開催希望 

初心者向けには法令等の基礎情報の理解促進をテーマとしての開催、中上

級者向けには実務ベースで個別のテーマで開催ができると参加者の期待によ

り応えられるようになる。特に中上級者向けのセミナーでは、自社が抱える課

題を解決できるよう具体的な PRTR 届出や GHS 分類・SDS 作成、リスク

評価など特定の化学物質管理に絞った形でテーマを設定し、対象を絞ること

で習熟度の向上を図ることができる。 

テーマ別（海外法規制、ツー

ル実演、SDS 作成演習、安

衛法リスクアセスメントの連

携）での開催希望 
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図 2-13 セミナー満足度（安衛法テーマ希望） 

 

 

図 2-14 セミナーに関する開催要望の内訳 
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2.2.4. アンケート結果の考察とまとめ 

今年度に開催した講習会・相談会のアンケート分析結果を下記にまとめる。 

参加者数は、各申込数上限は 1000 名で共通であったが、オンデマンド配信よりも、ライブ（1 回目）

及びライブ（2 回目）の参加者数のほう多かった。ライブ配信の参加割合が高くなった要因として、当日

の質疑応答が可能という点が考えられる。自分が質問するだけでなく、他者の疑問に対する講師の回答

から学ぶことができ、ライブでの配信には一定の効果があったと考えられる。 

各演題の難易度の経験年数ごとに分けると、PRTR 届出、SDS 情報提供に関連する内容は、経験

年数が上がるにつれ、前提となる知識の蓄積等により、講演の理解度が高まり、一方、自主管理のリス

ク評価に関する部分は、年次が上がっても難しいと感じる割合が高かった。このリスク評価に関連する演

題 3,4 については、満足度を不満と回答した理由に、「実際に取り組んでみないとわからない」、「自身に

関係ない」という意見も寄せられていることから、座学よりも実演による周知のほうが高い効果を得られる

可能性がある。 

ライブ配信は、取り直しができないため、当日の回線状況、講師とマイクの位置の調整などの要因から

音声が一部聞き取りづらくなる可能性がある。事務局のリハーサルだけでなく、当日講師の講演まで含め

た形で事前に確認し、当日も直前に操作確認を密に実施することで、不具合を最小限に抑えることがで

きる。また、参加者側の通信回線が良くないケースもあるため、参加案内時に、適切な通信環境での視

聴をお願いする旨、合わせて伝達することで、参加者側のトラブルも最小限にとどめることができる。 

ライブ配信では各回 50 件以上の質問が寄せられたことから、ライブ配信の質疑の時間を長め（各演

題 20 分程度）に設けることや、演題によって質疑の時間を調整することで、会場からの質疑に対してよ

り多くの質問に回答することができる。 
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2.2.5. 今後の化学物質管理セミナーの普及啓発に向けて 

2.2.3 での要望を踏まえ、今後の化学物質管理セミナーの普及啓発をより効果的、より円滑に遂行

する上でのアイデアとその効果について整理した。 

表 2-15 普及啓発向上のためのアイデア 

課題 アイデア 備考 

ライブ配信によ

る周知

過年度のオンデマンド配信と比較して、ライブ配信は申込みに対する

参加率、アンケート回答率が高くなっており、オンデマンド配信に加え

ライブ配信での実施が効果的な方法と考えられる。

また、事業者からの質問を受け付ける方法として効果的である。参

加者の抱える課題についてより具体的に把握し、解決する機会へと

つなげることができる。 

ライブ配信は ZoomWebiner 等の

利用により、オンデマンド配信と比べ

費用を抑えることができる。 

他省・他法令

との連携【周

知】 

他省と周知を連携する方法が効果的と考えられる。 

化管法及び安衛法が改正したタイミングであることから、両法令への

関心が高い状況にある。そのため、経済産業省、厚生労働省が

SDS 制度に関するセミナーについて周知の連携を図ることで、周知

の効果を高めることができる。 
化管法以外の他法令への関心が高

いことから、化管法以外の化学物質

管理法令のセミナーと連携することで

普及啓発効果を拡大することができ

る。一方、他の省庁、課室との連携

が必要になる。 
他省・他法令

との連携【開

催】 

他省とセミナー自体を共催として連携する方法が考えられる。 

化管法と安衛法の法律は異なるが、SDS 制度が共通する部分で

ある。SDS 制度を共通事項に、経済産業省が化管法について、厚

生労働省が労働安全衛生法について、セミナーを共催することで、

化管法も安衛法もどちらの SDS 制度にも準拠する。また、法律間

の違いを理解することにもつながる。 

常設又は定期

的な開催希望 

期間に関係なく講演等を視聴することができる。 

常設の開催の目的は、日々の学習と思われ、オンデマンド配信が効

果的と考えられる。 

費用等の観点からは、YouTube 公

式チャンネルを活用することで配信に

係る費用を圧縮することができる。 

公式チャンネルへの掲載にあたって

は、動画作成の仕様が定まっている

ため、アップロード可能な仕様にて作

成をする必要がある。 

テーマ別（海

外法規制、化

審法）での開

催希望 

SDS は海外法規制でも求められることから、国内の SDS に加え、

海外の SDS についても演題等を設定することで、輸出事業者を中

心に普及啓発を進めることができる。 

GHS 分類や SDS 作成に関する基礎を中心に紹介をしているが、

中級編として実際の物質をテーマに、GHS 分類、SDS 作成を

NITE-Gmiccs 交え、簡単な演習を加え、正解とともに解説をする

ことで、中上級者の事業者の理解がより深まると考えられる。 

テーマ別（テーマ特化型）のセミナー

は、少人数で開催を試し、徐々に募

集人数を増やしていく運用が良いと

思われる。各回でアンケートを取り、

良かった点、改善点を把握し、今後

の企画に活用していくことが求められ

る。 
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課題 アイデア 備考 

GHS 分類や

SDS 作成に

関する相談会 

主に中級者、上級者向けに、GHS 分類や SDS 作成の現場での

悩み事等を持ち寄り有識者に相談できる場を設けることで、個別の

悩みに対応することが可能である。 

相談会の内容を Q&A や事例集として国の HP で公開することで、

同様の悩みを抱える事業者が参考にすることができる。 

複雑な内容の質問もあるため、相談

会の開催方法は、対面が最もスムー

ズに対応できると考えられる。 
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2.3. 化管法施行令改正及び PRTR 電子届出講習会・相談会の実施 

2.3.1. 化管法施行令改正及び PRTR 電子届出講習会・相談会の企画・開催概要 

PRTR 届出の更なる電子化推進等のため、地域毎、業種毎等に講習会・相談会（化管法施行令

改正及び PRTR 電子届出講習会・相談会）を開催した。各地域で当事業が主催のセミナーを 7 回、

オンデマンドで 1 か月開催して周知を進めた。 

 

表 2-16 化管法施行令改正及び PRTR 電子届出講習会・相談会 演題 

演題 内容 講師 所要時間 

1．化管法（PRTR 制度・

SDS 制度）の概要及び改正

内容について 

 化管法（PRTR 制度・SDS 制度）の概要 

 化管法の見直しの概要 

 PRTR 届出の状況 

経済産業省 30 分 

2．PRTR 電子届出について

の新たな発信情報・ツールのご

紹介 

 PRTR 制度の届出 

 PRTR 電子届出の支援ツール紹介 
NITE 30 分 

3．Q&A 及び相談会 

 化管法（PRTR 制度・SDS 制度）に関する

ご質問 

 PRTR 届出を電子システムで実施するための

電子情報処理組織利用届出の提出につい

て 

 参加者から寄せられた個別相談対応 

経済産業省・

NITE 
30 分～2 時間 

※3. Q&A 及び相談会は現地開催のみ、オンデマンド配信では実施なし 

 

表 2-17 化管法施行令改正及び PRTR 電子届出講習会・相談会 開催概要 

開催方法 メリット 
開催回数 

期間 
定員 

現地開催 

講演を聞いた後に参加者が直接（対面で）講師に質問を

投げかけることができ、その場での質問回答が可能。参加者と

コミュニケーションが取りやすい。 

電子情報処理組織使用届出のような提出物の原本を配布

し、自治体職員の同席など条件が揃えばその場で電子届出

への切り替え手続きが可能。 

7 回開催 

50～

150 名/

回 

オンデマンド配信 

開催日時を指定せず開催期間中であれば柔軟に視聴するこ

とが可能。一時停止、巻き戻しの機能により、自身のペースで

学習しやすい。 

1 か月配信 
期間中

300 名 
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2.3.2. 化管法施行令改正及び PRTR 電子届出講習会・相談会の開催概要 

前項で企画した内容にて表 2-18 に示す通り、現地での開催、オンデマンドで開催をした。現地開催

については、当事業開催については数名～数十名の規模で開催し、自治体主催セミナーにおいても数

十～数百名規模で開催し、オンデマンド配信は約 300 名の申込があった。純粋な申込件数としてはオ

ンデマンドが最も多かった。ピンポイントの日程の現地開催よりも、時間帯に縛られず登録ができるオンデ

マンドのほうが都合をつけやすく気軽に申込ができたことが要因と考えられる。 

 

表 2-18 化管法施行令改正及び PRTR 電子届出講習会・相談会 開催結果 

開催日・期間 主催・開催場所 申込数 参加者数 
使用届出 

提出数 

アンケート 

回収数 

10 月 18 日 神奈川会場 19 11 0 14 

10 月 25 日 北海道会場 5 3 1 3 

11 月 1 日 宮城会場 29 22 2 20 

11 月 11 日 大阪会場 81 57 0 56 

11 月 17 日 福岡会場 8 9 0 5 

11 月 22 日 東京会場 71 37 0 32 

11 月 29 日 広島会場 7 5 0 4 

11 月 1 日～

11 月 30 日 
オンデマンド配信 310 

延べ 645 回

再生 
- 133 
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2.3.3. アンケート結果 

（1） 概要 

アンケートについて集計を行った。アンケート回収数は 267 件であった。以下、267 件について集計結

果を報告する。 

 

（2） 参加者の属性 

（a） 業種 

参加者の業種について表 2-19 及び図 2-15 に示す。参加者の業種の回答があった 267 のうち、

「① 化学工業」が最も多く 27%を占めた。次いで「④機械器具製造業（輸送用、一般、電気、精密、

医療用）、⑤その他の製造業、②金属製品製造業」が多く、それぞれ 17%、14%、13%であった。 

 

表 2-19 参加者の業種 

所属 人数 
参加者の所属

（割合） 

① 化学工業 71 27% 

② 金属製品製造業 34 13% 

③ プラスチック製品製造業 20 7.5% 

④ 機械器具製造業（輸送用、一般、電気、精密、医療用） 45 17% 

⑤ ①～④以外の製造業 38 14% 

⑥ 商社 8 3.0% 

⑦ 製造業、商社以外で化学物質を取り扱う民間企業 14 5.2% 

⑧ 情報サービス業・コンサルタント業 10 3.7% 

⑨ 官公庁・地方自治体 11 4.1% 

⑩ 大学・研究機関 4 1.5% 

⑪ その他 12 4.5% 

網掛けのセルは、もっとも割合が多かった業種 
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図 2-15 参加者の業種 

 

 

 

 

 

 

 

①化学工業, 27%

②金属製品製造業, 
13%

③プラスチック製品製造業, 
7.5%

④機械器具製造業（輸

送用、一般、電気、精

密、医療用）, 17%

⑤①～④以外

の製造業, 14%

⑥商社, 3.0%

⑦製造業、商社以外で化学物質を取り

扱う民間企業（電気、ガス業等）, 5.2%

⑧情報サービス・コ

ンサルタント業, 3.7%

⑨官公庁・地方自治体, 4.1%

⑩大学・研究機関, 1.5% ⑪その他, 4.5%
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図 2-16 現地開催（オンデマンド以外） 

 

 

図 2-17 オンデマンド開催 

①化学工業, 21%

②金属製品製造業, 
13%

③プラスチック製

品製造業, 8.2%

④機械器具製造業（輸

送用、一般、電気、精

密、医療用）, 17%

⑤①～④以外

の製造業, 15%

⑥商社, 2.2%

⑦製造業、商社以外で化学物質を取り

扱う民間企業（電気、ガス業等）, 7.5%

⑧情報サービス・コ

ンサルタント業, 4.5%

⑨官公庁・地方自治体, 5.2%

⑩大学・研究機関, 0.7% ⑪その他, 5.2%

①化学工業, 32%

②金属製品製造業, 
12%

③プラスチック製

品製造業, 6.8%

④機械器具製造業（輸

送用、一般、電気、精

密、医療用）, 16%

⑤①～④以外

の製造業, 14%

⑥商社, 3.8%

⑦製造業、商

社以外で化

学物質を取り

扱う民間企業

（電気、ガス

業等）, 3.0%

⑧情報サービス・コ

ンサルタント業, 3.0%

⑨官公庁・地方自治体, 3.0%

⑩大学・研究機関, 1.5% ⑪その他, 4 5%
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（a） 業種形態 

アンケート回答者の所属する企業について、化学品の取扱い事業者の業種形態を表 2-20 及び図 

2-18 に示す。製造事業者が全体の 75％を占めており、中でも製造事業者（混合物）が最も多く、

64%を占める結果であった。 

 

表 2-20 参加者（製造業）の業種形態 

サプライチェーンにおける位置 回答数 割合(%) 

製造事業者（純物質） 25 11% 

製造事業者（混合物） 147 64% 

輸入業者 8 3.5% 

販売事業者 8 3.5% 

その他 43 19% 

網掛けのセルは、もっとも割合が多かった業種形態 

 

 

図 2-18 参加者（製造業）の業種形態 

 

製造事業者

（純物質）, 11%

製造事業者

（混合物）, 64%

輸入事業者, 3.5%

販売事業者, 3.5%

その他, 19%
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（b） 従業員規模 

 参加者の所属会社全体の集計結果を表 2-21 及び図 2-19 に示す。1000 名以上が最も多く

35％、次いで 301～1000 名が 25％、101～300 名が 18％となり、従業員数が 301 名以上の比

較的規模が大きい企業が参加者の 60％を占めた。 

 

表 2-21 所属先従業員規模（会社全体） 

所属先従業員規模 回答数 割合(%) 

1001 名以上 92 35% 

301～1000 名 67 25% 

101～300 名 48 18% 

51～100 名 26 9.9% 

21～50 名 18 6.8% 

20 名以下 12 4.6% 

網掛けのセルは、もっとも割合が多かった従業員規模 

 

  

図 2-19 所属先従業員規模（会社全体） 

１００１名以上, 
35%

３０１～１０００名, 
25%

１０１～３００名, 
18%

５１～１００名, 
9.9%

２１～５０名, 
6.8%

２０名以下, 
4.6%
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参加者の所属事業所の集計結果を表 2-22 及び図 2-20 に示す。101~300 名以上が最も多く

27％、次いで 301～1000 名が 19％となり、従業員数が 101~1000 名の比較的中規模の事業所

が参加者の約半数を占めた。 

 

表 2-22 所属先従業員規模（事業所） 

所属先従業員規模 回答数 割合(%) 

1001 名以上 24 9.3% 

301～1000 名 50 19% 

101～300 名 70 27% 

51～100 名 49 19% 

21～50 名 31 12% 

20 名以下 35 14% 

網掛けのセルは、もっとも割合が多かった従業員規模 

 

  

図 2-20 所属先従業員規模（事業所） 

 

１００１名以上, 
9.3%

３０１～１０００

名, 19%

１０１～３００名, 
27%

５１～１００名, 
19%

２１～５０名, 
12%

２０名以下, 14%
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（c） 化管法対応状況 

講習会参加者の化管法の対応状況を表 2-23 及び図 2-21 に示す。化管法に基づく PRTR 制

度における排出量の届出を電子で実施しているのは 78％であった。化管法に基づく SDS の提供及びラ

ベル表示に電子で対応している割合は 69%であった。PRTR 届出と SDS・ラベル表示について、それぞ

れの電子での実施率を比較すると、PRTR 届出のほうが電子での実施率が高い。PRTR 届出は電子届

出を行う支援ツールが国から公開され、充実していることから電子での実施率が高いと考えられる。電子

で対応するツールの充実度合いにより差が生まれている可能性がある。また、令和 4 年度に SDS の提

供方法が「相手方が容易に閲覧できる方法」と柔軟化された。それまでは相手方の承諾が必要であった

ため、電子での実施率が低かった可能性がある。 

 

表 2-23 化管法の対応状況 

届出状況 

化管法に関する届出

（PRTR 届出） 

化管法に関する情報提供

（SDS 提供・ラベル表示） 

回答数 割合(%)  回答数 割合(%)  

電子で実施 123 78% 84 69% 

紙で実施 34 22% 37 30% 

CD やフロッピーディスクで実施 1 0.6% 1 0.8% 

網掛けのセルは、もっとも割合が多かった対応 

          

図 2-21 化管法の対応状況 

電子で実施, 
78%

紙で実施, 
22%

CDやフロッピーディ

スクで実施, 0.6%

PRTR届出

電子で実施, 
69%

紙で実施, 
30%

CDやフロッピーディ

スクで実施, 0.8%

SDS提供・ラベル表示
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（d） 化学物質管理の経験年数 

講習会参加者の化学物質管理の経験年数を表 2-24 及び図 2-22 に示す。「４～１０年目」が

最も多く 31%であった。本セミナーは PRTR 届出事業者を主な対象とし中でも電子届出を未実施の事

業者を想定し、講習会・相談会を企画し開催しているが、経験年数の分布は、4 年目～10 年目の中

堅層の参加が最も多かった。この結果から、経験年数が初年度に初めて届出に取り組んでいる層ではな

く、実務を数年経験し、電子届出に切り替えを検討し始めた層が多く参加していることがわかる。 

 

表 2-24 化学物質管理経験年数 

経験年数 回答数 割合(%) 

初年度 65 25% 

2～3 年目 67 25% 

4～10 年目 82 31% 

10 年以上 49 19% 

網掛けのセルは、もっとも割合が多かった経験年数 

 

 

  

図 2-22 化学物質管理経験年数 

初年度, 
25%

２～３年目, 
25%

４～１０年目, 
31%

１１年目以上, 
19%
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（e） PRTR 届出の実施経験 

セミナー参加者の PRTR 届出の実施経験について、表 2-25 及び図 2-23 に示す。PRTR 届出の

実施経験が「ある」と回答した参加者が最も多く 49%であった。化学物質管理の経験年数と PRTR 届

出経験について、図 2-24 に示す通り、相関した結果となっている。初年度は実務を担当し始めたばか

りで経験がないという回答をした割合が高かった。年次が上がるにつれ、PRTR 届出の実務を担当してい

るということが分かった。 

 

表 2-25 PRTR 届出の実施経験 

経験年数 回答数 割合(%) 

ある 129 49% 

ない 88 33% 

今後実施する予定 12 4.6% 

担当者でなく分からない 34 13% 

網掛けのセルは、もっとも割合が多かった状況 

 

  

図 2-23 PRTR 届出の実施経験 
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図 2-24 PRTR 届出の実施経験（経験年数別）  
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（3） 講習会を知ったきっかけ 

講習会を知ったきっかけについて集計した結果を表 2-26 及び図 2-25 に示す。経済産業省の HP

が最も多く 25%、次いで、ケミマガが 22%、社内や親会社からの紹介が 17％であった。その他の自由

記述には、業界団体、行政機関、みずほリサーチ＆テクノロジーズなどがあった。 

表 2-26 講習会を知ったきっかけ 

講習会を知ったきっかけ 回答数 *1 
割合

(%)*2 

経済産業省の HP 77 25% 

ケミマガ（NITE) 67 22% 

社内専門部署や親会社からの紹介 50 17% 

行政機関からの DM 40 13% 

業界団体のメールマガジン 36 12% 

業界団体の HP 6 2.0% 

自治体の HP 4 1.3% 

同業他社からの紹介 2 0.7% 

地方経済産業局の HP 1 0.3% 

その他 20 6.6% 

*1：複数選択可能な設問であり、合計はアンケート回答数の 267 にはならない。 

*2：調査数に対する割合。複数選択可能な設問であり、合計は 100％にはならない。 

網掛けのセルは、もっとも割合が多かった媒体 

  

図 2-25 講習会を知ったきっかけ 

経済産業省HP, 
25%

ケミマガ（NITE）, 
22%
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行政機関DM, 
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業界団体のメルマガ, 
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業界団体HP, 2.0%

自治体HP, 1.3%

同業他社からの紹介, 0.7%
地方経済産業局HP, 0.3%

その他, 6.6%
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（4） 本講習会の各演題の難易度及び満足度について 

講習会で行った演目ごとの難易度を表 2-27 に、満足度を表 2-28 に、その理由を表 2-29 に示

した。 

難易度については、演題 1 及び演題 2 について、大多数が「適当」と回答している。現地開催分とオ

ンデマンド開催分の難易度の回答を比較すると、現地での対面開催のほうが、易しいと回答した割合が

高かった。要因として、現地での対面の方が理解しやすい、Q&A 対応があり理解がしやすい環境にあっ

たと考えられる。一方、満足度については、現地開催（対面開催）分とオンデマンド開催分での差はな

かった。対面での理解促進と、Q&A の充実が普及啓発の効果を高めることができると考えられる。 

経験年数ごとに各演題の難易度及び満足度を集計し、結果を図 2-26 から図 2-28 に示した。演

題 1,2 及び Q&A 及び相談会について、経験年数が 11 年以上のベテランは易しいと回答した割合が

最も高かった。経験年数が 11 年以上のベテラン層にとって、Q&A 及び相談会の満足度非常に高かっ

た。このことから、相談会はある程度実務経験が豊富なベテラン層に開催効果が高いものとなる。 

 

表 2-27 講習会の難易度 

演題 易しい 適当 難しい 

1 化管法の見直し及び PRTR 電子化推進について（経

済産業省） 
27 215 20 

2 PRTR 電子届出についての新たな発信情報・ツールの

ご紹介（NITE） 
31 220 9 

3 Q&A について 4 20 3 

網掛けのセルは、もっとも回答が多かった難易度 

 

表 2-28 講習会の満足度 

演題 
大変 

満足 
満足 普通 不満 

非常に

不満 

1 化管法の見直し及び PRTR 電子化推進に

ついて（経済産業省） 
21 125 104 7 0 

2 PRTR 電子届出についての新たな発信情

報・ツールのご紹介（NITE） 
21 121 108 5 0 

3 Q&A について 3 12 9 1 0 

網掛けのセルは、もっとも回答が多かった満足度 

Q＆A については、実地開催の回答のみ 
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図 2-26 1. 化管法の見直し及び PRTR 電子化推進について（経済産業省） 

 

図 2-27 2. PRTR 電子届出についての新たな発信情報・ツールのご紹介（NITE） 

 

図 2-28 3. Q&A について（オンデマンド回答は除外） 
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表 2-29 講習会の満足度の理由（自由回答） 

講演 

満足度の理由 

①大変満足 

②非常に満足 

③普通 

④不満 

⑤非常に不満 

化 管 法 の 見 直 し 及 び

PRTR電子化推進につい

て（経済産業省） 

分かりやすかった 

再確認できた 

資料を社内で共有できる 

スピードが速い 

具体例が少ない 

専門的で分かりにくかった 

電子届出の宣伝が多い 

PRTR 電子届出について

の新たな発信情報・ツー

ルのご紹介（NITE） 

分かりやすかった 

電子届出に好印象を持った 

電子届出を実際しないとわからない 

スピードが速い 

勉強が必要だと感じた 

Q&A 及び相談会につい

て 

分かりやすかった 

質疑応答が参考になった 
時間が足りなかった 
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（5） PRTR 電子届出への切り替え意向 

「問 10：本日の説明を聞いて、次回から電子届出に切り替えようと思いましたか。」については表 2-30、

図 2-29 の通りであった。「すでに電子で実施」が最も多く、PRTR 届出担当者の切り替えの意向につい

ては、104 名中、98 名（94％）が切り替えの意向を示していることから講習会の目的としては概ね達

成された。一方、「いいえ」の理由については、「県の届出が電子化されていないため」が主に理由として挙

げられており、県条例での届出が電子化されておらず、PRTR 届出部分を電子で届出、県の条例部分

を紙で届出をする場合、PRTR 届出を電子で実施することのメリットが薄いことが理由として挙げられる。 

 

表 2-30 PRTR 電子届出への切り替え意向 

PRTR 電子届出への切り替え意向 回答数 割合(%) 

はい 98 40% 

いいえ 6 2.4% 

既に電子で実施 122 49% 

その他（担当ではない、届出対象外） 22 8.9% 

網掛けのセルは、もっとも割合が多かった状況 

 

 

図 2-29 PRTR 電子届出への切り替え意向 

 

はい, 40%

いいえ, 2.4%

既に電子で実施, 
49%

その他（担当ではな

い、届出対象外）, 
8.9%



 

41 

 

表 2-31 PRTR 電子届出への切り替え意向（開催地域別・件数） 

PRTR 電子

届出への切

り替え意向 

回答数 

北海道 宮城 東京 神奈川 大阪 広島 福岡 
オンデマ

ンド 

はい 2 8 10 4 20 1 2 51 

いいえ 0 0 1 1 0 0 0 4 

既に電子で

実施 
0 12 9 4 29 2 1 65 

 

表 2-32 PRTR 電子届出への切り替え意向（開催地域別・割合） 

PRTR 電子

届出への切

り替え意向 

割合(%) 

北海道 宮城 東京 神奈川 大阪 広島 福岡 
オンデマ

ンド 

はい 100% 40% 50% 44% 41% 33% 67% 43% 

いいえ 0% 0% 5% 11% 0% 0% 0% 3% 

既に電子で

実施 
0% 60% 45% 44% 59% 67% 33% 54% 

 

 

図 2-30 PRTR 電子届出への切り替え意向（開催地域別） 
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（6） PRTR 届出時に利用する情報源・ツール 

「問 11：化管法の届出（PRTR 届出）をする際、よく参考にするものは何ですか」については表 2-33

の通りであった。PRTR 届出システム（電子届出）の利用が最も多かった。 

 

表 2-33 PRTR 届出時の参考情報 

情報源 回答数 割合* 

PRTR 届出システム（電子届出） 106 24% 

PRTR 届出システムマニュアル（電子届出） 73 17% 

分からない 61 14% 

経済産業省 HP（PRTR 目安箱、Q&A 等） 54 12% 

NITE HP（PRTR 制度 FAQ、よくある質問等） 52 12% 

PRTR 届出作成支援システム（書面届出） 22 5.1% 

講習会 16 3.7% 

Youtube（PRTR 電子届出の操作方法） 11 2.5% 

PRTR インフォメーション広場 8 1.8% 

操作デモ（NITE の HP 掲載）（電子届出） 7 1.6% 

自治体ホームページ 7 1.6% 

業界団体のガイドライン、ツール 7 1.6% 

届出システムチャットボット（電子届出） 1 0.2% 

その他 9 2.1% 

網掛けのセルは、もっとも回答が多かった情報源 
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2.3.4. 講習会開催で得られた要望 

 各講習会にて得られた要望については、表 2-34 の通りであった。 

 

表 2-34 ご要望（テーマ、開催頻度等） 

要望項目 要望詳細 

管理番号の指導周知 

化管法改正により指定化学物質の入れ替わりが発生していることから、引き

続き講習会・セミナーを通じて、「管理番号」を含む見直し後の化管法につい

て、普及啓発の要望があった。 

 

電子申請の簡素化 

制度自体の簡素化は困難であるが、電子情報処理組織使用届出を直接

事業者に郵送することで申請の第 1 歩を踏み出しやすくすることが求められる

と考えられる。 

常設又は定期的な開催希望 
日々の学習のための常設の開催の要望があった。 

 

テーマ別（海外法規制、化

審法）での開催希望 

化審法をテーマにしたセミナーの希望もあり、本事業では化管法を中心に普

及啓発を行ったが、その他の化学物質管理法令のセミナーと連携し、広く普

及啓発が求められる。 
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2.3.5. アンケート結果の考察とまとめ 

今年度に開催した講習会・相談会のアンケート分析結果を下記にまとめる。 

参加者数という観点からは、時間帯に縛られず視聴ができるオンデマンドの形式が最も参加者数が多

かった。 

今年度のセミナー参加者について、PRTR 届出の電子での実施率は高かった。電子で実施するための

ツールが充実していることが要因として考えられるが、残り２割は紙での PRTR 届出となっているため、更

なる電子届出の普及が必要となる。 

紙届出から、電子届出に切り替えを検討し本講習会・相談会に参加をした今回の対象は、化学物

質管理の経験年数が初年度など若い年次ではなく、実務を数年経験し、電子届出に切り替えを検討し

始めた層が多かった。そのため、2 年目以上の実務経験がある人を講習会・相談会の対象にできると本

講習会の目的を達成ができると考えられる。 

講習会の内容について、「易しい」「適当」と回答した参加者が 9 割以上であったため、ほとんどの参加

者が内容について理解できたと考えられる。経験年数が 11 年以上のベテランは、講習会、相談会の内

容について易しいと回答した割合が最も高かった。一方、経験年数が 11 年以上のベテラン層は、講習

会の内容自体は易しいと回答をしていたが、Q&A 及び相談会の満足度非常に高かった。このことから、

講師（行政）と参加者の対話が中心となる相談会は、ある程度実務経験が豊富なベテラン層に開催

効果が高いものとなる。 

電子化を阻害する要因の一つに、自治体条例の届出方法が関連する。具体的には、PRTR 届出部

分を NITE のシステムを用いて電子で届出をしても、県の条例部分の届出が電子化されておらず、紙で

届出をするケースがある。この場合、届出時事業者は、両者紙での提出のほうが社内事務手続き上、

簡易であるこことなどから、PRTR 届出のみを電子で実施することのメリットが薄くなってしまうことが理由と

して挙げられる。 
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2.3.6. 今後の PRTR 電子届出の普及啓発に向けて 

2.3.3 での要望を踏まえ、今後の PRTR電子届出の普及啓発をより効果的、より円滑に遂行する

上でのアイデアとその効果について整理した。 

表 2-35 普及啓発向上のためのアイデア 

課題 アイデア 備考 

管理番号の

指導周知 

化管法改正により指定化学物質の入れ替わりが発生して

いることから、引き続き講習会・セミナーを通じて、「管理番

号」を含む見直し後の化管法について、普及啓発を行う

必要性が高いと考えられる。 

その他の手段としてチラシやリーフレットの配布により、普及

啓発を行う手段も考えられる。 

チラシリーフレットの配布には、地

方経済産業局や自治体の

PRTR 担当者の協力が得られ

るとより周知効果を高められる。 

電子申請の

簡素化 

制度自体の簡素化は困難であるが、電子届出を行うため

の障壁の一つとなっている電子化率の低い自治体と連携

し、電子情報処理組織使用届出を直接事業者に郵送

することで、自治体と連携した電子化促進する手段が考

えられる。 

電子情報処理組織使用届出

の受付方法が各自治体で異な

ることから、こちらも自治体の

PRTR 担当者に協力を仰ぐこと

で、周知効果を高めることができ

る。 

常設又は定

期的な開催

希望 

常設の開催の目的は、日々の学習と思われ、オンデマンド

配信が効果的と考えられる。 

また、オンデマンド配信でも、現地開催でも普及啓発は可

能であるが、東京、愛知、大阪といった本社機能を持つ事

業所が多い地域では現地開催することで、担当者の学習

のきっかけとなる。現地で開催することで、対面での質問受

付、回答が可能になる。 

経済産業省等の YouTube

チャンネルを活用し、学習用コン

テンツを配信することで、配信費

用の圧縮することができる。 

テーマ別

（海外法規

制、化審

法）での開

催希望 

化審法をテーマにしたセミナーの希望もあり、本事業では

化管法を中心に普及啓発を行ったが、その他の化学物質

管理法令のセミナーと連携し、広く普及啓発を実施するこ

とで、事業者の理解がより深まると考えられる。 

化管法以外の他法令への関心

が高いことから、化管法以外の

化学物質管理法令のセミナーと

連携することで普及啓発効果を

拡大することができる。一方、他

の省庁、課室との連携が必要に

なる。 

電子届出の

普及率が低

い業界への

対応 

電子届出の普及率の低い業種については、業界団体等

を経由して普及啓発の講習会を実施していく必要があ

る。講師自体を業界団体とすることで、より業界全体に対

する普及啓発につなげることができる。 

業界団体の協力が必要にな

る。 

自治体の条例部分の届出につ

いては都道府県職員の協力を
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課題 アイデア 備考 

自治体が紙で届出をしている場合、届出事業者に電子

の届出に切り替えてもらうためのメリットをより強く普及する

必要がある。 

依頼し、自治体職員からも

PRTR 電子届出の推進をご説

明いただく機会を設ける。 

地域別の電

子化の普及 

電子化率の低い自治体と連携し、電子情報処理組織使

用届出を事業者に直接郵送することで、自治体と連携し

た電子化促進する手段が考えられる。 

電子届出の普及率の低い地域を対象に、自治体主催セ

ミナーで PRTR の電子届出について普及啓発を依頼し、

自治体主導で電子化を促進することで、より効果的に電

子化の普及を推し進めることができる。 

自治体の協力が必要になる。 

常設オンデマ

ンド配信 

期間に関係なく講演等を視聴することができる。 費用等の観点からは、

YouTube 公式チャンネルを活

用することで配信に係る費用を

圧縮することができる。 

チャンネルへの掲載にあたって

は、動画作成の仕様が定まって

いるため、アップロード可能な仕

様にて作成をする必要がある。 

相談会の継

続実施 

化学物質管理の経験年数が多い参加者は、特に現地で

の相談会の満足度が高かった。自身の抱える課題が明確

なほど、相談会での質問がしやすく、欲しい情報が得られ

やすいため、ベテラン向けに相談会を継続し、課題を解決

していくことで、的確な PRTR 届出の遂行につながると思

われる。 
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2.4. 化学物質の適正管理に関する都道府県等担当職員向けの研修の講義動画の作成 

2.4.1. 概要 

化管法の運用に際して、都道府県等の担当職員が化学物質管理に関する知識を習得するために

実施している化学物質総合評価管理研修のうち、2 講演の動画撮影、編集を行った。2 講演の動画

の概要は下表のとおり。 

表 2-2-36 本事業で作成した動画の概要 

タイトル 時間 内容 

オリエンテーション 6 分 
化学物質総合評価管理研修の目的や全体の流れ、研修に使用

するツールの使い方等を説明したもの。 

経済産業省における化学

物質管理施策の概要 
44 分 

化学物質管理法体系やリスクの基本的な考え方、PRTR 制度、

化管法の見直し、化審法リスク評価、国際条約等の化学物質管

理の概観を解説したもの。 

 

2.4.1. 作業内容 

 動画作成は、経済産業省の担当者がスライドを用いて講義する様子を録音・録画・撮影した後、音

声、スライドの録画、講演者の映像を組み合わせる形で編集する流れで実施した。撮影時には、カットす

べき箇所と共に気づいた点についてメモを取ることで、編集の効率化を図った。また、編集時には、カットで

音声が不自然とならないような調整、カメラのフェードアウトの効果を付けることで、見やすい動画を作成し

た。その他、撮影時及び撮影後に講義資料の誤記等が判明したため、編集時にスライドの映像を差し

替えることで対応した。 

 

2.4.1. 今後の改善点 

 講義動画はスライドがメインであるため、スライドの見やすさや正確さが研修の室に直結する。今年度は、

編集時に対応したものの、講義資料の誤記等が存在した。動画の編集時にスライドを差し替えることは、

労力がかかるほか、不自然になる可能性も存在する。そのため、次年度以降は講義資料については、委

託先の事業者に事前に資料の確認を依頼し、撮影前に可能な限り誤記や文字サイズの修正をすべき

である。それにより、編集の円滑化やより効果的な動画作成に繋がると考えられる。 
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3. PRTR 排出量等算出マニュアルの見直しに向けた調査・検討 

3.1. 概要 

PRTR 排出量等算出マニュアルについて、令和 3 年の化管法施行令改正に対応するため、物質

名称の変更、管理番号への修正を行ったほか、大気汚染防止法改正に伴う変更にも対応した。 

 

3.2. 改訂の実施 

3.2.1. 改訂作業の整理 

化管法対象物質の見直しを踏まえ、現行 PRTR マニュアルの見直し及び課題等の整理を行った。見

直しの対象箇所は、第Ⅰ部、第Ⅱ部、第Ⅲ部の本文より、対象物質の見直しに影響を及ぼすと考えら

れる箇所から選定した。見直し対象箇所から外れている箇所については、見直しの必要性がない、また

は現時点では判断がつかない箇所となる。 

上記で特定した見直し対象箇所について、本年度実施した主な見直し内容は大きく 4 点、「過去の

記述の更新」、「対象物質見直しに伴う更新（物質名称の更新、対象から外れた物質の削除、管理

番号の追記等）」「大気汚染防止法改正による水銀及びその化合物の追加に伴う変更」、「標記の統

一」である。 

 

3.2.2. 結果 

本年度、対象物質の見直しを踏まえた現行 PRTR マニュアルの体裁的な更新は完了した。一方で、

対象物質の見直しに伴う原材料中の物質の変化等を踏まえた、記載内容の精緻化等、長期的に検

討が必要な内容も存在している。なお、より具体的な実施内容と残課題について整理した結果は添付

資料３の通りである。 
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4. 化管法の中長期的課題の検討 

4.1. 概要 

令和３年度検証物質も併せて、現行PRTR物質（化審法第一種特定化学物質等除外した450

物質）を用いて、物質選定時に使用した排出係数を用いた推計排出量について物質選定基準との比

較、PRTR 届出排出量との比較を行い、使用した排出係数の妥当性の検証、除外物質のフォローアッ

プ方法など課題の整理を行った。 

また、これまでの事業者問い合わせ等で得られた知見を踏まえ、PRTR 排出量等算出マニュアルにお

ける算出方法について事業者の取扱い実態を踏まえた記載となっているか確認・整理等を行い、PRTR

届出データの正確性の向上のために取り得る方策を整理した。 

 

4.2. 排出係数の比較検証及び除外物質のフォローアップ方法の整理 

令和３年度は、現行 PRTR 物質かつ化審法優先評価化学物質であって、農薬用途がなく、化審

法届出数値が４年間あり、対象 CAS が一致する物質 58 物質を対象に、化管法物質選定推計排

出量と PRTR 排出量の比較を行った。 

令和４年度は、その対象を現行 PRTR 物質（462 物質）に広げて化管法物質選定推計排出量

と PRTR 排出量の比較を行った。 

 

図 4-1 令和４年度の検証内容 

現行PRTR物質

現行PRTR物質

化審法用途のみ
（一般工業用途）

化管法の排出量実績等により選定
一種：排出量10t又は移動量100t
二種：排出量1t又は移動量10t

排出量推計値により選定
一種：排出量10t
二種：排出量1t

化審法用途以外あり

化管法対象母集団物質

令和２年見直し時

製造輸入量により選定
一種：100t 農薬は10t

二種：1t

②① ③

環境モニタリ オゾン層破壊物質、環境保全施策上必要な物質※ ※一種のみ

現行PRTR物質以外

比
較

令和3年度
選定基準と比較。

令和4年度
選定基準と比較。

一般化学物質

化審法用途のみ
（一般工業用途）

化管法物質選定用推計排出量
（化審法用途分排出量：化管法用
途別排出係数×用途別出荷数量）

化管法物質選定用推計排出量
（化審法用途分排出量：化管法用
途別排出係数×用途別出荷数量）

優先化学物質＋一般化学物質

化審法用途のみ
（一般工業用途）

化審法用途のみ
（一般工業用途）

優先化学物質

化管法物質選定用推計排出量
（化審法用途分排出量：化管法用
途別排出係数×用途別出荷数量）
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その際の課題として、化審法及び化管法の対象とするスコープの違いがあり、比較を行う際には、それ

ぞれの排出量に含まれない観点を考慮した。 

 

 

図 4-2 各排出量のスコープの違いの具体例 

 

 

4.2.1. PRTR 算出量（検証用）の算出 

妥当性の検証にあたっては、PRTR 排出量及び化管法推計排出量のスコープの違いに留意し、可

能な限りそれぞれの排出量の比較可能性を高めるために、化審法除外用途（農薬等）を含む物質

の排出量は、PRTR 届出外排出量から当該用途の排出量を除外した排出量（以降、「PRTR 排出

量（検証用）」と記載。）を算出した。 

PRTR 排出量（検証用）の算出にあたっては、クリーニング評価における専門家による詳細評価と

判断基準1 における「スクリーニング評価における専門家による詳細評価と判断基準に用いた PRTR 届

出外排出源」における分類を用いて、PRTR届出外排出源ごとに、化審法の規制対象となっていない農

薬、医薬品などの用途からの排出量を差し引き、再計算を行った。 

下水処理施設からの届出外推計について、化管法排出係数は「水域」のみしか記載がなく、下水処

理施設からの排出に対応しているものではないと判断し、対象外とした。なお以下に記載のない「一般廃

棄物処理施設」については、化管法排出係数において廃棄段階が加味されていることを踏まえて対象と

した。 

 

表 4-1 各 PRTR 届出外排出源における PRTR 排出量（検証用）算出時の対応 

スクリーニング評価における専門家による詳細評価と判断基準に用いた PRTR 届出外排出源 対応 

PRTR 届出外排出源 
詳細用途 

大分類 中分類 小分類 

1 
すそ切り以

下 
1-1 

平均取扱量等

に基づく推計方

法 

    
対象 

                                                  
1 https://www.meti.go.jp/shingikai/kagakubusshitsu/anzen_taisaku/pdf/2021_03_02_s01.pdf 

PRTR排出量
（届出＋届出外）

化管法推計排出量

化学物質の排出量

化管法推計排出量には含まれない観点

 化審法対象用途外からの排出量
 自家消費（自社内中間物）分の排出量
 試験研究用分の排出量
 副生成分の排出量
 特別要件施設分の排出量
 土壌への排出量
 輸入製品中からの排出量

PRTR排出量には含まれない観点

 一部の長期使用製品の家庭等使用段階か
らの排出量

 一部の廃棄段階からの排出量
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スクリーニング評価における専門家による詳細評価と判断基準に用いた PRTR 届出外排出源 対応 

PRTR 届出外排出源 
詳細用途 

大分類 中分類 小分類 

1-2 
排出源別推計

方法 

1-2-1 塗料 #02-a  対象 

1-2-2 接着剤等 #03-a  対象 

1-2-3 印刷インキ #02-e  対象 

1-2-4 工業用洗浄剤等 #04-#06,#12  対象 

1-2-5 燃料（蒸発ガス） #47  対象 

1-2-6 ゴム溶剤等 #03-c  対象 

1-2-7 化学品原料等 #01,#07  対象 

1-2-8 剥離剤（リムーバー） #02-b  対象 

1-2-9 滅菌・殺菌・消毒剤 化審法適用除外 薬機法 対象外 

1-2-

10 
表面処理剤 #04-z  対象 

1-2-

11 
試薬 化審法対象外 試験研究用 

対象外 

1-2-

12 
コンバーティング溶剤 #07-d  対象 

1-2-

13 
プラスチック発泡剤 #27-k  対象 

2 農薬     化審法適用除外 農薬取締法 対象外 

3 殺虫剤 

3-1 家庭用殺虫剤 
3-1-1 有効成分 化審法適用除外 薬機法 3-3 、 3-4

のみで再計

算 

3-1-2 補助剤 化審法適用除外 薬機法 

3-2 防疫用殺虫剤 
3-2-1 有効成分 化審法適用除外 薬機法 

3-2-2 補助剤 化審法適用除外 薬機法 

3-3 
不快害虫用殺

虫剤 
  #20-a,#20-

f,#20-z 
 

3-4 シロアリ防除剤   #20-c,#20-

f,#20-z 
 

4 接着剤 
4-1 溶剤   #03-a  対象 

4-2 樹脂原料   #23-z  対象 

5 塗料 

5-1 溶剤   #02-a  対象 

5-2 可塑剤   #15-e  対象 

5-3 顔料   #15-b  対象 

6 漁網防汚剤 
6-1 有効成分   #17-c  対象 

6-2 溶剤   #02-f  対象 

7 
洗浄剤・化

粧品等 
7-1 界面活性剤 

7-1-1 化粧品 化審法適用除外 薬機法 7-1-4 、 7-

1-6 のみで

再計算 

7-1-2 身体用 化審法適用除外 薬機法 

7-1-3 台所用 化審法適用除外 食品衛生法 

7-1-4 洗濯・住宅用等 #13-a  

7-1-5 業務用（食器洗い用） 化審法適用除外 食品衛生法 

7-1-6 
業務用（洗濯・清掃用

等） 
#13-a  
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スクリーニング評価における専門家による詳細評価と判断基準に用いた PRTR 届出外排出源 対応 

PRTR 届出外排出源 
詳細用途 

大分類 中分類 小分類 

7-2 中和剤 

7-2-1 身体用 化審法適用除外 薬機法 7-2-1 を除

き再計算 

7-2-2 洗濯・台所・住宅用等 
#13-c,化審法適

用除外 

食品衛生法と

化審法とが混

在 

7-2-3 トイレタリー用 #13-c  

7-2-4 飲食店 #13-c  

7-2-5 建物サービス業 #13-c  

8 
防虫剤・消

臭剤 

8-1 防虫剤   #20-b  対象 

8-2 消臭剤   #22-c  対象 

9 
汎用エンジ

ン 
    化審法対象外 

燃料の燃焼に

伴う排出 

対象外 

10 たばこの煙     化審法対象外 
燃料の燃焼に

伴う排出 

対象外 

11 自動車 

11-1 ホットスタート   化審法対象外 
燃料の燃焼に

伴う排出 

対象外 

11-2 コールドスタート   化審法対象外 
燃料の燃焼に

伴う排出 

11-3 蒸発ガス   化審法対象外 
主な物質が届

出不要 

12 二輪車 

12-1 ホットスタート   化審法対象外 
燃料の燃焼に

伴う排出 

対象外 

12-2 コールドスタート   化審法対象外 
燃料の燃焼に

伴う排出 

12-3 蒸発ガス   化審法対象外 
主な物質が届

出不要 

13 特殊自動車 

13-1 建設機械   化審法対象外 
燃料の燃焼に

伴う排出 

対象外 

13-2 農業機械   化審法対象外 
燃料の燃焼に

伴う排出 

13-3 産業機械   化審法対象外 
燃料の燃焼に

伴う排出 

14 船舶 

14-1 
貨物船・旅客船

等 
  化審法対象外 

燃料の燃焼に

伴う排出 

対象外 

14-2 漁船   化審法対象外 
燃料の燃焼に

伴う排出 

14-3 プレジャーボート   化審法対象外 
燃料の燃焼に

伴う排出 

15 鉄道車輌 15-1 エンジン   化審法対象外 
燃料の燃焼に

伴う排出 

15-2 のみ

で再計算 



 

53 

 

スクリーニング評価における専門家による詳細評価と判断基準に用いた PRTR 届出外排出源 対応 

PRTR 届出外排出源 
詳細用途 

大分類 中分類 小分類 

15-2 
ブレーキパッド

（摩耗） 
  #32-a  

16 航空機 

16-1 エンジン   化審法対象外 
燃料の燃焼に

伴う排出 

対象外 

16-2 APU   化審法対象外 
燃料の燃焼に

伴う排出 

17 水道 

17-1 対象業種   化審法対象外 
塩素消毒によ

る副生成 

対象外 

17-2 非対象業種   化審法対象外 
塩素消毒によ

る副生成 

17-3 家庭   化審法対象外 
塩素消毒によ

る副生成 

18 
オゾン層破

壊物質 
      対象 

19 
ダイオキシン

類 
    化審法対象外 

非意図的生

成 

対象外 

20 
低含有率物

質 
    化審法対象外 

非意図的生

成 

対象外 

21 
下水処理施

設 
21-1 届出対象     

下水処理

施設からの

届出外推

計について

は、化管法

排出係数は

「水域」のみ

しか記載が

なく、下水

処理施設か

らの排出に

対応してい

るものではな

いので、対

象外とした 
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4.2.2. 検証の実施 

令和３年度検証物質も併せて、現行 PRTR 物質（化審法第一種特定化学物質等を除外した

450 物質）を用いて、化管法物質選定用推計排出量（以降、化管法推計排出量と記載。）を

2021 年見直し時選定基準（排出量 10 トン）及び PRTR 排出量（検証用）と比較した結果は、

表 4-2、表 4-3、表 4-4 の通り。（分析結果の詳細は添付資料 4 を参照） 

 

表 4-2 現行 PRTR 物質かつ改正後も PRTR 物質（309 物質）の結果 

 化管法推計排出量 

10 トン以上 10 トン未満 

PRTR 排出量 

（検証用） 

10 トン以上 (a)84 (c)22 

10 トン未満 (b)48 (d)155 

 

表 4-3 除外物質（86 物質）の結果 

 化管法推計排出量 

10 トン以上 10 トン未満 

PRTR 排出量 

（検証用） 

10 トン以上 (a)5 (c)0 

10 トン未満 (b)14 (d)67 

 

表 4-4 二種移行物質（55 物質）の結果 

 化管法推計排出量 

10 トン以上 10 トン未満 

PRTR 排出量 

（検証用） 

10 トン以上 (a)0 (c)0 

10 トン未満 (b)15 (d)40 

 

令和２年に実施した化管法対象物質の選定において排出量 10 トン以上を選定基準とし、PRTR

排出量が10 トン以上の物質を対象物質として選定していることから、(c)PRTR 排出量（検証用）10

トン以上かつ推計排出量 10 トン未満の物質について、差異が出た理由を考察した。 

分析の結果、(c)PRTR 排出量（検証用）10 トン以上かつ推計排出量 10 トン未満に該当する

物質は 22 物質であり、そのうちモニタリング検出、オゾン層破壊物質、環境保全施策上物質等に

該当しない物質は 1 物質（アセナフテン）となった。アセナフテンは、主に石油や石炭を取り扱う工

程における副生成物としての排出が想定され、排出係数を用いた排出量の推計が困難な物質であっ

た。 

よって今回比較した情報の中では、物質選定において化管法物質選定推計排出量の数値を

用いることの有効性が確認できた。  
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4.3. PRTR 届出データの正確性の向上のために取り得る方策の整理 

4.3.1. PRTR 算出マニュアルの改良 

PRTR 排出量等算出マニュアルの見直しに向けた調査・検討において挙げられた今後の検討課題の

うち、特に事業者の排出量の算定に関係する内容を整理した。当該内容について検討を行い、PRTR

算出マニュアルに反映させることで、事業者における PRTR 届出データの正確性の向上に寄与すると考え

られる。 

表 4-5 事業者の排出量の算定に関係する検討課題 

種類 大項目 中項目 小項目① 小項目② 修正方針・課題など 

全体 ー ー ー ー 政令改正対応等に伴う業種別マニュアルの更新を反映する 

第Ⅰ部 

基本編 

2. 基本的

なPRTRの

実施手順 

2-2 排 出

量・移動量の

基本的な算

出手順 

2-2-1 PRTR で届

け出るデータの種類 

ー 今年度の改訂で、廃棄物に含まれる量の算出の留意事項に、

反応消失分を差し引く必要がある旨を、留意事項に追記した。

より分かりやすい内容となるよう、廃棄物移動における反応消失

の具体例を追記することを検討する 

第Ⅱ部 

解説編 

2. 排 出

量・移動量

の 算 出 手

順・届出の

仕 方 の 解

説 

2-2 特別要

件施設以外

か ら の 排 出

量・移動量の

算出手順 

2-2-2 対象 物 質

の廃棄物に含まれ

る量の算出 

ー 今年度の改訂で、廃棄物に含まれる量の算出の留意事項に、

反応消失分を差し引く必要がある旨を、留意事項に追記した。

より分かりやすい内容となるよう、廃棄物移動における反応消失

の具体例を追記することを検討する 

2-2-6 「排出量の

少ない方」への排出

量の算出 

ー 今年度の改訂で、実測における留意事項を追記した。より分か

りやすい内容となるよう、実測による方法の算出例をより具体的

に記載出来ないか検討する 

第Ⅲ部 

資料編 

1. 代表的

な工程での

算出事例 

全体 ー ー 代表的な工程での算出事例（１２工程）を対象物質変更

等、最新状況踏まえて見直す必要がないか検討する。また併せ

て工程の追加についても検討する 

4. 排出量

の 把 握 等

に 役 立 つ

データ 

4-3 排出係

数等の排出

量 、 移 動 量

の 算 出 に 活

用できるデー

タ 

4-3-5 業 種 別 マ

ニュアルに掲載され

ている排出係数等 

イ）自動車整備業

における排出係数

等 

対象物質見直しに伴う変化、また冷媒、塗材等の原料の変化

を踏まえ、記載内容の見直しの必要性について検討する 

ウ）クリーニング業に

おける排出係数等 

対象物質見直しに伴う変化も踏まえ、主要界面活性剤の活

性汚泥処理 除去率・分解率の変更を検討する。なお、変更

する際、届出外推計において用いられた数値を確認する 

オ）塗装工程にお

ける排出係数等 

対象物質見直しに伴う変化、原料、塗装ケースの実態等を踏

まえ、記載内容の見直しの必要性について検討する 

ク）バルブ製造業に

おける排出係数等 

対象物質見直しに伴う変化、製造設備における実態等を踏ま

え、記載内容の見直しの必要性について検討する 

ツ）強化プラスチッ

ク製造業における排

出係数 

対象物質見直しに伴う変化、プラスチック成型における実態等

を踏まえ、記載内容の見直しの必要性について検討する 

ト）繊維板製造工

程（接着）におけ

る排出係数等 

対象物質見直しに伴う変化、また原料等の実態を踏まえ、記

載内容の見直しの必要性について検討する 

4-3-6 塗装方法

と接着効率 

ー 対象物質見直しに伴う変化、また実態を踏まえ、記載内容の

見直しの必要性について検討する 
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4.3.2. 算定に使用する物性データの収集・整理 

（1） 検討の背景 

化管法の届出排出量、移動量の算出方法として、基本的な方法としては以下に示す 4 種類が示さ

れている。 

 

① 物質収支による方法 

② 実測による方法 

③ 排出係数による方法 

④ 物性値を用いた計算による方法 

 

このうち④物性値を用いた計算による方法は、物性値を用いて排ガスや排水などに含まれる化学物

質の濃度を求め、年間の排ガス量や排水量に乗じて排出量を求める手法である。なおこの手法は排出

量等の算出が容易である一方、PRTR 排出量等算出マニュアルには「理論式を用いて仮想条件の値や

最大条件を算出するので、事業所の実態と異なることもある」と留意事項が示されている。 

また PRTR 排出量等算出マニュアルでは「ヘンリー定数の大きい物質が大気に排出されやすい」と解

説しており、この値が届出時の媒体の判定に影響を与え得る。 

 

4-3-9 大気と水域のいずれかに多く排出されるかを判定する目安 

以下の表は、ヘンリー定数を用いて、大気と水域のいずれかに多く排出されるかを判定する目

安のものです。ヘンリー定数の大きいものほど、大気に多く排出されやすい傾向にあります。 

 

水域に多く排出されやすい                        大気に多く排出されやすい 

H≦0.025 0.025＜H＜6.2 6.2≦H≦99 99＜H＜2.5×104 2.5×104≦H 

（略） 

（留意事項） 

①本表による判定は、経験的な判断ができない場合に参考とするものです。 

② H は ヘ ン リ ー 定 数 (Pa ・ m3/mol)( ＝ 蒸 気 圧 (Pa) × 分 子 量 (g/mol) ÷ 水 溶 解 度

(g/m3=mg/L)) 

蒸気圧と水溶解度は、通常は 25℃付近の値を用いる(第Ⅲ部 4-2-9(→pⅢ-362)等を参

考にしてください)。 

取扱工程において温度を設定している場合は、その温度の値を用います。 

③水との接触がない場合は、すべて大気への排出とみなします。 
 

図 4-3 PRTR 算定マニュアルにおける説明 
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事業者が PRTR 排出量を算定する際に、実際にどのような物化性状を用いたかは明らかではな

く、物化性状は情報源によって値が異なることがある。そのため同じ物質を同様の工程で使っている

場合でもあっても、物化性状の情報源が異なる場合には、事業者ごとに使用する物性値が異なる

可能性があり、PRTR 届出の正確性に影響を及ぼす要因の１つとなる可能性がある。 

 

表 4-6 情報源によって物化性状の記載が異なる事例 

管理

番号 
PRTR 物質名称 

PRTR 排出量等算出 

マニュアル 
別情報源における掲載値 

160 ３，３’－ジクロロ－４，４’

－ジアミノジフェニルメタン 

－（記載なし） 

※「水には不溶」の記載あり 

4.1×10-6 

⇒水域に排出されやすい 

化審法2 

※当該データは本年度修正を実施 

 

図 4-4 事業者によって活用する情報源が異なる事例（イメージ） 

 

                                                   
2 優先評価化学物質のリスク評価（一次）評価Ⅰの結果及び対応について 資料 3-3 リスク評価（一次）評価 I 

で用いた物理化学的性状・分解性・生物濃縮等のデータ

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/information/ra_14073101.ht

ml 

PRTR算出
マニュアル

提供されたSDS

各種データベース
（Pubchem等）

厚労省
モデルSDS

事業者A

事業者B

物化性状の情報源

データを利用

データを利用

記載されているデータが
異なる可能性がある
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（2） 実施内容 

本年度は、信頼性の高い物化性状のデータを事業者に提供することを目的として、化審法にお

ける「リスク評価（一次）評価Ⅰで用いた物理化学的性状・分解性・生物濃縮性等のデータ3」よ

り、物化性状を収集し、算定マニュアルに反映した。 

 

表 4-7 化審法で利用された物化性状を収集し、算定マニュアルに反映した物質一覧 

管理番号 CAS 物質名 

3 140-88-5 アクリル酸エチル 

8 96-33-3 アクリル酸メチル 

12 75-07-0 アセトアルデヒド 

18 62-53-3 アニリン 

20 141-43-5 ２－アミノエタノール 

35 78-84-2 イソブチルアルデヒド 

36 78-79-5 イソプレン 

53 100-41-4 エチルベンゼン 

56 75-21-8 エチレンオキシド 

58 109-86-4 エチレングリコールモノメチルエーテル 

60 60-00-4 エチレンジアミン四酢酸 

65 106-89-8 エピクロロヒドリン 

66 106-88-7 １，２－エポキシブタン 

73 111-87-5 １－オクタノール 

76 105-60-2 イプシロン－カプロラクタム 

80 1330-20-7 キシレン 

83 98-82-8 クメン 

84 107-22-2 グリオキサール 

86 1319-77-3 クレゾール 

104 75-45-6 クロロジフルオロメタン（別名ＨＣＦＣ－２２） 

123 107-05-1 ３－クロロプロペン（別名塩化アリル） 

125 108-90-7 クロロベンゼン 

127 67-66-3 クロロホルム 

128 74-87-3 クロロメタン（別名塩化メチル） 

134 108-05-4 酢酸ビニル 

150 123-91-1 １，４－ジオキサン 

160 101-14-4 ３，３’－ジクロロ－４，４’－ジアミノジフェニルメタン 

190 77-73-6 ジシクロペンタジエン 

                                                   
3 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/files/information/ra/ra1_2203

30_34.pdf 
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管理番号 CAS 物質名 

199 16090-02-1 

ジナトリウム＝２，２’－ビニレンビス［５－（４－モルホリノ－６－アニリノ

－１，３，５－トリアジン－２－イルアミノ）ベンゼンスルホナート］（別

名ＣＩフルオレスセント２６０） 

218 124-40-3 ジメチルアミン 

223 112-18-5 Ｎ，Ｎ－ジメチルドデシルアミン 

240 100-42-5 スチレン 

245 62-56-6 チオ尿素 

268 137-26-8 テトラメチルチウラムジスルフィド（別名チウラム又はチラム） 

270 100-21-0 テレフタル酸 

271 120-61-6 テレフタル酸ジメチル 

275 151-21-3 ドデシル硫酸ナトリウム 

277 121-44-8 トリエチルアミン 

296 95-63-6 １，２，４－トリメチルベンゼン 

297 108-67-8 １，３，５－トリメチルベンゼン 

300 108-88-3 トルエン 

302 91-20-3 ナフタレン 

307 7699-43-6 二塩化酸化ジルコニウム 

310 139-13-9 ニトリロ三酢酸 

314 100-00-5 パラ－ニトロクロロベンゼン 

316 98-95-3 ニトロベンゼン 

317 75-52-5 ニトロメタン 

336 123-31-9 ヒドロキノン 

341 110-85-0 ピペラジン 

343 120-80-9 ピロカテコール（別名カテコール） 

349 108-95-2 フェノール 

355 117-81-7 フタル酸ビス（２－エチルヘキシル） 

386 74-83-9 ブロモメタン（別名臭化メチル） 

391 822-06-0 ヘキサメチレン＝ジイソシアネート 

392 110-54-3 ノルマル－ヘキサン 

398 100-44-7 ベンジル＝クロリド（別名塩化ベンジル） 

401 552-30-7 １，２，４－ベンゼントリカルボン酸１，２－無水物 

411 50-00-0 ホルムアルデヒド 

415 79-41-4 メタクリル酸 

423 74-89-5 メチルアミン 

436 98-83-9 アルファ－メチルスチレン 

448 101-68-8 メチレンビス（４，１－フェニレン）＝ジイソシアネート 

455 110-91-8 モルホリン 

460 1330-78-5 りん酸トリトリル 

572 123-68-2 アリル＝ヘキサノアート 

599 106-02-5 オキサシクロヘキサデカン－２－オン 

603 79-21-0 過酢酸 
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管理番号 CAS 物質名 

604 3699-30-7 カリウム＝ジエチルジチオカルバマート 

626 111-42-2 ジエタノールアミン 

629 110-82-7 シクロヘキサン 

653 － ジメチル（１－フェニルエチル）ベンゼン 

674 109-99-9 テトラヒドロフラン 

703 14915-37-8 ビス（２－スルフィドピリジン－１－オラト）銅 

728 6259-76-3 ヘキシル＝２－ヒドロキシベンゾアート 

732 104-67-6 ５－ヘプチルオキソラン－２－オン 

736 108-24-7 無水酢酸 

737 108-10-1 メチルイソブチルケトン 

743 111-82-0 メチル＝ドデカノアート 

746 872-50-4 Ｎ－メチル－２－ピロリドン 

754 77-78-1 硫酸ジメチル 

 

 

（3） 今後の検討事項 

化審法で利用された物化性状データなど、信頼性の高い情報源に記載されている物化性状を収集し、

算定マニュアルに反映していくことで、PRTR 届出の正確性向上への寄与が期待できる。また、実際に

信頼性のあるデータであることがわかるような記載を算定マニュアルに追加することによって、信頼性の

高いデータの活用を促進することが望ましい。 

また事業者が調達先から提供された SDS に記載の物化性状を利用する可能性もあることから、

PRTR 対象物質について事業者が作成する SDS についても信頼性の高い物化性状が記載されるよう

な施策が必要となる。その際に、基礎情報として、PRTR 排出量算定において「④物性値を用いた計算

による方法」がどの程度事業者において活用されているか、PRTR 対象物質について事業者が作成する

SDS に記載する物化性状の記載方法・内容等をアンケートやヒアリングなどで把握することが重要である

と考えられる。 
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5. リスク評価支援ツールのとりまとめ 

5.1. 概要 

事業者と自治体の連携活用、PRTR の届出対象とならない裾切り以下の中小事業者における化

学物質の排出管理、リスクコミュニケーションへの活用方策を検討した。また、利用者から指摘を受けた

粒径情報の取り扱いにおけるバグの修正を行った。 

 

5.2. METI-LIS の改良 

METI-LIS ver.3.4.2 では、10μm 以上の粒子として入力したものがガス状物質（10μm 未満）

として扱われている。粒径分布が 3 つの場合、「粒径分布」と「質量比・見かけ比重」の組合せに生じてい

たずれを解消するためプログラムの改訂を行った。 

 

5.2.1. プログラム修正 

（1） 粒径分布 

粒径分布を定義する droplet.in.csv の作成過程に問題があり、粒子状物質の場合は、ガス状物

質（10μm 未満）の粒径情報が 2 重に登録されることで粒径分布と見かけの比重、物質量比

（pointsource.in.csv）の順序が一致していなかった。粒径分布は下限と上限の平均値を使用する

ため、粒径分布と質量比、見かけの比重が粒径分布順にソートされている必要は無いが、疑義が生じな

いよう出力結果を調整した。粒径情報設定画面を図 5-1 に示す。 

図 5-1 粒径情報設定画面（点源） 

 

粒径情報にチェックを入れ、粒径分布数で「４」を選択し「粒径」及び「重量比」、「見かけ比重」

を設定した。ソート方法を改善し粒径情報設定画面の順序に合わせた。 
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（2） 見かけ比重 

pointsource.in.csv の 5 行目が「重量比」、６行目が「見かけの比重」を表す。「重量比」、

「見かけの比重」共に粒径情報と同じ並びで出力されていることを図 5-2 の通り確認した 

 

図 5-2 pointsource.in.csv（計算エンジンへの入力ファイル） 

 

 

計算結果リストの simulatore_lst.txt において、「粒径分布」と「重量比」、「見かけの比重」が

入力順にソートされて出力されていることを図 5-3 の通り確認した。 

図 5-3 simulator_lst.txt（計算結果） 

 

  

1,102.9,,,,, 

1,3740,6250,25,0.5, 0,煙突 

1,0,5.55555555555555E-08,10,0,273.15, 

1.25,,,,,, 

1,1.2,1.5,1.6,,, 

0.3,0.35,0.2,0.15,,, 

Droplet infos ->       0. - 10.      10. - 20.      20. - 30.      30. - 40. 

---------------> 

  <(%),(kg/m^3)>   <30,   1000>   <35,   1200>   <20,   1500>   <15,   1600> 
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（3） .NET Framework の更新 

METI-LIS ver.3.4.2 は、Microsoft .NET Framework 4.6.2 で動作確認していたが、

Ver.4 系の最終バージョンである Ver.4.8 で動作確認を行った。 OS に関しては Windows 10 

Version 21H2 と Windows 11 Version 21H2 上で確認した。Windows 10 Version 

21H2 よりも古いバージョンであっても.NET Framework 4.8 をサポートしている場合は動作可能

であると思われる。Windows10 のサポート期限を表 5-1 に示す。.NET Framework のバージョ

ンを表 5-2 にまとめた。 

 

表 5-1 Windows 10 のリリース日とサポート期限 

 

 

 

表 5-2 .NET Framework バージョン対応表 

.NET 

Framework 

インストール可能 C# 

Version Windows Windows Server 

4 XP, Vista, 7 2003, 2008 4 

4.5 Vista, 7, 8, 8.1 2008, 2012 5 

4.6 Vista, 7, 8, 8.1, 10 2008, 2012, 2016 6 

4.7 7, 8.1, 10, 10（1703） 2008, 2012, 2016 7 

4.8 7, 8.1, 10（1903） 2008, 2012, 2016, 2019 7.3 

太字はプリインストールされていたバージョン 

 

  

Version リリース日 サポート期限 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

1703 2017/04/05

2017/10/171709

2020/10/2020H2

1803 2018/04/30

2018/11/131809

1903 2019/05/21

2015/07/291507

1511 2015/11/10

2016/08/021607

2019/11/12

2019/04/09

2018/10/09

2017/10/10

2017/05/09

21H2 2021/11/16 2023/06/13

2018/04/10

21H1 2021/05/18 2022/12/13

2022/05/10

2021/12/14

2021/05/112019/11/121909

2004 2020/05/27

2020/12/08

2020/11/10
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5.3. 化学物質排出管理とリスクコミュニケーションの方策検討 

5.3.1. 方策検討 

令和３年度化学物質安全対策（化管法の見直しに関する調査）では、METI-LIS の活用

状況に関するヒアリングが実施され、METI-LIS を活用していない理由としては、「すでに排出量を

把握しており、問題ない量であることを確認しているため」という回答が多かったと報告されている。 

そこで本事業では、PRTR 届出において事業者が把握している排出量に着目して、化学物質管

理の方策について検討を行った。 

 

5.3.2. 簡易な化学物質排出管理の方策検討 

（1） 既存モデルの存在状況調査 

（a） ばく露評価モデルマッピング（モデルの煩雑さ） 

簡易にばく露評価、リスク評価が実施できる既存の環境モデルについて国内外のモデルを調査した。モ

デル推計のためのパラメータ入力時の煩雑さ（手間）を入力パラメータ数として横軸に取り、縦軸に濃

度分布、ばく露評価、リスク判定のどこまでの機能を有するかをマッピングした。また各モデルについて概要

を整理し表 5-3 に示す。大気中濃度を推定するモデルとして最も簡易なものとして METI-LIS は整理

される。 

一方で、比較的簡易とされる METI-LIS においても、利用のハードルが高いと感じる事業者が存在す

るため、より簡易な方法での化学物質排出管理につながる評価方法というものがあると段階的に評価を

することができると考えられる。 

日本国内においては、単一媒体モデルが充実している。このことについて、日本では個々の法規制への

対応の目的が強く、モデルが開発されていることから単一媒体を対象としたモデルが多くなっていると有識

者のコメントがあった。また、個々の法規制への対応の目的が強いことから、推計の機能として、媒体濃

度の推計機能にとどまっているものが多く、摂取量を考慮して環境中媒体からヒトへの移行の考慮が課

題と指摘があった。 

ばく露評価モデルについて、利用者における導入ハードルを入力パラメータの数と設定し整理をした。

今回の整理結果について、有識者からは、計算対象等が異なる場合は考慮しているパラメータ等が異な

るため比較が難しい点、実際にモデルで得られた推計結果を解釈する場合は、専門家の判断が必要

（結果の解釈にある程度の専門知識が必要）というコメントがあった。このことから、ばく露評価モデル自

体が簡単であったとしても、得られた推計結果の解釈にハードルがある場合がある。ばく露評価（リスク評

価）の更なる促進のためには、結果の解釈方法や評価結果の取り扱いなどを、手順書等にとりまとめ周

知教育を行っていくことで、計算を行った後のハードルを下げていく必要がある。または、機械的に判断を

する枠組みが必要となる。 
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図 5-4 ばく露評価モデルのマッピング 
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表 5-3 国内外の環境リスクに関連するばく露評価モデル一覧 

モデル 活用例 

METI-LIS 

•事業所などの点源から排出される化学物質がその地域の気象条件に応じて周辺に拡散す

る状況を解析するもので、対象範囲は 10km 以内（半径 5km）が目安とされているモデル 

•https://www.jemai.or.jp/tech/meti-lis/download.html 

PRAS-NITE 

•仮想的排出源を中心とした半径 1～10km（1km 刻み）のエリア（ただし半径 100m

内は除く）を対象に、大気中濃度・土壌中濃度・農作物中濃度等を推計するモデル 

•https://www.nite.go.jp/chem/risk/pras-nite.html 

G-CIEMS 

•GIS（地理情報システム）データに基づき、このような多媒体間の輸送と、大気、河川等媒

体内での輸送との両方を同時に計算して、各地点・各媒体における物質の濃度を推定するモデ

ル 

•https://www.nies.go.jp/rcer_expoass/gciems/gciems.html 

MuSEM 

•MuSEM は、1994 年にオランダの国立公衆衛生・環境保護研究所（RIVM）の化学物

質評価グループが開発した USES（Uniform System for the Evaluation of 

Substances）を基にして開発した環境リスクの統合アセスメントツール 

•https://www.nies.go.jp/rcer_expoass/musem/musem.html 

AIST-ADMER 
•AIST-ADMER は、化学物質の大気環境濃度推定及び曝露評価を行なうモデル 

•https://riss.aist.go.jp/admer/ 

AIST-ADMER-

PRO 

•ADMER-PRO は、モデルによる大気中濃度分布推定、前処理（モデルへの入力データ作

成など）、後処理（結果の描画など）を行う一連のシステムで、広域大気モデル AIST-

ADMER の発展版として開発したものである。 

•https://riss.aist.go.jp/admer-pro/ 

AIST-SHANEL 

•気象データ、化学物質の排出量、基本的な物性（分子量、蒸気圧、水溶解度、Koc、半

減期）を入力し、１km メッシュ単位の月ごとの河川流量、河川水中濃度、河川底泥濃度を

推定するモデル 

•https://riss.aist.go.jp/shanel/ 

AIST-RAM-TB 

•東京湾リスク評価モデルで、化学物質の海水中濃度及び底泥中濃度を算定し、生物へのリ

スク評価を行うモデル 

•https://riss.aist.go.jp/ramtb/ 

AIST-CBAM 

•有害化学物質生物蓄積モデルとは、海域での食物連鎖を考慮し生物（魚類）に蓄積さ

れる化学物質濃度を推定することができるモデル 

•https://riss.aist.go.jp/cbam/ 
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モデル 活用例 

AIST GERAS-

1， 

AIST GERAS-

2， 

AIST GERAS-3 

•重金属類や揮発性有機化合物、農薬類および鉱物油などによる土壌・地下水汚染や廃

棄物の埋立処分などに係る各種リスクを定量的に評価するために、地圏環境リスク評価システム

の開発・改良されたモデル 

•https://unit.aist.go.jp/georesenv/georisk/japanese/home/home_geras.ht

ml 

AIST-iAir 

•私たちの身近にある製品、例えば家電や家具などから放散する化学物質、あるいはスプレー

缶や接着剤の使用に伴い放散する化学物質の室内濃度、あるいはその化学物質への暴露濃

度を推定するツール 

•http://www.aist-riss.jp/software/iair/ 

AIST-ICET 
•室内製品に含まれる化学物質の人への吸入、経皮および経口暴露を評価するためのツール 

•https://riss.aist.go.jp/icet/ 

CHEM-NITE 

•「GHS 表示のための消費者製品のリスク評価手法のガイダンス」の「付属書 1：消費者製

品のリスク評価に用いる推定ヒト暴露量の求め方」に基づき、吸入、経皮及び経口の暴露経路

ごとに設定したシナリオに対応するアルゴリズムより、推定ヒト暴露量を求めるツール 

•https://www.nite.go.jp/chem/risk/chem_nite.html 

CREATE-

SIMPLE 

•CREATE-SIMPLE は、労働者のリスク評価を簡易に実施するためのツール。 

•ばく露限界値（または GHS 区分情報に基づく管理目標濃度）と化学物質の取扱い条件

等から推定したばく露濃度を比較する方法となっている。 

•https://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/kag/ankgc07_3.htm 

ECETOC TRA

（Targeted 

RiskAssessmen

t Tool） 

•欧州 REACH 規則に基づく化学物質の登録を支援するために開発され、環境・労働者・

消費者の定量的なリスクアセスメントが可能なリスクアセスメント支援ツール。 

•https://www.ecetoc.org/tools/tra-main/  

BIGDr Worker 

•ECETOC TRA ツールのうち労働者のリスク評価の計算が実行される。混合物全体としての

作業者リスク評価を実施可能。 

•https://www.jcia-bigdr.jp/jcia-bigdr/top 
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（b） ばく露評価モデルマッピング（計算領域） 

ばく露評価モデルが計算可能な範囲（広さ）を縦軸に取り、横軸に各環境媒体としてマッピングを

行った。実際の地域を特定しない仮想地域を対象にするモデルについては、下段に位置付けた。マッピン

グした結果を図 5-5 に示す。 

大気中濃度を推定するモデルが充実している。大気中濃度については、広域、局所、仮想地域を対

象にしたモデルが充実している。仮想地域を想定したモデル、全国など広域を対象とするモデルは、複数

媒体を計算することができるモデルが多く存在している。 

 

 

図 5-5 ばく露評価モデルのマッピング 
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（c） ばく露評価モデルの系譜 

ばく露評価モデルについて 1980 年代以降のモデルについて、更新及び統合などの系譜を整理し、

結果を図 5-6 に示す。モデルの改良は、推計機能の高度化だけではなく、地図情報との連携、他モ

デルとのデータ連携などの機能拡充によりモデルがバージョンアップされている。2010 年以降の傾向とし

て、地図情報との連携が盛んになり、評価結果を視覚的に表示するための機能が充実し、評価結果

をリスクコミュニケーション等に利用しやすくなってきている。 

ばく露モデルの計算対象が同じ媒体・領域であればモデル自体を統一するという考えもあるが、国内

の有識者からは、各モデルの計算論理や対象領域が異なるため、モデルが得意とする部分がそれぞれ

存在することからモデルの統一は困難というコメントをいただいた。統一の可能性を模索するよりも、ばく

露評価モデルが適用可能な物質や地域等を考慮しつつモデルの概要を整理していくことや、媒体・近

接領域のモデル間を補完できるような連携について検討することが望ましいと考えられる。 

 

 

図 5-6 ばく露評価モデル系譜の整理 
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（2） 簡易な評価手法の検討 

裾切り以下の中小事業者が自主管理や地域住民とのリスクコミュニケーションを進めるにあたって、

直ちに比較的簡易であるとされている METI-LIS（大気拡散モデル）を使用するのは容易ではな

いという課題が考えられることから、より簡易な手法について検討を行った。簡易なリスク評価のフロー

の検討イメージを図 5-7 に示す。現状における自主管理の課題として、評価時の情報収集等にお

ける負荷が挙げられる。そのため、下記の課題を解決するため、リスク懸念を排出量から判断するた

めに、ここでは一つの検討として「目標排出抑制レベル」を検討した。 

本資料における、「目標排出抑制レベル」とは、一定の条件の下、リスク懸念がない排出量の上

限値をリスク評価から逆算して算出する。具体的には、環境省「環境リスク初期評価」（グレー本）

の有害性評価値を参考に、METI-LIS で用いる拡散式から逆算した。算出した目標排出抑制レ

ベルを排出量の目安値として活用することを検討した。 

METI-LIS 式で計算した単位排出量[kg-sub/s]を排出した際の排出源距離 1km での濃度

6.29×10-5 [kg-sub/m3/kg-emission/m3]の主要な計算条件を表 5-4 及び表 5-5 に

示す。 

なお、目標排出抑制レベルは、安全側の計算条件の採用によって算出しているため、この値を上

回ることが必ずしもリスク懸念があるということではないが、逆に下回っていれば、十分にリスクは管理

されていると判断することができる。 

 

 

図 5-7 評価フローの概念図 
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図 5-8 目標排出抑制レベル算定の基本方針 

 

表 5-4（一例）β＝0.5 とした場合の固定発生源の目標排出抑制レベル 

物質 
指針値または基準値

[µg/m3] 
目標排出抑制レベル E0 [kg/y] 

アクリル酸エチル 7.2 7240 

アクリル酸及びその水溶性塩 0.26 261 

アクリル酸２－ヒドロキシエチル 0.49 492 

・・・ ・・・ ・・・ 

 

表 5-5 計算に使用した主要パラメータ 

パラメータ名 変数名 値 単位 変更可否 

排出源における化学物質の排出量 E 1 kg-sub/s   

排出源数 - 1 箇所   

排出速度 Qp 1 Nm3/s 〇 

排出口径 ds 1.5 m 〇 

風速 u 1 m/s 〇 

大気安定度 - D -   

排出高度（煙突高さ） H0 10 m 〇 

stack-tip downwash に対する高さ補正 - あり - 〇 

濃度算出地点（水平） x 1000 m 〇 

濃度算出地点（鉛直） z 1.5 m 〇 

 

  

・METI-LIS式で用いられる点源プルーム式において、大気への排出量E[kg/y]、排出源から1km地点での大気濃度
C[µg/m3]とすると、

・排出源から1kmにおける懸念濃度をC0[µg/m3]=有害性評価値等×β（安全係数）とすると、目標排出抑制レベルE0[kg/y]
は、以下で示される。

※1 6.29×10-5：METI-LIS式で計算した単位排出量[kg-sub/s]を排出した際の
排出源距離1kmでの濃度[kg-sub/m3/kg-emission/m3]

※2 0.25：同一方向に吹く風の頻度

＜基本方針＞
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（3） パラメータ設定に係る排出高度の影響 

事業者によってばらつきのあるパラメータの排出高度 H0[m]を変化させた際の排出源距離 1km

での濃度を試行的に計算した。 

今回の仮定では、排出高さ 10m を基準とすると 1/10～5 倍に対して、評価地点濃度は 1.5

～0.25 倍で変動する結果となった。今回の仮定では、安全係数β＝0.5 で安全側にスクリーニン

グ評価が可能と考えられるが、今後様々なケースにおいて検証（感度分析）を行い、安全係数β

の設定方法、設定を行う必要がある。 

 

 

図 5-9 排出高さと排出源距離 1km 地点における濃度（評価地点濃度） 
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（4） 手法の運用に向けた精緻化・検証 

評価地域内の目標排出抑制レベルの設定について、安全係数β＝１の場合、排出源から

1km における懸念濃度を C0[µg/m3]は有害性評価値と同値であり、評価領域内にある１つの

排出事業所が目標排出抑制レベルを達成することで、健康リスクの懸念は小さくなる。 

評価領域内に排出事業所が 2 か所存在する場合、安全係数 β＝１を用いた目標排出抑制

レベルを達成しても評価領域内全体としては濃度が高くなり、健康リスクの懸念が生じる。そのため

安全係数 β を 0～1 の間で調整することにより、評価領域内に複数の排出事業者が存在しても健

康リスクが高くならない排出上限値を設定する必要がある。 

１事業所の排出量が一定であるという仮定を置くと、「β＝1／評価領域内の排出事業所」を設

定することで、評価領域内の排出事業者により健康リスクが高くならない排出上限値を設定するこ

とができるが、排出量のバラつき等を変動パラメータとして設定し、安全係数 β について感度分析を

行い、より精緻な β の設定方法を検証していく必要がある。 

 

 

図 5-10 安全係数βの検討イメージ 
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5.3.3. まとめと考察 

簡便なスクリーニング的手法について検討を行った。具体的には、環境省「環境リスク初期評価」

（グレー本）の有害性評価値を参考に、METI-LIS で用いる拡散式から逆算した。目標排出抑

制レベルを目安値として活用することを検討した。 

本項で検討した簡易な方法の活用場面としては、スクリーニング手法の位置づけとし評価の結果

がグレーゾーンであったときに、次のアクション（METI-LIS による気象条件や地理的情報をインプッ

トした大気拡散評価）に移行する位置づけとしての運用、自治体等において目標排出抑制レベル

を上回る/下回る事業者がどれくらいいるかを確認し、場合によっては公表等により自主管理を促進

する運用などが考えられる。 
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https://www.meti.go.jp/policy/chemical management/law/msds/pdf/sin1shu.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/chemical management/law/msds/pdf/sin2shu.pdf
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SDS laboratory

SDS laboratory
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SDS laboratory https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_govpro.html
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SDS laboratory
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化管法(PRTR制度・SDS制度)の概要
及び改正内容について

令和４年
経済産業省製造産業局
化学物質リスク評価室

目次

１．化管法の概要

２．化管法の⾒直し（政省令改正）

３．PRTR電子化促進について



目次

１．化管法の概要

２．化管法の⾒直し（政省令改正）

３．PRTR電子化促進について

化管法※の概要 ※特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律

• 事業者による化学物質の⾃主的管理の改善を促進し、環境の保全上の支障を
未然に防止することを目的とする。

• 事業者は国が定める化学物質管理指針に留意した化学物質管理を実施する
とともに、進捗状況等の情報提供を⾏う等国⺠の理解を図るよう努めなければ
ならない。
※指定化学物質等取扱い事業者が講ずべき第⼀種指定化学物質等及び第⼆種指定化学物質等の管理に係

る措置に関する指針

SDS 度

•有害性のおそれのある化学物質及び当該化学物質を含有する製品
を、事業者間で譲渡・提供する際に、化学物質の性状及び取扱い情
報を提供することを義務づける制度。
•化学物質の適正管理に必要な情報提供を義務づけ、事業者による
⾃主管理を促進する。

<対象化学物質＞
第⼀種指定化学物質（462物質）及び第⼆種指定化学物質
（100物質）が対象。

＜対象事業者＞
・対象業種・従業員数・取扱量等に関わらず、指定化学物質及び指
定化学物質を1質量％以上（特定第⼀種指定化学物質の場合は
0.1質量％以上）含有する製品を国内において他の事業者に譲
渡・提供する事業者が対象。

•人の健康や生態系に有害なおそれがある化学物質について、環境
中への排出量及び廃棄物に含まれての移動量を事業者が把握し、
国に報告。
•国は、事業者から届出された排出量・移動量の集計結果及び届出
対象外の推計排出量を併せて公表。

<対象化学物質＞
第⼀種指定化学物質（462物質）が対象。

＜対象事業者＞
・対象業種︓政令で指定する24業種を営む事業者
・従業員数︓常⽤雇⽤者数21人以上の事業者
・取扱量等︓第⼀種指定化学物質の年間取扱量が1t以上（特

定第⼀種指定化学物質の場合は0.5t以上）ある事業
所を有する事業者等

PR 制度
(Pollutant Release and Transfer Register) (Safety Data Sheet)

3



4

【参考】PRTR届出対象業種⼀覧
1 ⾦属鉱業 4 電気業 22 医療業
2 原油及び天然ガス鉱業 5 ガス業

23
高等教育機関
(付属施設を含み、人文科学のみに係る
ものを除く。)

3

製造業 6 熱供給業
a ⾷料品製造業 7 下水道業 24 自然科学研究所
b 飲料・たばこ・飼料製造業 8 鉄道業
c 繊維工業

9
倉庫業(農作物を保管する場合又は貯
蔵タンクにより気体又は液体を貯蔵す
る場合に限る。)

d 衣服・その他の繊維製品製造業
e 木材・木製品製造業
f 家具・装備品製造業 10 石油卸売業
g パルプ・紙・紙加工品製造業

11

鉄スクラップ卸売業
(自動⾞⽤エアコンディショナーに封
⼊された物質を回収し、又は自動⾞の
⾞体に装着された自動⾞⽤エアコン
ディショナーを取り外すものに限
る。)

h 出版・印刷・同関連産業

i 化学工業

j 石油製品・石炭製品製造業
12

自動⾞卸売業
(自動⾞⽤エアコンディショナーに封
⼊された物質を取り扱うものに限
る。)

k プラスチック製品製造業
l ゴム製品製造業
m なめし革・同製品・毛皮製造業 13 燃料⼩売業
n 窯業・土石製品製造業 14 洗濯業
o 鉄鋼業 15 写真業
p 非鉄⾦属製造業 16 自動⾞整備業
q ⾦属製品製造業 17 機械修理業
r 一般機械器具製造業 18 商品検査業
s 電気機械器具製造業 19 計量証明業

(一般計量証明業を除く。)t 輸送⽤機械器具製造業
u 精密機械器具製造業 20 一般廃棄物処理業

(ごみ処分業に限る。)v 武器製造業
w その他の製造業 21 産業廃棄物処分業

(特別管理産業廃棄物処分業を含む。)

 2020（令和２）年度における排出量・移動量は、354千トン（前年度⽐8.2％減）
排出量 124千トン（前年度⽐11.4％減）
移動量 230千トン（前年度⽐6.3％減）
※届出事業所（約3万3千事業所）計

 当該年度の届出外排出量（対象外事業者、家庭、移動体）は、194千トンと推計

＜届出排出量・移動量の推移＞

5

2020（令和２）年度PRTR届出排出・移動量の概要



6

【参考】PRTR届出・集計の区分

対象業種 非対象業種 家 庭

移動体（自動⾞、⼆輪⾞、特殊自動⾞、船舶、鉄道、航空機）

届出対象
従業員数21人以上
取扱量１ｔ以上

届出対象外
従業員数20人以下
取扱量１ｔ未満

オゾン層破壊物質、ダイオキシン類

農薬、殺虫剤

塗料、接着剤

洗浄剤

化粧品

防虫剤・消臭剤
漁網防除剤

汎⽤エンジン

水道のトリハロメタン

低含有率物質

下水処理施設

一般廃棄物処理施設

産業廃棄物処理施設

たばこの煙

化学物質の排出状況の情報提供について
 PRTR届出ータに基づき、⼤気中の濃度や排出量を地図上に表⽰するとともに、

個別事業所データを検索・閲覧ができるツールをインターネット上で公開している。

シュミレーションモデル︓AIST-ADMER

排出量マップ濃度マップ

（出典）NITE︓PRTRマップ

（出典）環境省︓PRTRインフォメーション広場

事業所マップ 排出量・移動量 経年変化

（出典）NITE︓PRTRマップ

（出典）環境省︓PRTRインフォメーション広場（出典）環境省︓PRTRインフォメーション広場 7



SDS制度の概要

化学品の
製造業者／輸入業者

調剤メーカー等 卸売業者
小売業者

セットメーカー等

物質の
SDS

混合物の
SDS

混合物の
SDS

１．
２．
３．
４．
５．
６．
７．
８．

９．
１０．
１１．
１２．
１３．
１４．
１５．
１６．

化学品及び会社情報
危険有害性の要約
組成及び成分情報
応急措置
火災時の措置
漏出時の措置
取扱い及び保管上の注意
ばく露防止及び保護措置

物理的及び化学的性質
安定性及び反応性
有害性情報
環境影響情報
廃棄上の注意
輸送上の注意
適⽤法令
その他の情報

SDSの記載項目

8

 SDSとは、化学品の安全な取り扱いを確保するために、化学品の危険有害性等に関する情報を記
載した文書（Safety Data Sheet︓安全データシート）。

 事業者間で化学品を取引する時までに提供し、化学品の危険有害性や適切な取り扱い⽅法に関
する情報等を、供給者側から受け取り側の事業者に伝達するための仕組み。

 SDSは、これらの化学品を使⽤して作業をする労働者等にとって、取り扱い時等において、非常に有
益な情報伝達ツールとなる。

 GHSにおいては、次の16項目の情報を、この順番どおりに記載することになっている。
 日本国内では、JIS Z7253「GHSに基づく化学品の危険有害性情報の伝達⽅法-ラベル、作業場

内の表⽰及び安全データシート（SDS）」に、SDSの記載項目等が規定されている。

※昨今のデジタル化の進展を踏まえ、SDS省令を改正し、情報の提供⽅法等の⾒直しを実施（メールの送信又はインターネットを利⽤し
た情報の提供等、相⼿⽅が容易に閲覧できるものを提供⽅法に追加）。（令和4年3月31日公布）

化管法SDS制度へのGHS導入

○2012（平成24）年4月、化管法SDS省令をGHSの導入を目的として改正。
併せて、化管法及び労働安全衛生法における危険有害性情報等の伝達⽅法（SDS及びラベル）を共通化（下記の
国連GHS文書に対応したJISを引⽤）

9

・インストール不要
・SDSの作成支援

混合物GHS
分類結果

GHSラベル

○2014（平成26）年9月、GHSの更なる普及と事業者のGHS分類及びラベル表⽰を支援するため、インストール版
GHS混合物分類判定システムを公開。

○2021（令和３）年4月、NITEにてweb版のGHS混合物分類判定ラベル作成システム「NITE-Gmiccs」を公開。
（当該公開をもってインストール版GHS混合物分類判定システムの更新を廃止。）

- JIS Z7252 GHSに基づく化学物質等の分類⽅法
- JIS Z7253 GHSに基づく化学品の危険有害性情報の伝達⽅法（ラベル、作業場内表⽰及び安全性データシート）

〇2019（令和元）年５月、JISが改正され、現在、国連GHS文書第6版に対応している。

- JIS Z7252に準拠した混合物のGHS分類判定、ラベル情報の出⼒等が可能。
- 化学品の安全データシート（SDS）の作成支援。
- 厚労省、経産省、環境省が⾏った約4,000物質のGHS分類結果を搭載（アップデート不要。最新情報が搭載）。

GHSの導入とJISの改正

GHS混合物分類判定システムの公開GHS混合物分類判定システムの公開



SDSGHS導入されている場合、
分類基準が統⼀されており、
追加の試験・評価等が不要
となり負担軽減。

SDS

SDS

例えば、ASEANへ輸出
GHSによる分類・表⽰

10

●人の健康や環境の保護を強化
●化学品の試験・評価の重複を回避
●事業者の負担軽減と国際競争⼒の強化
に貢献

●⾃社の安全性イメージ向上に寄与

【GHS導入のメリット】

【参考】GHS※１（化学品の分類及び表示に関する世界調和システム）

※１ GHS:The Globally Harmonized System of classification and labelling of chemicals
※２ 国連欧州経済委員会（UNECE）資料（2021.10）による

 国連GHS文書により国際的に推奨されている化学品の危険有害性の分類・表⽰⽅法。
 GHSは、欧州各国、米国、ロシア、中国等をはじめ83カ国※２（体制整備中の国含む）で導入されている。
 危険有害性に関する情報の伝達手段の調和がなされると、化学品の試験・評価の重複を回避出来

る等、事業者の負担が軽減。

目次

１．化管法の概要

２．化管法の⾒直し（政省令改正）

３．PRTR電子化促進について



・対象化学物質の⾒直しの考え⽅
－対象とする候補物質（⺟集団）
－有害性の判断基準
－環境中での存在に関する判断基準
－環境保全施策上必要な物質の追加
・ 特別要件施設の点検
－水俣条約に基づく⼤防法の措置（水銀測定）による水銀

及びその化合物の届出対象への追加
・ 届出データの正確性の向上
・ 災害に対する既存のPRTR情報の活⽤及び
情報共有

・ 廃棄物に移⾏する化学物質の情報提供

化管法⾒直し - 制度検討のプロセスと対象物質の⾒直し

主な検討結果（制度全体）

「対象化学物質の⾒直しの考え⽅」を踏まえた審議

物質選定に関する諮問

産業構造審議会制度構築WG
（環境省との２省合同審議）

化学物質審議会安全対策部会
化管法物質選定小委

(厚労省、環境省との３省合同審議)

報告書
（令和元年６月）

答申
（令和２年8月）

制度全体に関する審議

12

① 対象とする候補物質（⺟集団）
 現⾏化管法対象物質
 各種法令規制物質 等

② 有害性の判断基準
 評価手法が確⽴して⼀定のデータ

蓄積がある項目（発がん性、生態毒性等）
 ⼀定以上の生態毒性を有する物質で難分解性かつ高蓄積性
を有するものを特定第一種指定化学物質に追加

③ 環境中での存在に関する判断基準
 ⼀般環境中での検出状況
 排出量等での判断

１） 現⾏の第⼀種指定化学物質
︓届出排出量＋届出外排出量 10トン以上

届出移動量100トン以上（すべてが排出されないため）
２） 現⾏の第⼀種指定化学物質ではない物質

（化審法⽤途のみの物質）︓推計排出量 10トン以上
３） 現⾏の第⼀種指定化学物質ではない物質

（化審法⽤途以外の⽤途もある物質）
︓製造輸入量 ︓100トン以上（農薬は10トン以上）

④ 環境保全施策上必要な物質
 環境基準が設定されている物質
 化審法の優先評価化学物質 等

対象化学物質の⾒直しの考え⽅（令和元年6月）

※赤字箇所が
前回⾒直しからの
変更点

製造輸入量から
排出量への変更

PRTR対象物質、SDS対象物質の選定

現⾏化管法対
象物質以外の
物質
（256）

⾒直しによる化管法対象物質数の概況 （令和３年10月20日公布）

化管法対象物質の⾒直し作業の結果、有害性が化管法の現⾏選定基準に合致し、新たな
ばく露情報の選定基準に合致する物質は649物質、 うち特定第⼀種指定化学物質に該
当する物質は23物質

＜現⾏（562）＞

特定第⼀種指定
化学物質※１

（15）

第⼀種指定化学物質
（462）

第⼆種指定化学物質
（100）

＜改正後（649）＞

特定第⼀種指定
化学物質※２

(23)

第⼀種指定化学物質
（515）※１

第⼆種指定化学物質
（134）

除外（164） ※３

（320）

（10）

（78）

（86）

（56）
（12）

（15）
（9）

下記の各種法令や各調査結果か
ら選定した候補物質（約9,000）
のうち、有害性情報が化管法の現
⾏の物質選定基準に合致し、新た
なばく露情報の選定基準に合致す
るもの。また、環境保全施策上必要
な物質の判断基準に合致するもの。

• 化審法 特定化学物質 監視化学物
質 優先評価化学物質 等

• 毒劇物取締法 毒物 劇物
• 労働安全衛生法 通知対象物質
• ロッテルダム条約対象物質 等
• 農薬取締法 登録農薬 等
• ⾃治体条例対象物質
• 諸外国におけるPRTR対象物質
• 内分泌かく乱作⽤を有することが推察

される物質

（188）

（68）

13

（数字は物質数を⽰している。）

※1︓構造が類似する物質等の統合、「有機スズ化合物」の分離により、最終的に515物質となる。
※2︓特定第⼀種指定化学物質は、現⾏では「発がん性がクラス1（13物質）」、「生殖毒性がクラス1（2物質）」

及び「変異原性がGHSクラス1A（該当なし）」、⾒直し後は現⾏に加えて「発がん性がクラス1（7物質）」、
「生殖毒性がクラス1（鉛）」及び「生態影響からの指定（有機スズ化合物のうちトリブチル酸化スズ）」を対象
としている。

※3︓最新の有害性情報が物質選定基準に合致しないもの、ばく露が小さい（排出移動量、推計排出量または製造
輸入量が小さく、環境中での検出がなく、かつPRTR届出・推計の実績がない）ものを対象としている。



化管法対象化学物質について
対象化学物質の名称の付与や情報提供について(FQA)
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１．対象化学物質の名称について「IUPAC命名法」を基本として名称の付与、修正
① 「IUPAC命名法」に基づき、炭化水素鎖の名称を付与。
炭化水素鎖の炭素数が指定されており（「プロピル」「ブチル」「ペンチル」「ヘキシル」「ヘプチル」「オクチル」「ノニル」「デシル」等）、構造を⽰す接

頭語（「イソ」「セカンダリ」「ターシャリ」等）が無い場合は、直鎖構造のみを指す。
⼀⽅、炭化水素鎖が「アルカン」「アルケン」「アルキル」「アルケニル」「アルカノイル」と表記されており、構造が限定されていない場合は、直鎖構造も
分枝構造も含む。
（例）ヘプタン（管理番号731）、ノナン（管理番号791）は直鎖構造のみが対象
②IUPAC命名法では、現⾏化管法施⾏令（政令）の物質名称に付与されている「－ノルマル－」を原則として使⽤しないと規定しているため、
今般の改正政令で物質名称に「－ノルマル－」を付さないこととした。
管理番号7、354、356、359、360、392、419、462、562の物質が該当するが、いずれもこれまでと同一の物質。（IUPAC名称に
おいて、C6以下の炭化水素は直鎖ではない場合、イソブタン、 ネオペンタンなどの表記にするため記載のないものはノルマ
ルとなる。）
（例）管理番号7 アクリル酸ブチル （現⾏︓アクリル酸－ノルマル－ブチル）
③「尿素」、「ウレア」の記載が混在していたため⽇本語表記の「尿素」に統一しました。

２．CAS番号の情報について
NITEのホームページにて当該対象化学物質のCAS番号を参考情報として掲載。
https://www.nite.go.jp/chem/prtr/msds/msmate.html

３．英語名称のリストについて
NITE-CHRIPにて確認可能。
https://www.nite.go.jp/en/chem/chrip/chrip_search/intSrhSpcLst?_e_trans=&slScNm=RJ_02_002

４．その他のお問合せが多かったもの
①エチレンジアミン四酢酸並びにそのカリウム塩及びナトリウム塩（管理番号595）は、エチレンジアミン四酢酸、エチレンジアミン四酢酸のカリウム
塩、エチレンジアミン四酢酸のナトリウム塩のみが対象で、カリウムとナトリウムを同時に含む塩や、カリウム、ナトリウム以外の元素を含む塩は対象外
です。

②その他政令改正による対象化学物質の変更についてはHPにて情報提供をしていますのでご確認ください。
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/seirei4.html
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各制度における対象化学物質の切り替え時期（令和３年10月20日公布）

令和５年４月１日 改正政令の施⾏
排出量・移動量の把握開始、SDSの提供

令和６年４月１日〜 改正政令でのPRTR届出

令和５年４月１日 改正政令の施⾏
排出量・移動量の把握開始、SDSの提供

令和６年４月１日〜 改正政令でのPRTR届出



化管法施⾏規則の改正について
• 化管法政令の改正等に伴い、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び

管理の改善の促進に関する法律施⾏規則の⼀部を改正。
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○改正の内容
（１）下水道法改正に伴う改正（施⾏規則第４条関係）
（２）特別要件施設において把握すべき事項の追加（施⾏規則第４条関係）
水銀に関する水俣条約の担保措置として、大気汚染防止法で測定義務が課された水銀及びその化合物を特別要件
施設における届出対象に追加する。
（３）対応化学物質分類名の付与（施⾏規則別表関係）
政令において新たに第⼀種指定化学物質として定められた物質について、法第６条第１項に定める第⼀種指定化学物
質の属する分類の名称（対応化学物質分類名）を付与するため、別表を改正する。
（４）第一種指定化学物質排出量等届出様式の変更（施⾏規則様式第１関係）
政令改正ごとの政令番号の変更による事業者のシステム更新等の負担を軽減するため、指定化学物質ごとに付与す
る管理番号を⽤いて届出を⾏うよう、様式第１を変更する。その他所要の改正を⾏う。
（５）電⼦情報処理組織使⽤届出様式の変更（施⾏規則様式第４関係）
インターネット⽅式の普及等により、同様式から通信⽅式の選択欄を削除する。
（６）電子届出の届出期間の延⻑（附則関係）
政令において、令和６年度以降の届出対象となる指定化学物質を変更した。この機会に、政令の施⾏に伴う事業者
及び⾏政の届出に係る事務の負担軽減のため、書⾯届出から電子届出への移⾏を推進することとし、令和４年度か
ら令和６年度までに⾏われる届出に限り、電子届出の届出期限を、施⾏規則第５条に規定する６月３０日から７月
３１日に１か月間延⻑する。

○スケジュール
公布日 令和４年３月31日
施⾏日 （１）、（２）及び（６） 公布日と同日

（３）、（４）及び（５） 令和５年４月１日

化管法施⾏規則の改正について
（特別要件施設において把握すべき事項の追加）

• 「水銀及びその化合物」は、PRTR届出対象物質の⼀つであるが、水銀に関する水俣条約（平成
29年８月発効）を担保するため、平成27年に⼤気汚染防止法が改正（平成30年4月1日より
施⾏）され、水銀等を⼤気中に排出する者は、「設置時の届出」「排出基準の遵守」「水銀濃度の
測定」の義務が課されることとなった。これらの水銀排出施設（下表）のうち、廃棄物焼却炉等は化
管法の特別要件施設に該当する。

• このため、水銀及びその化合物を、下水道終末処理施設及び廃棄物処理施設において排出量を
把握する第⼀種指定化学物質に追加した。（当該規定に関する改正施⾏規則は令和4年3月31
日公布・施⾏。令和4年度から把握を開始し、令和5年度から届出を開始。）
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水俣条約の対象施設 大防法の水銀排出施設 化管法における状況
相当する対象業種 特別要件施設

①⽯炭火⼒発電所 ⽯炭専焼ボイラー
⼤型⽯炭混焼ボイラー
小型⽯炭混焼ボイラー

電気業、熱供給業

②産業⽤⽯炭燃焼ボイラー

③非鉄⾦属製造⽤の精錬焙
焼工程

⼀次施設（銅・工業⾦、鉛、亜鉛）
⼆次施設（銅・工業⾦、鉛、亜鉛）

非鉄⾦属製造業

④廃棄物焼却施設 廃棄物焼却炉
水銀含有汚泥等の焼却炉等

⼀般廃棄物処理業
産業廃棄物処分業
下水道業
※廃棄物焼却炉を有する場合、上
記業種に限らない

○

⑤セメントクリンカー製造設備 セメントの製造の⽤に供する焼成炉 窯業
土⽯製品製造業



メールアドレスの追加メールアドレスの追加

• 届出様式を改正（管理番号の導入）※2024年度（令和6年度）届出から

法人番号の追加法人番号の追加

化管法施⾏規則の改正について

管理番号の導入管理番号の導入
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電⼦届出では、継続して届出さ
れる場合、現⾏の対象物質は
⾃動で入⼒されます。（⼀部
新規になるものは別途別紙の追
加が必要）

電子届出では、⾃動で入⼒さ
れます。

新たな項目となりますので追記
をお願いします。

• 管理番号について

化管法施⾏規則の改正について
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これまでの政令番号での届出では政令改正のたびに番号が変更となるため管理番号を導入
管理番号は現在の政令番号を基本として現在の第1種指定化学物質、第2種指定化学物質、新たに追加された第1種指定化学物質、第2
種指定化学物質の順に番号を付与
化管法管理番号リストを公開（https://www.meti.go.jp/policy/chemical management/law/prtr/seirei4.html）
全化学物質の管理番号、新旧政令番号、変遷がわかるようなリストとなっています。

管理
番号 物質名称 別名

2021（R3）改正 2008（H20）改正 変遷等

対応
化学
物質
分類

元素等
に換算
する化
学物質

第
一
種

特
定
第
一
種

第
二
種

政令番号
第
一
種

特
定
第
一
種

第
二
種

政令番号 欠
番

種変
更・
追加

範囲
変更

新規
追加

名称変
更

1亜鉛の水溶性化合物 1 亜鉛に
換算 ● 1-001 ● 1-001

2アクリルアミド 4 ● 1-003 ● 1-002
3アクリル酸エチル 4 ● 1-004 ● 1-003
4アクリル酸及びその水溶性塩 4 ● 1-006 ● 1-004
5アクリル酸２−（ジメチルアミノ）エチル 4 ● 1-007 ● 1-005
6アクリル酸２−ヒドロキシエチル 4 ● 2-001 ● 1-006 ▲

7アクリル酸ブチル 4 ● 1-009 ● 1-007
◇（ノ
ルマル
削除）

8アクリル酸メチル 4 ● 1-010 ● 1-008
9アクリロニトリル 4 ● 1-011 ● 1-009

10アクロレイン 3 ● 1-012 ● 1-010
11アジ化ナトリウム 1 ● 1-011 ●
12アセトアルデヒド 3 ● ● 1-017 ● 1-012 □
13アセトニトリル 4 ● 1-013 ●

管理番号の付与︓現⾏第1種から順番に付与しているため462番までは現在の政令番号と同⼀

対象から外れ
たものはセルを
グレーで表記



• 管理番号

化管法施⾏規則の改正について
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注意点︓同じ物質であっても、統合（グループ化）した物質、分離した物質については別物質としてカウントしています。

管理
番号 物質名称 別名

2021（R3）
改正

2008（H20）
改正 変遷等

対応
化学
物質
分類

元素等
に換算
する化
学物質

第
一
種

特
定
第
一
種

第
二
種

政令
番号

第
一
種

特
定
第
一
種

第
二
種

政令
番号 欠番

種変
更・
追加

範囲変更新規
追加

名称変
更

296１，２，４−トリメチル
ベンゼン 6 ● 1-296 ●（統

合691）

297１，３，５−トリメチル
ベンゼン 6 ● 1-297 ●（統

合691）

691トリメチルベンゼン 6 ● 1-342 ●
1-296、
1-297、
新規

★（範囲
拡大） ○

グループ化した物質は、それぞれ
別物質として番号が付与されます
が、変遷がわかるようにしています

異なる管理番号

• 産構審制度WG報告書に基づき、化学物質管理指針を改正 (令和4年度公布予定)
• 地⽅公共団体との連携や災害による被害の防止に係る平時からの取組を留意事項とし

て追加

21

○化学物質管理指針※とは
法第3条第1項の規定に基づき、事業者による化学物質の⾃主的な管理の改善を促進し、環境の保全上の支障を未然
に防止するため、指定化学物質等取扱事業者が化学物質の管理に関して⼀般的・業種横断的に講ずべきと考えられる
事項をガイドラインとしてまとめたもの。
指定化学物質等取扱事業者は、本指針に留意して、事業所における指定化学物質等の取扱いの実態に即した⽅法に
より、指定化学物質等の取扱い等に係る管理を⾏うとともに、その管理の状況に関する国⺠の理解を深めるよう努めなけれ
ばならない。
○背景
近年の災害の発生状況等を受け、産構審制度WG（令和元年6月）において、指定化学物質等取扱事業者と地⽅公
共団体との連携や、災害による被害の防止に係る指定化学物質等取扱事業者の平時からの取組を⼀層促進させる必
要がある旨が取りまとめられた。
○内容
指定化学物質等取扱事業者においては、災害による指定化学物質等による被害の未然防止を促進する等のため、指定
化学物質等の管理の状況について地⽅公共団体に適切に情報提供するとともに、平時における災害による被害の防止
に係る取組の推進を図ることが重要であることから、事業者の⾃主的な化学物質管理の改善を促進する際に留意すべき
措置を定めている化学物質管理指針に、これらの取組をその他の留意事項として追加する。

化学物質管理指針の改正

※指定化学物質等取扱事業者が講ずべき第⼀種指定化学物質等及び第⼆種指定化学物質等の管理に
係る措置に関する指針（平成12年環境庁・通商産業省告⽰第１号）



目次

１．化管法の概要

２．化管法の⾒直し（政省令改正）

３．PRTR電子化促進について

PRTR届出の現状
• 電⼦届出開始（2001年度分）から電⼦届出への移⾏を推進するべく普及啓発を⾏

ってきたところ
• パンチ作業削減のため2010年度からは作成支援システムを導入しQRコード付き※の

書面届出が可能となったところ

（件数）

（把握年度）

届出方法別届出件数の推移

※QRコード付きの書面届出とは、NITEが提供するPRTR届出作成支援システムを利⽤して作成した届出書であり届出書を印刷するとQR
コードが付与され、⾏政機関ではそれを機械で読み取ることによりデータ化を⾏えるもの。
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PRTR届出の現状

書面届出件数上位業種

• 業種別書面届出数

24

業種 書面 磁気 電⼦ 合計 書面割合 電⼦化割合
書面計 QRなし QRあり 件数 割合 書面計 QRなし 電⼦届出 電⼦化計

燃料小売業 4,200 1,927 2,273 48 10,413 14,661 44.6% 28.6% 13.1% 71.0% 86.9%
⾦属製品製造業 689 438 251 2 1,080 1,771 5.4% 38.9% 24.7% 61.0% 75.3%
化学工業 547 316 231 4 1,433 1,984 6.0% 27.6% 15.9% 72.2% 84.1%
⼀般廃棄物処理業 544 243 301 34 1,094 1,672 5.1% 32.5% 14.5% 65.4% 85.5%
輸送⽤機械器具製造業 380 244 136 0 582 962 2.9% 39.5% 25.4% 60.5% 74.6%
電気機械器具製造業 355 247 108 0 815 1,170 3.6% 30.3% 21.1% 69.7% 78.9%
プラスチック製品製造業 345 205 140 1 678 1,024 3.1% 33.7% 20.0% 66.2% 80.0%
⼀般機械器具製造業 286 169 117 0 472 758 2.3% 37.7% 22.3% 62.3% 77.7%
⽯油製品・⽯炭製品製造業 231 173 58 0 344 575 1.7% 40.2% 30.1% 59.8% 69.9%
窯業・土⽯製品製造業 226 157 69 1 328 555 1.7% 40.7% 28.3% 59.1% 71.7%
下水道業 215 59 156 94 1,703 2,012 6.1% 10.7% 2.9% 84.6% 97.1%
⽯油卸売業 207 90 117 0 239 446 1.4% 46.4% 20.2% 53.6% 79.8%
⾷料品製造業 192 111 81 0 229 421 1.3% 45.6% 26.4% 54.4% 73.6%
非鉄⾦属製造業 169 126 43 0 339 508 1.5% 33.3% 24.8% 66.7% 75.2%

※電⼦化割合の電⼦化計は、電⼦届出、磁気、書面（QRあり）の合計を電⼦化としています。

（2020年度把握分）

合計 10,263 5,543 4,720 191 22,436 32,890 100% 31.2% 16.8% 68.2% 83.2%

都道府県 書面 磁気 電⼦ 合計 書面割合 電⼦化割合
書面計 QRなし QRあり 件数 書面全体 QRなし 電⼦届出 電⼦化計

北海道 859 334 525 66 897 1,822 47% 18% 49% 82%
⻘森県 104 51 53 4 304 412 25% 12% 74% 88%
岩手県 120 62 58 0 380 500 24% 12% 76% 88%
宮城県 190 84 106 0 550 740 26% 11% 74% 89%
秋田県 115 59 56 5 329 449 26% 13% 73% 87%
山形県 118 40 78 0 331 449 26% 9% 74% 91%
福島県 244 130 114 4 653 901 27% 14% 72% 86%
茨城県 303 161 142 2 746 1,051 29% 15% 71% 85%
栃木県 225 157 68 5 481 711 32% 22% 68% 78%
群馬県 199 125 74 0 566 765 26% 16% 74% 84%
埼玉県 538 409 129 0 872 1,410 38% 29% 62% 71%
千葉県 501 263 238 2 726 1,229 41% 21% 59% 79%
東京都 448 338 110 0 571 1,019 44% 33% 56% 67%
神奈川県 537 285 252 3 676 1,216 44% 23% 56% 77%
新潟県 275 97 178 6 654 935 29% 10% 70% 90%
富山県 160 66 94 3 326 489 33% 13% 67% 87%
⽯川県 165 85 80 2 249 416 40% 20% 60% 80%
福井県 88 36 52 0 239 327 27% 11% 73% 89%
山梨県 73 42 31 5 223 301 24% 14% 74% 86%
⻑野県 247 115 132 5 839 1,091 23% 11% 77% 89%
岐阜県 247 135 112 3 583 833 30% 16% 70% 84%
静岡県 375 217 158 0 977 1,352 28% 16% 72% 84%
愛知県 844 573 271 16 1,018 1,878 45% 31% 54% 69%
三重県 169 84 85 0 565 734 23% 11% 77% 89%

PRTR届出の現状
• 都道府県別種類別届出数①（北海道〜三重県）
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（2020年度把握分）

※電⼦化割合の低いところを⻩⾊いセルで表⽰。



都道府県 書面 磁気 電⼦ 合計 書面割合 電⼦化割合
書面計 QRなし QRあり 件数 書面全体 QRなし 電⼦届出 電⼦化計

滋賀県 194 115 79 0 408 602 32% 19% 68% 81%
京都府 132 73 59 25 371 528 25% 14% 70% 86%
⼤阪府 399 254 145 0 1,018 1,417 28% 18% 72% 82%
兵庫県 292 142 150 9 1,140 1,441 20% 10% 79% 90%
奈良県 68 44 24 0 198 266 26% 17% 74% 83%
和歌山県 73 26 47 1 181 255 29% 10% 71% 90%
鳥取県 28 10 18 2 188 218 13% 5% 86% 95%
島根県 54 10 44 0 195 249 22% 4% 78% 96%
岡山県 266 144 122 4 500 770 35% 19% 65% 81%
広島県 225 115 110 1 549 775 29% 15% 71% 85%
山口県 124 69 55 1 397 522 24% 13% 76% 87%
徳島県 97 18 79 1 157 255 38% 7% 62% 93%
香川県 105 58 47 0 247 352 30% 16% 70% 84%
愛媛県 95 32 63 1 364 460 21% 7% 79% 93%
高知県 29 7 22 0 151 180 16% 4% 84% 96%
福岡県 360 219 141 1 756 1,117 32% 20% 68% 80%
佐賀県 68 34 34 2 217 287 24% 12% 76% 88%
⻑崎県 120 48 72 12 187 319 38% 15% 59% 85%
熊本県 124 37 87 0 382 506 25% 7% 75% 93%
⼤分県 95 75 20 0 287 382 25% 20% 75% 80%
宮崎県 47 27 20 0 273 320 15% 8% 85% 92%
⿅児島県 74 23 51 0 363 437 17% 5% 83% 95%
沖縄県 50 15 35 0 152 202 25% 7% 75% 93%
合計 10,263 5,543 4,720 191 22,436 32,890 31% 17% 68% 83%

PRTR届出の現状
• 都道府県別種類別届出数②（滋賀県〜沖縄県）
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（2020年度把握分）

※電⼦化割合の低いところを⻩⾊いセルで表⽰。

PRTR届出の電子届出促進について
• 便利になったPRTR届出システムを利⽤して電子届出をお願いします
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○電子届出の現状 68％ （全32,890事業所のうち電⼦届出は22,436事業所）（2020年度把握分）

○電子届出メリット
 過去の届出も管理可能
 次年度に入⼒の手間が省けます
 記載ミスが削減できます（役所とのやりとりが少なくなる。システム上で可能。）
 届出不要の連絡も可能
 社内の紙決裁への対応として様式での印刷も可能
 2022年度から電子届出のみ届出期間が延⻑（7月31日まで可能）

※2022年度~2024年度の3年間限定

NITE（製品評価技術基盤機構）HP
PRTR電子届出方法はこちらから↓

https://www.nite.go.jp/chem/prtr/dtp.html

電子届出が簡単にわかる動画解説（入門編、実践編、解決編）を配信開始！

○おすすめポイント
 クライアント証明書のインストールが不要（2022年度届出から）
 2023年度からさらにPRTR届出システムが使いやすくなります



• 対象物質の確認、SDSの確認・整備

事業者の皆さんへのお願い①
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2023年４月に化管法改正政令が施⾏され、化管法対象化学物質が入れ替わります。
貴事業所が取り扱っているSDSについて、化管法改正政令の施⾏後、新たに化管法対象となる物質が
ないか、対象から外れる物質がないかを確認してください。

化学物質製造・輸入等の事業者様には、対応が変わる物質の情報（SDS）について、提供する事業
者の皆様へ、改正政令施⾏（2023年4月1日）前から早めにお知らせいただくようお願いしております。

https://www.meti.go.jp/policy/chemical management/law/pdf/211015sds.pdf

政府では、新たな知⾒による化学物質の有害性の確認・⾒直しを随時⾏っており、GHSに基づく分類結
果を公表しております。分類結果はNITEのホームページにて確認いただけます。

＜GHS総合情報提供サイト（NITE）＞
https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs index.html

貴事業所でSDS作成・⾒直しを⾏う際に、参考としていただければ幸いです。

ご⾃身が使⽤される化学物質について最新情報を常に確認してください。
なお、NITEにて 「GHS混合物分類判定ラベル/SDS作成支援システム」（NITE-Gmiccs）をHP
にて公表しております。2022年度からは、GHS分類やラベルの作成のほかに、SDS作成支援も⾏うシ
ステムとなっています。 SDSを提供する必要がある事業者様におかれましては、是非ご活⽤ください。

＜NITE-Gmiccs＞
https://www.ghs.nite.go.jp/

• 対象物質の入れ替わりに伴う、現状の化学物質や管理の⾒直し
• PRTR届出の確認

事業者の皆さんへのお願い②
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①取り扱う化学物質の再確認
・使⽤中の化学物質が、改正後にPRTR届出対象物質であるか確認してください。
これまで対象だった物質が対象外になっていないか、新たに指定され、PRTRの把握・届出が必要となる

物質となっていないかを、改めて確認してください。

②工程の確認
製造・加工工程が変更されたことにより、これまで⼤気へ排出していた物質が、新しい工程で排出が減っ
たり、回収ができるようになった等の変更はありませんか。
例えば、工程変更により、10％排出から５％に減少したにもかかわらず、同じ計算式でPRTRの届出を
提出していませんか︖
PRTRの届出に、20年前から同じ排出係数を使⽤していませんか︖⼤気や水域への排出でなく廃棄
物への移動量に変更されていませんか。
改めて、PRTR排出量を把握している工程を確認してください。

③PRTR届出の⾒直し
上記の工程での排出係数の⾒直しに加え、物質そのものも確認してみましょう。
水和物は、水を含んだ数量で届出していませんか。

（例えばヒドラジン水和物の場合は、水和物を除いたヒドラジンを届出します。）
⾦属化合物は、⾦属元素で換算量で届出していますか。

いつものPRTR
届出で⼤丈夫︖



• PRTR届出は、電⼦届出を利⽤してください

事業者の皆さんへのお願い③-1
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2023年度のPRTR届出の際には、是非電⼦届出を利⽤してください。
電⼦届出って面倒ではないのか︖
やり⽅がよくわからないから、また書面で届出しよう と思っている⽅・・・
そんなことはありません︕
皆さんにも簡単にご利⽤いただけます。
不安な⽅は、是非NITEのHP↓をご覧ください。
https://www.nite.go.jp/chem/prtr/itdtp.html
こちらのページには、PRTR届出システムの操作マニュアルだけではなく操作⽅法を説明した動画
も掲載しておりますので是非こちらをご活⽤ください。

意外と簡単︕

• PRTR届出は、電⼦届出を利⽤してください

事業者の皆さんへのお願い③-2
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電⼦届出を始めるときは、まず「電子情報処理組織使⽤届出書」を、普段PRTR届出を提出している
⾃治体へ提出してください。
⾃治体で受付・内部処理が終わりましたら、⾃治体からIDとパスワードが届きます。そのIDとパスワードで
PRTR届出システムが利⽤可能となります。
PRTR届出システムを使ったものの、途中で警告表⽰が出たり、別紙の追加など⽅法がわからなくなった
場合のために、様々なサポートをご提供しています。
【電子届出関連FAQ】
電⼦届出に関するよくある質問をこちらでまとめております。
https://www.nite.go.jp/chem/prtr/faq i.html
【チャットボット（AI質問回答システム）】
いつでも質問と回答確認が可能なチャットボットもあります
https://nite-chem-c.ai-q.biz/o-tY2u7pLvHY1G6mbgi6/contact/top
【動画解説】
NITE「PRTR制度 電⼦届出が初めての⽅へ」のページからでもアクセスすることができます
https://www.youtube.com/playlist?list=PLWxWKUOj3xAKkv8NXDjxRL7yIl0lG5jZS
【電子届出支援窓口】
上記の動画やチャットボットでは分からない点がある場合、NITEのPRTR電⼦化支援窓口に、メールまた
は電話でお問い合わせください。
PRTR電子化支援窓口
E-mail︓prtr td@nite.go.jp TEL︓03-5465-1683



おわりに

経済産業省化管法のページ
https://www.meti.go.jp/policy/chemical management/law/index.html
政省令改正のページやＱＡのページなど充実させておりますのでご活⽤ください。

お問合せについて
テレワークを引き続き実施させていただいております。
問い合わせについては、以下の問い合わせフォームをご利⽤いただきますようお願いします。
https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/kagaku/kannrika toiawase

• 経済産業省HPのご案内及びお問合せについて
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【政省令改正のページ】
https://www.meti.go.jp/policy/chemical management/law/prtr/8.html
【Ｑ＆Ａ】
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/qa/qa.html
【SDS制度】
https://www.meti.go.jp/policy/chemical management/law/msds/msds.html
【GHS】
https://www.meti.go.jp/policy/chemical management/int/ghs.html

【PRTR電⼦届出】NITEホームページ／PRTR電⼦届出⽅法はこちらから
https://www.nite.go.jp/chem/prtr/dtp.html



令和４年
NITE化学物質管理センターリスク管理課

PRTR電子届出についての
新たな発信情報・ツールのご紹介

1

安全とあなたの未来を支えます

製品安全

バイオテクノロジー

適合性認定
認定を通して製品などの信頼性確保を図り、
産業活動の促進、安全な社会の構築に貢献
認定を通して製品などの信頼性確保を図り、
産業活動の促進、安全な社会の構築に貢献

生物遺伝資源を産業に活かす生物遺伝資源を産業に活かす

化学物質管理

化学物質管理に関する
法施⾏支援
技術基盤の整備と情報提供

1

化学物質のリスク評価と安全管理を推進化学物質のリスク評価と安全管理を推進

より安全な消費生活用製品の普及によって
安心な社会づくりに貢献

より安全な消費生活用製品の普及によって
安心な社会づくりに貢献

国際評価技術
新技術の評価⽅法の確⽴により、
新たなビジネス、産業の発展に貢献
新技術の評価⽅法の確⽴により、
新たなビジネス、産業の発展に貢献

独⽴⾏政法⼈製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ）とは・・・



NITEの役割 PRTR制度に基づく届出の集計から公表に⾄る⼀連の事業を⾏う我が国の唯⼀の機関として、
化管法の施⾏が円滑に施⾏できるように、以下のような業務を実施

ＰＲＴＲ対象事業者 都道府県等 事業所管大臣

経済産業省
環境省

届出

ＰＲＴＲ届出の流れ

公表

通知

法所管大臣

・書面届出の電子化
・届出内容確認
・疑義照会等

・集計結果公表
・届出内容確認
・疑義照会
・記録、集計

・排出量等の把握

PRTR届出関係業務
＊届出・記録・集計用電算機の維持、管理
・電子届出システム、届出管理システム、ファイル記録シ
ステム（法第８条第１項の規定）、集計システム
（法第８条第３項の規定）の開発、改良
・システムの維持管理
＊届出データの内容確認、電子化
・事業所管大臣の依頼により届出書の受理、内容確
認、電子化、届出内容の疑義照会等を実施

＊届出データの記録・集計
＊公表用資料案の作成

問合せ

化管法関連情報の収集解析
＊リスク評価
・PRTRマップ（濃度マップ・排出量マップ）の作成
・PRTRマップデータを活用したリスク評価の実施
・地⽅⾃治体との連携によるリスク管理促進

化管法の普及啓発活動
＊問合わせ対応
・届出要件、排出量算出等の技術的サポート
・電子届出システム利用のためのサポート
＊問合わせ内容の整理
・質問事項のとりまとめ

経済・環境・財務・防衛・文科・厚労・国交・農水

・受付
・事業所管大臣へ移送

受理・送付

PRTR制度におけるNITEの役割

2

処理 電子届出 書面届出
基本情報は登録済 手書き
⼊⼒補助＆ミス防⽌機能つき or　word等（PCソフト）

or　届出作成支援システム※で作成
※当システムでの作成のみ入⼒補助＆ミス防止機
能つき。

2.届出書印刷 不要（印刷は可能） 必要
届出システムからボタンをクリック︕ 郵送（切手必要）
※新規届出提出の利用期間は、
4/1〜6/30 or　直接⾃治体へ持参

多い
形式的な入⼒ミス

届出システムで回答
（ご自身の都合のよい時間に回答可能）

６.過去の届出と比較 過去の届出データ（電子届出の
み）と比較可能。 毎年コピー（紙）保管なら比較可

電話＆FAX等で回答

1.届出書作成

3.提出⽅法

4.照会 少ない

5.照会への対応

==期間限定==
令和４-6年度の電子届出のみ7/31まで

電子届出のメリット

3



PRTR排出量等の届出って、必要なのはわ
かるけど、毎年、同じ会社情報を記⼊した
届出書を作るのは面倒ね・・・。

PRTR排出量等届出とは・・・
・事業所ごとに、4⽉から１年間の化学物質の環境への排出・移動量を把握。
・翌年度の届出期間（４－６⽉）に、⾃治体経由で国へ提出が必要。

ワンクリックで届出できる、電子
届出があるのは知っているけれ
ど、操作が複雑なんじゃないか

なぁ。

PRTRの届出って正直面倒、
電子届出は操作が難しい、

と思っているあなたに・・・

是非、知っていただきたい情報を、詰め込みました︕!
4

電子届出を開始するのは面倒なのでは︖︖︖

事業者 都道府県等

書面による
使用届出

使用届出を都道府県に提出することで、登録できる︕
（提出⽅法は自治体にもよりますが、郵送などで⾏えるため直接⾏かなくても問題ありません︕）

申請用紙※は
(PDF版)https://www.nite.go.jp/data/000008923.pdf
(Word版)https://www.nite.go.jp/data/000008921.doc

からダウンロードできます︕
※申請用紙＝使用届出＝電子情報処理組織使用届出書

その後・・・

事業者
都道府県

※クライアント証明書の登録が今年度からなくなり
ました。

・・・インストール済みの証明書について 特に何の操作をしてい
ただかなくても、問題無く届出いただけます。

思ったより簡単だ︕

登録情報(IDなど）

使 用 届 出

5

詳細については後半のシステム
改修ポイントにて説明します。



電子届出のメリット(届出書作成時点)

毎回同じ情報を
⼊⼒しなくでも
⼤丈夫︕︕

届出書作成時は、『届出者の情報』、『事業所の情報』、
（昨年度も届出している場合）『別紙の情報』が入っているので作成がとても簡単︕

6

例えば・・・ 電子届出のメリット(届出書作成時点)

過去の届出と比較し疑義があった場合、警告が表示される。
例えば・・・（去年の値より約１０００倍の数値を⼊⼒した場合）

担当者が単位を誤って登録
した場合、ここで間違いに気
づけるかも︖

例えば・・・（誤って取扱量を⼊⼒してしまった場合）

確認を求められることで、誤
りに気づけるチャンスが︕

7



例えば・・・ 電子届出のメリット(届出書作成時点)
記⼊漏れがあった場合、警告が表示されます︕

これがもし書面届出の場合・・・
最悪の場合、もう⼀度別紙を作成し
⾃治体に提出しないといけなくなる︕︖

電子届出の場合、⼊⼒漏れ
があると届出ができないため、
記⼊漏れの⼼配がない︕

8

例えば・・・電子届出のメリット(届出書作成時点)

自動的に有効数字を２桁に変換してくれます︕︕

【参考】届出の手引き４２ページ
排出量等の数値は有効数字２桁で
記載する必要があります。
詳細については
『届出の手引き』
と検索すると上位に表⽰されますので、
そちらからご確認いただくか、下のURL
からご確認ください。
https://www.meti.go.jp/policy/chemical
_management/law/prtr/pdf/tebiki/R2teb
iki_download_all.pdf

9



よくある質問
今年度は取扱量が少なかったので、届出は不要。
でも、届出しないのは不安だな・・・。どうしよう・・・。
国(⾃治体)には届出不要の連絡したいけど。

その悩み・・・

『お知らせ登録』を⾏うことで、⾃治体（国）に、
何故届出が不要なのかを連絡できます︕︕

他にも内部メモが残せるので、担当者が変わっても引継が簡単♪

自治体（国）からの
問合せも減ります︕

10

電子届出の場合・・・

デフォルトでメール設定されているので、⾃治体から照会があればすぐに通知が届き、
照会内容もシステムからすぐに確認ができ、すぐに回答ができる。

一⽅、書面届出の場合・・・ ○×反応が考えられるから廃棄物は
△□︕︖
専門家でないのでわからない︕︕

専門的な照会を電話で説明されるので、回答する
のが難しいケースもある。

照会があった場合の対応について

11



電子届出ご利⽤時に、便利な新しい発信情報やツールのご紹介
~No.1 Youtube操作説明動画３部作~

『PRTR 電子 初めて』
と検索すると当該ページが上位に表⽰されます。

12

＜＜電子届出が初めての⽅へ＞＞
https://www.nite.go.jp/chem/prtr/itdtp.html

＜＜ＰＲＴＲ電子届出の操作⽅法(説明動画プレイリスト)＞＞
https://www.youtube.com/playlist?list=PLWxWKUOj3xAKkv8NXDjxRL7yIl0lG5jZS

PRTR電子届出の⼿続きから申請までの流れについて（⼊門編）
＜＜初めての⽅向け＞＞

電子届出のシステムを利用するための申請書はどこからダウンロードできるのかを検索サ
イトのところから実際に操作しご説明。また、初めてログインをしてから届出をするまでの
流れも実際に操作をしてご紹介。
PRTR電子届出の⼿続きから申請までの流れについて（実践編）

＜＜利用されたことがある⽅向け＞＞
利用申請をしたときの情報から変更があった（例えば代表者、担当者が変わった等）
場合の、手続き等や、燃料⼩売業の届出⽅法などご紹介
PRTR電子届出の⼿続きから申請までの流れについて（解決編）

＜＜警告メッセージの対応⽅法がわからない⽅向け＞＞
PRTR届出システム利用中に、時々警告メッセージが表⽰された場合の対応⽅法等に
ついて事例形式でご紹介（FAQからよくあるご質問を抜粋し作成）

電子届出ご利⽤時に、便利な新しい発信情報やツールのご紹介
~No.1 Youtube操作説明動画３部作~

13



実際の画面

PRTR電子届出の操作⽅法（再生リスト）
https://www.youtube.com/playlist?list=PLWxWKUOj3xAKkv8NXDjxRL7yIl0lG5jZS

3種類あります!
(詳細は前のスライドへ)

14

＜＜参考︓YouTubeのチャプター（章区切り）機能について＞＞

再生ボタン右側のチャプタータイトルを
クリックすると・・・・

右側にチャプターが
表⽰されます。

15



＜＜参考︓動画の内容について＞＞
〜入門編〜

https://www.youtube.com/watch?v=mWA32a_TXDY&list=PLWxWKUOj3xAKkv8NXDjxRL7yIl0lG5jZS&index=1
1:16-1:54:STEP1パソコンの準備
1:55-4:46:STEP2事前届出の提出
4:47-5:29:STEP3ユーザID等の受領
5:30-8:14:STEP4届出システムへログイン
8:15-14:59:STEP5排出量等届出の入⼒と届出

〜実践編〜
https://www.youtube.com/watch?v=Hduh-GjLWWY&list=PLWxWKUOj3xAKkv8NXDjxRL7yIl0lG5jZS&index=2
0:50-08:15:過去に届出をしている場合の届出の流れ
8:16-10:50:XML形式のファイルを読み込んで届出する場合
10:51-17:11:会社名や担当者など登録情報を変更する場合
17:12-(残り):登録済みの事業所情報を変更・削除する場合

〜解決編〜
https://www.youtube.com/watch?v=UyNXXjGg2Ys&list=PLWxWKUOj3xAKkv8NXDjxRL7yIl0lG5jZS&index=3
0:47-2:41︓ユーザID・パスワードが分からない（⼀致しない）
2:42-3:56︓ログイン時にロックがかかってしまったとき
3:57-8:37:本紙の入⼒中にメッセージが表⽰されたとき
8:38-11:10:別紙の入⼒ができないとき
11:11-14:55:間違えて届出してしまったとき（内容を変更したい）
14:56-20:47:照会が届いた場合の回答手順
20:48-23:24:変更した登録情報が反映されていないとき
23:25-25:29:登録している事業所が届出対象外になったとき

16

17

電子届出ご利⽤時に、便利な新しい発信情報やツールのご紹介
〜No.２ PRTR届出システムチャットボット（※）〜

※チャットボット・・・会話シュミレーションプログラムで、対話（chat）とロボット（bot）を掛け合わせた⾔葉。



操作⽅法を確認したい場合、どこを⾒たらいいかすぐわかります︕
※3/31公開で、現在学習中です。公開当初よりは正答率が⾼くなっておりますので是非
ご活用ください。

電子届出ご利⽤時に、便利な新しい発信情報やツールのご紹介
〜No.２ PRTR届出システムチャットボット〜

18

届出に関してよくある間違いについて

令和4年4月１日

提出日時点の情報を記載する。

把握年度4月1日時点の情報を記載する。
(令和4年の届出なら令和3年4月1日時点)

電子届出の場合・・・・
使⽤届出情報※の変更⼿続きを適切に⾏っていれば、自動的に正しい情報が反映され
る。

事業所の名称が提出日時点になっている。(特に書面届出が多い)

(参考:使用届出情報の変更⽅法) https://www.nite.go.jp/data/000079530.pdf
※使用届出情報とはユーザIDに登録されている届出者の情報や担当者などの情報のこと

システムからできます︕

19



PRTR届出システムが2023年度にリニューアルします
その１︓既にユーザIDを所有している場合、届出先追加の申請が（届出シ

ステム内の⼿続き）で完結します︕
既にユーザIDを所持している事業
者が、別の届出先（都道府県また
は委任市）を追加する場合は、全
て(電子による使⽤届出提出〜受
理〜ID発⾏通知まで)システムか
らできるようになります。

＜画面のイメージ＞

20

PRTR届出システムが2023年度にリニューアルします
その２︓ユーザ自らアカウントロック解除等ができるようになります
誤ってブラウザバックをした場合でも、現⾏では15分のセッション切断を待つか、システムサポートに
連絡するしかありませんでしたが、来年度からご⾃⾝でセッションを解除（＝現⾏のように15分間待
たず、すぐに使⽤）することができるようになります。
また、セッション時間が15分から2時間に延⻑され、入⼒データの消失の機会が減ります。
※パスワードを忘れた場合の初期化もユーザ側で⾏うことができます。
＜画面のイメージ＞

21



PRTR届出システムが2023年度にリニューアルします
そのほか・・・

クライアント証明が不要になりました。※2022年度から
2022年度から、クライアント証明を登録しなくても届出システムを利用することができるようにな
りました。
様式の改正への対応（管理番号、法⼈番号、メールアドレスの追加など）
2023年度までに電子届出を実施すると2024年度届出の際に前年度届出した事項が⾃動
で反映されます。※⼀部統合・分離があった物質は除く
燃料⼩売算出が届出システムに実装されます
<画面のイメージ>

別紙作成を押下すると別紙情報に反映

22

PRTR届出システムが2023年度にリニューアルします
別紙の数値をすべて0.0と⼊⼒するボタンができました。
<画面のイメージ>

23

ボタンを押下するとすべて0.0が入⼒されます。

届出ボタンの押し忘れを防ぐ機能を実装しました。
届出したタイミングでシステムから登録しているメールアドレスに通知がきます。
また、⼀時保存をした場合、届出が完了するまでトップ画面に要処理件数としてカウントされます。

※注意※
こちらの画面はすべてイメージです。実際の改修後の画面とは少し異なる可能性があります。

また、“入⼒完了”を押下したら届出が完了したと勘違いされる事業者が多かったため、
ボタンの名前を“入⼒内容確認画面へ”に変更しました。



これからも、より使い易い届出システムの運⽤や、
そのための情報発信を続けていく予定です。

是非、電子届出をご利⽤頂きたく、よろしくお願いします。

最後に・・・・

24



様式第４（第 12条関係）  
 

電子情報処理組織使用届出書  
                                年   月   日  
        殿   
                                         （ふりがな） 〒  
                                  届出者  住   所   
 
                                         （ふりがな）  
                                          氏   名                          
 
                                        （法人にあっては名称及び代表者の氏名）  
 
 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律施行規則第
12条第１項の規定に基づき、法第５条第２項に基づく届出について、下記のとおり、電子
情報処理組織の使用を開始することといたしましたので、届け出ます。  
 

記  
 

通信方式（いずれかに○
をすること）  

 
 １．ダイヤルアップ方式   ２．インターネット方式  

届出に使用する通信用電  
話番号（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ方式の  
場合は空欄とすること）  

                 

担当者  
（連絡及
び問い合
わせ先）  

  （ふりがな）  
  氏  名  

                            
 

 部   署   

  電話番号   

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

 
  ※識別番号  

  

 
 
（電子情報処理組織を使用して届出を行う事業所）  
 

 （ふりがな）  
 事業所の  
 名  称  

 
 

 
 所  在  地  
 
 （ふりがな） 

〒    －  
                  都道             市区                                

府県               町村  
 
 

 
 備考  １  本届出書は、ダイヤルアップ方式による届出をしようとする場合においては

届出に使用する通信用電話番号ごとに、インターネット方式による届出をしよ
うとする場合においては届出に使用する電子計算機ごとに作成すること。同一
の都道府県内に所在する複数の事業所について届け出る場合には、次葉を使用
すること。  

    ２  法人にあっては、電子情報処理組織を使用した届出の担当部署並びに氏名及
び連絡先を記載すること。  

    ３  ※の欄には、記載しないこと。  
    ４  届出書の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  

 



 

 

（前葉からつづき）  
 
 （ ふ り が な ） 
 事業所の  
 名  称  

 
 

 
 所  在  地  
 
 （ ふ り が な ） 

〒    －  
                都道             市区                            

府県               町村  
 
 

 
 
 
 （ ふ り が な ） 
 事業所の  
 名  称  

 
 

 
 所  在  地  
 
 （ ふ り が な ） 

〒    －  
                都道             市区                            

府県               町村  
 
 

 
 
 
 （ ふ り が な ） 
 事業所の  
 名  称  

 
 

 
 所  在  地  
 
 （ ふ り が な ） 

〒    －  
                 都道             市区                            

府県               町村  
 
 

 
 
 
 （ ふ り が な ） 
 事業所の  
 名  称  

 
 

 
 所  在  地  
 
 （ ふ り が な ） 

〒    －  
                  都道             市区                            

府県               町村  
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２．電子情報処理組織使用届出書の作成方法 

 

（１）電子情報処理組織使用届出書の記入例 

電子による届出に必要なユーザＩＤ・パスワード等を取得するために、あらかじめ「電

子情報処理組織使用届出書」を都道府県等の窓口へ提出する必要があります。 
 

様式第４（第12条関係） 

電子情報処理組織使用届出書         

＊① 

   ＊②                               ××年××月××日 

神 奈 川 県 知 事  殿  
                       〒 １００－００１３ 
                                ＊③   （ふりがな）  とうきょうとちよだくかすみがせき 

                                 届出者 住   所 東京都千代田区霞が関１－２－２ 
                                       （ふりがな）  かすみがせきかぶしきがいしゃ 

                                        氏   名 霞ヶ関株式会社 
                                                 だ い ひ ょ う と り し ま り や く し ゃ ち ょ う か ん き ょ う  た ろ う 

代表取締役社長    環境  太郎     
                                                （法人にあっては名称及び代表者の氏名） 
 

 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律施行規則第12条

第１項の規定に基づき、法第５条第２項に基づく届出について、下記のとおり、電子情報処理

組織の使用を開始することといたしましたので、届け出ます。 

記 

通信方式（いずれかに○ 

をすること）    ＊④ 

 
１．ダイヤルアップ方式  ２．インターネット方式 

 
 
 

届出に使用する通信用電話
番号（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ方式の場合は
空欄とすること）  ＊⑤ 

  
 
 

担 当 者 

＊⑥ 

（連絡及び

問い合わせ

先） 

（ふりがな） 

氏  名 

かがく はなこ  

化学 花子 
 
 

部  署 藤沢第一工場 環境安全部管理第一係 
 
 

電話番号 ０４６６－××－×××× 
 
 

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ abc@xyz-mail.co.jp 
 
 

  ※識別番号＊⑦ 
  

（電子情報処理組織を使用して届出を行う事業所） 

（ふりがな） 

事業所の名称＊⑧ 

ふじさわだいいちこうじょう  

藤沢第一工場 
 
 

   所 在 地＊⑧ 

 （ふりがな） 

〒２５１－×××× 
             神奈川   都道   藤沢    市区 

府県            町村 

 
 
 

あさひちょう  

朝日町 ×－× 
 
 

 
備考  １ 本届出書は、ダイヤルアップ方式による届出をしようとする場合においては

届出に使用する通信用電話番号ごとに、インターネット方式による届出をしよ
うとする場合においては届出に使用する電子計算機ごとに作成すること。同一
の都道府県内に所在する複数の事業所について届け出る場合には、次葉を
使用すること。 
２ 法人にあっては、電子情報処理組織を使用した届出の担当部署並びに氏
名及び連絡先を記載すること。 
３ ※の欄には、記載しないこと。 
４ 届出書の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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（２）電子情報処理組織使用届出書の記入要領 

  

①『提出日』 

○電子情報処理組織使用届出書を窓口へ提出する日付（郵送の場合は、投函する日付）

を記入してください。 

 

②『あて先』 

○提出先は事業所所在地に対応する都道府県知事等を記入してください。（例：神奈川県

知事、横浜市長） 

○「都道府県知事」又は「関西 花子知事」（個人名）などとは記入しないでください。 

 

③『届出者』 

○住所（法人にあっては登記上または本社の所在地）及び氏名（法人にあっては登記上

の名称及び代表者の役職名・氏名）を記入してください。住所及び氏名は、届出を行

う時点の情報を記入してください。 

○郵便番号は、大口事業所等で取得されている個別郵便番号ではなく、その地域で通常

用いられるものを記入してください。 

○工場長や事業所長、化学物質の管理を担当する部署の長や当該事業所の化学物質の管

理・責任を有する者を、届出者の代理人として、届出者は委任することができます。

その場合には、以下のように記入してください。なお、届出に委任状を添付する必要

はありません。（法人内部で適切な委任行為を行っておいてください。） 

 

 

様式第４（第12条関係） 

電子情報処理組織使用届出書         

 
                                 ××年××月××日 

神 奈 川 県 知 事  殿  
                       〒 １００－００１３ 
                                       （ふりがな）  とうきょうとちよだくかすみがせき 

                                 届出者 住   所 東京都千代田区霞が関１－２－２ 
                                       （ふりがな）  か す み が せ きかぶしきがいしゃ 

                                        氏   名 霞ヶ関株式会社 
                                                 だいひょうとりしまりやくしゃちょう  かんきょう たろう 

代表取締役社長    環境  太郎   
ふじさわだいいちこうじょうちょう  けいざい いちろう 

                                        代理人  藤沢第一工場長      経済 一郎 
 
 

 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律施行規則第12条

第１項の規定に基づき、法第５条第２項に基づく届出について、下記のとおり、電子情報処理

組織の使用を開始することといたしましたので、届け出ます。 

 
 

※届出者の住所、氏名の下に代理人の役職及び氏名を記載してください。 
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（前葉からのつづき）

（ふりがな）

事業所の名称

所 在 地

（ふりがな）

〒

都道 市区
府県 町村

（ふりがな）

事業所の名称

所 在 地

（ふりがな）

〒
都道 市区
府県 町村

④『通信方式』 

○事業者のパソコンから行政側の電子計算機へ、インターネット経由で接続し届出を行

う場合は、「２．インターネット方式」を選択してください。（現在は、インターネッ

トの利用が普及しており、「２．インターネット方式」による届出がほとんどです。） 

 

⑤『届出に使用する通信用電話番号』 

○インターネット方式の場合は空欄としてください。 

○通信用電話番号は、この電子情報処理組織使用届出書により登録する電話番号で発信

者番号通知ができることが必要です。（ダイヤルイン等、発信の度に番号が変わる回線

は使用できません。） 

 

⑥『担当者』 

○届出担当者の所属する部署、氏名、電話番号を記入してください。 

○電子情報処理組織使用届出書の提出後、行政側から届出内容について問い合わせがあ

る場合があります 

○電子メールアドレスは、行政側からの連絡に必要となりますので、担当者が業務時間

中に受信できるものを記入するようお願いします。 

※-（ハイフン）_（アンダーバー）0（ゼロ）o（オー）１（いち）l（エル）等判別しに

くい文字は、ふりがなの記載をお願いいたします。 

 

⑦『識別番号』 

○この欄は記入しないでください。 

 

⑧『電子情報処理組織を使用して届出を行う事業所』 

○届出を行う事業所の名称及び所在地を記入してください。 

 

～複数の事業所について電子による届出を行う場合～ 

 

同一の都道府県等に存在する複数の事業所の届出は、同一のパソコンから行うこと

ができます。電子情報処理組織使用届出書は、これらの事業所を一括して記入し、提

出します。 

以下のように電子情報処理組織使用届出書の２ページ目を使用してください。 

届出を行う同一都道府県等の事業所が５つ以上ある場合は、様式の２ページ目をコ

ピーしたものを、３ページ目以降として使用してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

添付資料３ 

 

マニュアル改訂箇所及び継続検討課題一覧 
 

  



No マニュアル名 ⼤項⽬ 中項⽬ ⼩項⽬① ⼩項⽬② ⼩項⽬③ 現⾏マニュアルにお
けるパージ

新マニュアルにお
けるページ 更新内容

1 全体 ー ー ー ー ー ー ー 参照先ページ番号を更新

2 全体 ー ー ー ー ー ー ー URLの体裁統⼀（MSPゴシック、11pt、下線あ
り、フォント⻘⾊）

3 第Ⅰ部 基本編 表紙 ー ー ー ー ー ー ⽇付 版を更新
4 第Ⅰ部 基本編 変更 修正点 ー ー ー ー ー ー 最新版の内容に更新
5 第Ⅰ部 基本編 はじめに ー ー ー ー ー ー マニュアル制定時の背景についての記載を削除
6 第Ⅰ部 基本編 ⽬次 ー ー ー ー ー ー ページ番号を更新

7 第Ⅰ部 基本編 第Ⅰ部、第Ⅱ部、第Ⅲ部間の
関連項⽬の⽬次対照表 ー ー ー ー ー ー ページ番号の更新

⾒出しを本⽂の表記に修正
8 第Ⅰ部 基本編 本マニュアルの構成 ー ー ー ー I-1 I-1 「第4版(平成21年3⽉)以降、」の⽂⾔削除
9 第Ⅰ部 基本編 第Ⅰ部の使い⽅ ー ー ー ー I-2 I-2 「第4版(平成21年3⽉)以降、」の⽂⾔削除
10 第Ⅰ部 基本編 1. PRTR制度の意義 1-1 PRTRとは ー ー ー I-5 I-5 図の差し替え（MSDS⇒SDS）
11 第Ⅰ部 基本編 1. PRTR制度の意義 1-2 各主体のPRTRへの関わり⽅ (3) ⾏政 ー ー I-6 I-6 PRTRの活⽤について追記

12 第Ⅰ部 基本編 1. PRTR制度の意義 1-3 PRTRによる事業者へのメリット (3) 地域住⺠等とのコミュニケー
ションへの活⽤によるメリット ー ー I-9 I-9 URLを更新

13 第Ⅰ部 基本編 2. 基本的なPRTRの実施
⼿順 ー ー ー ー I-10、11 I-10、11

事業者の概略図にハ事業所を追記
(2)③にハ事業所を追記
(3)④⽔銀とダイオキシン類の排出条件を追記、
Nm3の注釈を追記
焼却能⼒を追記

14 第Ⅰ部 基本編 2. 基本的なPRTRの実施
⼿順 ー ー ー ー I-10 I-10 製造品の定義を記載（初出箇所のみ注記し、そ

れ以降は製造品を注記なしで使⽤）

15 第Ⅰ部 基本編 2. 基本的なPRTRの実施
⼿順 ー ー ー ー I-11 I-11 MSDS→SDSに修正

16 第Ⅰ部 基本編 2. 基本的なPRTRの実施
⼿順 ー ー ー ー I-12 I-12 SDSの注釈を修正

17 第Ⅰ部 基本編 2. 基本的なPRTRの実施
⼿順 ー ー 表2-2 整備されている業種別

マニュアル等 ー I-14、15 I-14、15

昨年度のアンケート結果を反映（昨年度委託事
業報告書参照）。
①改訂した団体 する団体（改訂した旨記載、改
訂予定含め）
②国のマニュアルを参照しているとした団体（その旨
注釈に記載）
③業界で現在はマニュアルを把握していない団体
（特に修正なし）
→①、②を反映

18 第Ⅰ部 基本編 2. 基本的なPRTRの実施
⼿順 ー ー ー ー I-16 I-16 ⽂⾔修正

令和4年度変更内容一覧

1



No マニュアル名 ⼤項⽬ 中項⽬ ⼩項⽬① ⼩項⽬② ⼩項⽬③ 現⾏マニュアルにお
けるパージ

新マニュアルにお
けるページ 更新内容

19 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-1    届出対象事業者 届出対象物
質の判定⼿順 Step1 業種の判定 ー ー I-18 I-18 医療業の注釈削除

20 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-1    届出対象事業者 届出対象物
質の判定⼿順

Step2 常時使⽤する従業員の数
の判定 ー ー I-19 I-19 ハ事業所の従業員数を追記

21 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-1    届出対象事業者 届出対象物
質の判定⼿順

Step3 対象物質の年間取扱量等
の判定を⾏う事業所の調査 ー ー I-20 I-20 ロ事業所に「step4以降はロ事業所の例のみ記

載」と追記、ハ事業所の事例を追記

22 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-1    届出対象事業者 届出対象物
質の判定⼿順

Step4 対象物質の年間取扱量の
判定

図2-4 対象物質の年間取扱
量の算出⼿順 ー I-21 I-21 MSDS⇒SDSに修正した図に差し替え

23 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-1    届出対象事業者 届出対象物
質の判定⼿順

Step4 対象物質の年間取扱量の
判定 ー ー I-22 I-22 関連ページの記載が本⽂の⾒出しと異なっていたた

め、修正

24 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-1    届出対象事業者 届出対象物
質の判定⼿順

Step4-3 原材料、資材等に含ま
れる対象物質の調査 ー ー Ⅰ-25 Ⅰ-25 管理番号に修正と物質名称変更

25 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-1    届出対象事業者 届出対象物
質の判定⼿順

Step4-5 対象物質の年間使⽤量
の算出 ー ー Ⅰ-28 Ⅰ-27 管理番号に修正と物質名称変更

26 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-1    届出対象事業者 届出対象物
質の判定⼿順

Step4-6 対象物質の年間取扱量
の算出 ー ー Ⅰ-30 Ⅰ-29 管理番号に修正と物質名称変更

27 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-1    届出対象事業者 届出対象物
質の判定⼿順 Step5 特別要件施設の判定 ー ー Ⅰ-31 Ⅰ-31

「特別要件施設」が、施⾏令第４条ハからへだけで
なく、規則第４条第⼀号ヘ が含まれることを追記、
ハ事業所の図追記、焼却能⼒を200→500kg/h
に修正、⼤防法の⽔銀排出施設に該当する産業
廃棄物処理施設では⽔銀及びその化合物が届出
対象になることを追記

28 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-2 排出量 移動量の基本的な算出
⼿順

2-2-1 PRTRで届け出るデータの種
類 ー ー Ⅰ-36 Ⅰ-37 表記統⼀（下さい⇒ください）

29 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-2 排出量 移動量の基本的な算出
⼿順

2-2-3 排出量、移動量の算出⽅
法を使⽤する際の考え⽅

(1) 基本的な算出⽅法の考え
⽅ ー Ⅰ-39 Ⅰ-40

②実測による⽅法
(利点）ダイオキシン類対策特別措置法などの法

令に → ⼤気汚染防⽌法、⽔質汚濁防⽌法、ダ
イオキシン類特別措置法に
（留意事項）の平均濃度→複数回の測定結果
実測の際の注意を追記

30 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-2 排出量 移動量の基本的な算出
⼿順

2-2-3 排出量、移動量の算出⽅
法を使⽤する際の考え⽅ (2) 基本的な算出の⼿順 Step1-2 廃棄物に含まれる量

の算出 Ⅰ-44 Ⅰ-48 関連ページの記載が本⽂の⾒出しと異なっていたた
め、修正

31 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-2 排出量 移動量の基本的な算出
⼿順

2-2-3 排出量、移動量の算出⽅
法を使⽤する際の考え⽅ (2) 基本的な算出の⼿順 Step2-1 特別要件施設からの

⼤気への排出量の算出 Ⅰ-56 Ⅰ-58

ダイオキシン類と⽔銀及びその化合物の⼤気の排
出量を年間廃棄物焼却量から求める算出⽅法に
修正 追記、⽔銀は測定時の対象物質排出量の
平均値に年間稼働時間を乗じて求める⽅法も追
記

32 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-2 排出量 移動量の基本的な算出
⼿順

2-2-3 排出量、移動量の算出⽅
法を使⽤する際の考え⽅ (2) 基本的な算出の⼿順 Step2-2 特別要件施設からの

⽔域への排出量の算出 Ⅰ-57 Ⅰ-60 「特別要件施設（廃棄物焼却炉）からの」を追記

33 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-2 排出量 移動量の基本的な算出
⼿順

2-2-3 排出量、移動量の算出⽅
法を使⽤する際の考え⽅ (2) 基本的な算出の⼿順 Step2-4 特別要件施設からの

排出量 移動量の集計 I-58 Ⅰ-61
ダイオキシン類の⼤気への排出量再計算後の値を

反映
⽔銀の例を追記

34 第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順 2-3    届出の仕⽅ ー ー ー I-60〜63 I-63〜68

以下内容に変更

電⼦届出追記による変更
排出量 移動量の届出は、以下の⼿順で⾏ってくだ
さい。
１．算出した排出量 移動量の値に間違いがない
かどうかの確認(→ pⅠ-60)
２． 第⼀種指定化学物質の排出量及び移動量
の届出(→ pⅠ-62)

令和4年度変更内容一覧
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No マニュアル名 ⼤項⽬ 中項⽬ ⼩項⽬① ⼩項⽬② ⼩項⽬③ 現⾏マニュアルにお
けるパージ

新マニュアルにお
けるページ 更新内容

35 第Ⅰ部 基本編 2. 基本的なPRTRの実施
⼿順 2-3    届出の仕⽅ (1) 排出量 移動量の確認 ー ー I-60 I-63 （１）特別要件施設で排出量等を把握する物

質に⽔銀及びその化合物を追記

36 第Ⅰ部 基本編 2. 基本的なPRTRの実施
⼿順 2-3    届出の仕⽅ (2) 届出（電⼦届出）について ー ー I-62 I-65 電⼦申請についての説明を追加

37 第Ⅰ部 基本編 2. 基本的なPRTRの実施
⼿順 2-3    届出の仕⽅ ー ー I-62 I-68 ※部分を修正

38 第Ⅰ部 基本編 2. 基本的なPRTRの実施
⼿順 2-3    届出の仕⽅ 届出書の記⼊例 ー ー I-64〜70 I-69〜74 従来の書⾯の記⼊例から電⼦届出のシステム画⾯

に変更

39 第Ⅰ部 基本編 3. 国のPRTR担当部局 ー ー ー ー I-71 I-75

「PRTRトップページ」を「化管法トップページ」に変
更
説明⽂⾔の修正
FAX欄の削除
URLの更新

40 第Ⅱ部 解説編 表紙 ー ー ー ー ー ー ⽇付 版を更新
41 第Ⅱ部 解説編 変更 修正点 ー ー ー ー ー ー 最新版の内容に更新
42 第Ⅱ部 解説編 ⽬次 ー ー ー ー ー ー ページ番号を更新

43 第Ⅱ部 解説編 第Ⅰ部、第Ⅱ部、第Ⅲ部間の
関連項⽬の⽬次対照表 ー ー ー ー ー ー ページ番号の更新

本⽂の⾒出しの表記に修正
44 第Ⅱ部 解説編 本マニュアルの構成 ー ー ー ー Ⅱ-1 Ⅱ-1 「第4版(平成21年3⽉)以降、」の⽂⾔削除

45 第Ⅱ部 解説編 第Ⅱ部の使い⽅ ー ー ー ー Ⅱ-3 Ⅱ-3 「第4版(平成21年3⽉)以降、」の⽂⾔削除
本⽂の⾒出しの表記に修正

46 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 ー ー ー ー Ⅱ-4 Ⅱ-6 Ⅰ部と同様の⽂⾔に修正

47 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-1 業種の判定 ー ー ー Ⅱ-7 Ⅱ-7 医療業の注釈削除

カタカナを全⾓に修正

48 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-4 対象物質の年間取扱量の判定 ー ー ー Ⅱ-16 Ⅱ-16 本⽂の⾒出しの表記に修正

49 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-4 対象物質の年間取扱量の判定 1-4-1 対象物質の年間製造量の

確認 ー ー Ⅱ-17 Ⅱ-17 製造品の定義を記載（初出箇所のみ注記し、そ
れ以降は製造品を注記なしで使⽤）

50 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-4 対象物質の年間取扱量の判定 1-4-1 対象物質の年間製造量の

確認 ー ー Ⅱ-18 Ⅱ-18

⽂⾔修正
③⽔加ヒドラジンを製造している場合は、その量をヒ
ドラジンの年間製造量としてください。
⇒ ⽔加ヒドラジンを製造している場合は、ヒドラ

ジンに換算した量を年間製造量としてください。

51 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-4 対象物質の年間取扱量の判定 1-4-1 対象物質の年間製造量の

確認 ー ー Ⅱ-18、19 Ⅱ-18、19
物質名称修正
⑦鉛化合物→鉛及びその化合物
⑩鉛およびその化合物→鉛及びその化合物

52 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-4 対象物質の年間取扱量の判定 1-4-2 使⽤する原材料、資材等

の確認 ー ー Ⅱ-21〜25 Ⅱ-21〜24 密閉、密封の使い分けを適切に変更
誤記修正（⑧溶接⺟剤 ⇒ 溶接⺟材）

53 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-4 対象物質の年間取扱量の判定 1-4-3 原材料、資材等に含まれる

対象物質の調査 ー ー Ⅱ-26 Ⅱ-26 SDSの説明⽂を修正

54 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-4 対象物質の年間取扱量の判定 1-4-6 対象物質の年間取扱量の

算出 ー ー Ⅱ-33 Ⅱ-33

表の把握対象に「廃棄物処理施設が⼤気汚染防
⽌法の⽔銀排出施設に該当する場合には、廃棄
物処理施設からの排ガスに含まれる対象物質の排
出量」、届出対象物質に「⽔銀及びその化合物」を
追加

55 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-4 対象物質の年間取扱量の判定 1-4-6 対象物質の年間取扱量の

算出 Ⅱ-33 Ⅱ-34 1,4-ジオキサンの注釈を削除

令和4年度変更内容一覧
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No マニュアル名 ⼤項⽬ 中項⽬ ⼩項⽬① ⼩項⽬② ⼩項⽬③ 現⾏マニュアルにお
けるパージ

新マニュアルにお
けるページ 更新内容

56 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-5 特別要件施設の判定 ー ー ー Ⅱ-35 Ⅱ-35 および⇒及びに修正

57 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-5 特別要件施設の判定 ー ー ー Ⅱ-35,36 Ⅱ-35〜37 対象物質の確認と追記

58 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-5 特別要件施設の判定 ー ー ー Ⅱ-35、36 Ⅱ-35、36

「特別要件施設」が、施⾏令第４条ハからへだけで
なく、規則第４条第⼀号ヘ が含まれることを追記、
特別要件施設から排出される排ガス等に含まれる
他法令に基づく測定の対象物質に⽔銀及びその化
合物を追記

59 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-5 特別要件施設の判定 ー ー ー Ⅱ-37 Ⅱ-38 留意事項①を修正

60 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-5 特別要件施設の判定 ー ー ー Ⅱ-37、39 Ⅱ-38、40 留意事項③に⼤防法、⽔銀の記述を追加

③⑧⑩⽔銀関連の記述を追記

61 第Ⅱ部 解説編 1. 届出対象事業者 届出対
象物質の判定⼿順の解説 1-5 特別要件施設の判定 ー ー ー Ⅱ-39 Ⅱ-40 ⑪の追記

⑫削除

62 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説 ー ー ー ー Ⅱ-41 Ⅱ-42

⾒出しNo ⾒出し項⽬（→ページ）という表記
に変更
2-5を本⽂⾒出しの表記に修正

63 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量 移動量の算出⼿順 図2-1 ー ー Ⅱ-45 Ⅱ-45 キャプションなしのため、追記

64 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量 移動量の算出⼿順 ー ー ー Ⅱ-45 Ⅱ-46 表記統⼀（下さい⇒ください）

65 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量 移動量の算出⼿順

2-2-2 対象物質の廃棄物に含ま
れる量の算出 ー ー Ⅱ-52 Ⅱ-53 表記統⼀（下さい⇒ください）

66 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量 移動量の算出⼿順

2-2-2 対象物質の廃棄物に含ま
れる量の算出 ー ー Ⅱ-52 Ⅱ-53 実測の際の注意事項を追記

67 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量 移動量の算出⼿順

2-2-6 「排出量の少ない⽅」への排
出量の算出 留意事項① ー Ⅱ-61 Ⅱ-62 実測の際の注意事項を追記

68 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量 移動量の算出⼿順

2-2-6 「排出量の少ない⽅」への排
出量の算出 留意事項② ー Ⅱ-61 Ⅱ-62 ⾒出し番号を追記

69 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量 移動量の算出⼿順

2-2-6 「排出量の少ない⽅」への排
出量の算出 関連ページ ー Ⅱ-62 Ⅱ-63 誤記修正（2-2-3(2)②⇒2-2-3(2)①）

70 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量 移動量の算出⼿順

2-2-6 「排出量の少ない⽅」への排
出量の算出 ー ー Ⅱ-65 Ⅱ-64 実測の際の注意事項を追記

71 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量 移動量の算出⼿順

2-2-6 「排出量の少ない⽅」への排
出量の算出 ー ー Ⅱ-67 Ⅱ-68 図の崩れを修正

72 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量 移動量の算出⼿順

2-2-6 「排出量の少ない⽅」への排
出量の算出 ー ー Ⅱ-67 Ⅱ-68 実測の際の注意事項を追記

73 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量 移動量の算出⼿順

2-2-6 「排出量の少ない⽅」への排
出量の算出 ー ー Ⅱ-70 Ⅱ-71 Ⅲ部との不整合解消（活性炭吸着処理の除去

率︓80→87％）

74 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量 移動量の算出⼿順

2-2-7 「排出量の多い⽅」への排
出量の算出 ー ー Ⅱ-79、80 Ⅱ-80、81 Ⅲ部との不整合解消（活性炭吸着処理の除去

率︓80→87％）

75 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量 移動量の算出⼿順 2-2-8 排出量 移動量の集計 ー ー Ⅱ-81 Ⅱ-82 表記統⼀（下さい⇒ください）

令和4年度変更内容一覧

4
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76 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-3 特別要件施設からの排出量 移動
量の算出⼿順

2-3-1 特別要件施設からの⼤気
への排出量の算出 ー ー Ⅱ-85〜87 Ⅱ-86〜90

留意事項①③⽔銀関連の記述を追記
算出例２として(⼤気課参考)量での平均化を追
記
算出例２を⽔銀の廃棄物焼却量から推定した排
ガス量を⽤いた計算例に修正
算出例2を算出例3に変更
算出例３を追加。

77 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-3 特別要件施設からの排出量 移動
量の算出⼿順

2-3-2 特別要件施設からの⽔域
への排出量の算出 ー ー Ⅱ-88 Ⅱ-90 有効数字2桁に修正

78 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-3 特別要件施設からの排出量 移動
量の算出⼿順

2-3-4 特別要件施設からの排出
量 移動量の集計 ー ー Ⅱ-90 Ⅱ-93、94 作業シート５への記⼊例に⽔銀関連の表を追加

79 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-5 対象物質の排出量、移動量の算
出結果の確認と届出 (2) 届出（電⼦届出）について ー ー Ⅱ-93 Ⅱ-97 Ⅰ部に合わせ⽂⾔変更

80 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説

2-5 対象物質の排出量、移動量の算
出結果の確認と届出 (3) 電⼦届出以外の届出について ー ー Ⅱ-99 Ⅱ-99 Ⅰ部の修正を反映

81 第Ⅱ部 解説編 2.排出量 移動量の算出⼿
順 届出の仕⽅の解説 届出書の記⼊例 ー ー ー Ⅱ-100〜106 ー

新書式へ変更のため、記⼊例部分全体を差し替え
（Ⅰ部と同様のものに）

82 第Ⅱ部 解説編 3. 国のPRTR担当部局 ー ー ー ー Ⅱ-107 Ⅱ-104

「PRTRトップページ」を「化管法トップページ」に変
更
説明⽂⾔の修正
FAX欄の削除
URLの更新

83 第Ⅲ部 資料編 表紙 ー ー ー ー ー ー ⽇付 版を更新
84 第Ⅲ部 資料編 変更 修正点 ー ー ー ー ー ー 最新版の内容に更新

85 第Ⅲ部 資料編 ⽬次 ー ー ー ー ー ー ページ番号の更新
⾒出しを本⽂の表記に修正

86 第Ⅲ部 資料編 第Ⅰ部、第Ⅱ部、第Ⅲ部間の
関連項⽬の⽬次対照表 ー ー ー ー ー ー ページ番号の更新

⾒出しを本⽂の表記に修正
87 第Ⅲ部 資料編 本マニュアルの構成 ー ー ー ー Ⅲ-1 Ⅲ-1 「第4版(平成21年3⽉)以降、」の⽂⾔削除
88 第Ⅲ部 資料編 第Ⅲ部の使い⽅ ー ー ー ー Ⅲ-3 Ⅲ-3 「第4版(平成21年3⽉)以降、」の⽂⾔削除

89 第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例

1-1 貯蔵⼯程(⼊荷 出荷施設を含
む)

算出例（２）排出係数による⽅
法 ー ー Ⅲ-12 Ⅲ-13 各パラメータを最新情報に更新

90 第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例

1-1 貯蔵⼯程(⼊荷 出荷施設を含
む)

算出例（２）排出係数による⽅
法 ー ー Ⅲ-13〜16 Ⅲ-12〜14

NITEの算出プログラムが使⽤可能の由追記
べーパー回収装置について追記
⽯連マニュアルによりガソリン 灯油成分の地上タン

クの排出量を算出できることを明記

91 第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例

1-1 貯蔵⼯程(⼊荷 出荷施設を含
む) 算出例(4) 浮屋根式タンクの場合 ー ー Ⅲ-19 Ⅲ-20

ガソリン⇒レギュラーガソリンに変更
フォント変更
最新の情報に更新し、出典を明記

92 第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例

1-1 貯蔵⼯程(⼊荷 出荷施設を含
む)

算出例(5) 貯蔵タンクからドラム⽸
への移し替えを⾏う場合 ー ー Ⅲ-22 Ⅲ-23

ガソリン⇒レギュラーガソリンに変更
フォント変更
最新の情報に更新し、出典を明記

93 第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例 1-4 洗浄⼯程 ー ー ー Ⅲ-57 Ⅲ-56 対象物質の例の更新

94 第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例 1-4 洗浄⼯程 算出例（２）事業所内での回収･

再利⽤を⾏っている場合
② 取り扱う対象物質を含む原
材料、資材等 ー Ⅲ-62 Ⅲ-61 脱字修正（対⇒対象）

95 第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例 1-5 塗装⼯程 ー ー ー Ⅲ-72 Ⅲ-71 鉛塗料販売終了を受け、鉛⇒マンガンに変更

令和4年度変更内容一覧
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96 第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例 1-8 めっき⼯程 ー ー ー Ⅲ-101〜 Ⅲ-99〜 step1-1と整合が取れるように値を変更

97 第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例 1-8 めっき⼯程

算出例(2)めっき液中に六価クロム
化合物(排⽔処理で三価クロム化
合物に変化)が排出される場合(製
造品としての搬出量を電気化学反
応量から算出)

ー ー Ⅲ-107 Ⅲ-105 図を差し替え

98 第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例 1-9 染⾊⼯程 算出例(2) コーティング加⼯(溶剤

回収を実施)の場合
Step9 対象物質の⽔域への排
出量の算出 ー Ⅲ-120 Ⅲ-118 図を差し替え

99 第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例 1-10 殺菌 消毒⼯程 ー ー ー Ⅲ-126 Ⅲ-124 対象物質の例の更新

100 第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例 1-11 その他溶剤等使⽤⼯程 ー ー ー Ⅲ-131 Ⅲ-129 対象物質の例の更新

101 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A 全体 ー ー ー ー ー 全体的に体裁（段落）を統⼀
102 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA11 ー ー ー Ⅲ-151 Ⅲ-148 ⽂⾔修正
103 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA45 ー ー ー Ⅲ-163 Ⅲ-160 A45の⽂章変更
104 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA50 ー ー ー Ⅲ-165 Ⅲ-162 省令⇒SDS省令に変更
105 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA56 ー ー ー Ⅲ-166 Ⅲ-163 ⼤防法の⽔銀について追記
106 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA58 ー ー ー Ⅲ-167 Ⅲ-164 法令上の表現に修正
107 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA60 ー ー ー Ⅲ-168 Ⅲ-164 断定を避ける⾔い回しに変更
108 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA64 ー ー ー Ⅲ-169 Ⅲ-165 法令上の表現に修正
109 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA65 ー ー ー Ⅲ-169 Ⅲ-165 誤記修正（剤⇒材）
110 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA91 ー ー ー Ⅲ-177 Ⅲ-174 塩化第⼆鉄⇒指定化学物質に修正
111 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA108 ー ー ー Ⅲ-182 Ⅲ-179 「どちらの排出量が」に修正

112 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA113 ー ー ー Ⅲ-183 Ⅲ-180
⼤防法、⽔銀関係の記載を追記（1,4-ジオキサ
ンの説明を削除し、代わりに⽔銀が追加された旨を
注に記載）

113 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA114 ー ー ー Ⅲ-184 Ⅲ-181 塩化第⼆鉄⇒指定化学物質に修正

114 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA117 ー ー ー Ⅲ-185 Ⅲ-182 誤植 名称変更に対応
下⽔道法、⽔濁法、⼤防法の名称確認 追記

115 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA120 ー ー ー Ⅲ-186 Ⅲ-184 ⽂⾔修正
116 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA121 ー ー ー Ⅲ-186 Ⅲ-184 誤植修正
117 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA124 ー ー ー Ⅲ-187 Ⅲ-185 ⽔銀関係の記載を追記
118 第Ⅲ部 資料編 2. Q&A QA125 ー ー ー Ⅲ-188 Ⅲ-185 ⽔銀関係の記載を追記

119 第Ⅲ部 資料編 3. 業種別の排出量等算出マ
ニュアルの⼊⼿⽅法等 ー ー ー ー Ⅲ-189〜 Ⅲ-187〜

⽯綿⼯業、セメントファイバーボード⼯業関係の記
述を削除
Ⅰ部と同様の記述に変更

令和4年度変更内容一覧
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120 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ 4-1 対象業種に関連する情報 4-1-1 対象業種の区分 ー ー Ⅲ-198 Ⅲ-196 表記修正

121 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ 4-1 対象業種に関連する情報 4-1-2 対象業種の概要 ー ー Ⅲ-199〜 Ⅲ-197〜 表記修正

122 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ 4-1 対象業種に関連する情報 4-1-3 特別要件施設に該当する

施設の各法令における規定 ー ー Ⅲ-206〜 Ⅲ-205〜 半⾓カタカナ⇒全⾓カタカナ

123 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ 4-2 対象物質に関連する情報 4-2-2 原材料、資材等に含まれ

る主な対象物質 ー ー Ⅲ-222〜 Ⅲ-221〜 表を最新版に更新

124 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ 4-2 対象物質に関連する情報 4-2-2 原材料、資材等に含まれ

る主な対象物質 ー ー Ⅲ-222〜 Ⅲ-221〜 半⾓カタカナ⇒全⾓に修正

125 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ 4-2 対象物質に関連する情報 4-2-3 対象物質の主な⽤途（原

材料、資材等） ー ー Ⅲ-248〜 Ⅲ-223〜 表を最新版に更新

126 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ 4-2 対象物質に関連する情報 4-2-4 ⽯油系燃料及び潤滑油中

の対象物質 ー ー Ⅲ-291 Ⅲ-361 ⽯連マニュアル参照との注記、参照先（⽯連
HP）のURLを追記、最新の情報に更新

127 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ 4-2 対象物質に関連する情報 4-2-5 対象物質⼀覧表 ー ー Ⅲ-294〜 Ⅲ-364〜 最新版に更新

128 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ 4-2 対象物質に関連する情報 4-2-6 対象物質別名⼀覧表

(CAS No.順) ー ー Ⅲ-312〜 Ⅲ-386 物質リストを削除し、NITE様のURLを追記

129 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ 4-2 対象物質に関連する情報 4-2-7 改正施⾏令と旧施⾏令に

おける対象物質の対照表 ー ー Ⅲ-333〜 Ⅲ-386〜 最新版に更新

130 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ 4-2 対象物質に関連する情報 4-2-8 物質群構成化学物質の

例 ー ー Ⅲ-356〜 Ⅲ-415〜 最新版に更新

131 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ 4-2 対象物質に関連する情報 4-2-9 対象物質物性表 ー ー Ⅲ-362〜 Ⅲ-433〜 最新版に更新

132 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ 4-2 対象物質に関連する情報 4-2-10 関係資料の⼊⼿⽅法 ー ー Ⅲ-400 Ⅲ-480 ⽂字間隔とURLを更新

管理番号を追記

133 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-1 排出量等を把握するための
アプローチの考え⽅ ー ー Ⅲ-402 Ⅲ-482 PRTRデータの活⽤について追記

134 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-1 排出量等を把握するための
アプローチの考え⽅ ー ー Ⅲ-404 Ⅲ-484

排出量等の把握の精度についての根拠の⾒直しに
ついて、令和元年6⽉答申「今後の化学物質環境
対策の在り⽅について（答申）」の4.(2)から引⽤
したものに修正

135 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-1 排出量等を把握するための
アプローチの考え⽅ ー ー Ⅲ-414 Ⅲ-494 ②実測による⽅法の利点と留意事項を修正

136 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載され
ている排出係数等 ー ー Ⅲ-426 Ⅲ-506 メッキ⇒めっきに修正

137 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載され
ている排出係数等

ウ）クリーニング業における排出
係数等 ー Ⅲ-429 Ⅲ-510 物質名称変更

138 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載され
ている排出係数等

エ）産業洗浄⼯業における排
出係数等 ー Ⅲ-431 Ⅲ-512 物質名称変更と算出式、全⾓半⾓を修正

139 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載され
ている排出係数等

カ） 電気めっき業における排出
係数等 ー Ⅲ-434 Ⅲ-515 物質名称変更

単位について記載変更

140 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載され
ている排出係数等

キ）溶融亜鉛メッキ⼯業におけ
る排出係数等 ー Ⅲ-435 Ⅲ-516 物質名称変更

メッキ⇒めっきに統⼀

141 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載され
ている排出係数等

旧ク）⽯綿⼯業における排出
係数等
旧ケ） セメントファイバーボード
⼯業における排出係数等

ー Ⅲ-436、437 ー 削除

142 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載され
ている排出係数等

ク） バルブ製造業における排出
係数等 ー Ⅲ-438、439 Ⅲ-517、518 物質名称変更

143 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載され
ている排出係数等

ケ）光学ガラス製品製造⼯業
における排出係数等 ー Ⅲ-440 Ⅲ-520 物質名称変更

令和4年度変更内容一覧
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No マニュアル名 ⼤項⽬ 中項⽬ ⼩項⽬① ⼩項⽬② ⼩項⽬③ 現⾏マニュアルにお
けるパージ

新マニュアルにお
けるページ 更新内容

144 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載され
ている排出係数等

サ）銑鉄鋳物⼯業における排
出係数等 ー Ⅲ-442、443 Ⅲ-522、523 物質名称変更

145 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載され
ている排出係数等

シ）⾮鉄⾦属鋳物⼯業におけ
る排出係数等 ー Ⅲ-444 Ⅲ-524 物質名称変更

146 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載され
ている排出係数等

テ）⾃動⾞⽤ケミカル品製造業
における排出係数等 ー Ⅲ-452 Ⅲ-532 物質名称変更

全⾓半⾓修正

147 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-8 代表的な排ガス及び排⽔
処理装置の除去率と分解率 ー ー Ⅲ-456 Ⅲ-536 および⇒及びに修正

148 第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-9 ⼤気と⽔域のいずれかに多
く排出されるかを判定する⽬安 ー ー Ⅲ-459 Ⅲ-539 ニトログリセリン⇒安息⾹酸ベンジルに変更

全⾓半⾓修正
149 第Ⅲ部 資料編 5. ⽤語集 ー ー ー ー Ⅲ-463 Ⅲ-543 CAS No.→CAS登録番号、CAS RNに修正
150 第Ⅲ部 資料編 5. ⽤語集 ー ー ー ー Ⅲ-463 Ⅲ-543 SDSについての説明を追記
151 第Ⅲ部 資料編 6. 法令集 全体 ー ー ー Ⅲ-469〜 Ⅲ-549〜 最新条⽂に変更

152 第Ⅲ部 資料編 6. 法令集
4) 指定化学物質等の性状及び取扱い
に関する情報の提供の⽅法等を定める
省令

ー ー Ⅲ-478 Ⅲ-558、559 有効数字についての条⽂がなかったため、追記（第
4条）

153 第Ⅲ部 資料編 6. 法令集

5) 指定化学物質等取扱事業者が講
ずべき第⼀種指定化学物質等及び第
⼆種指定化学物質等の管理に係る措
置に関する指針

ー ー ー Ⅲ-487 Ⅲ-568 ⽇本⼯業規格→⽇本産業規格 に修正

154 第Ⅲ部 資料編 7. 索引 全体 ー ー ー Ⅲ-488〜500 Ⅲ-569〜580 ページ数変更
本⽂の表記に合わせ記載変更

155 第Ⅲ部 資料編 8. 国のPRTR担当部局 ー ー ー ー Ⅲ-501 Ⅲ-581

「PRTRトップページ」を「化管法トップページ」に変
更
説明⽂⾔の修正
FAX欄の削除
URLの更新

令和4年度変更内容一覧
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マニュアル名 ⼤項⽬ 中項⽬ ⼩項⽬① ⼩項⽬② 修正⽅針・課題など
全体 ー ー ー ー 政令改正対応等に伴う業種別マニュアルの更新を反映する

第Ⅰ部 基本編 2.    基本的なPRTRの実施
⼿順

2-2 排出量・移動量の基本的な算出
⼿順

2-2-1 PRTRで届け出るデータの
種類 ー

今年度の改訂で、廃棄物に含まれる量の算出の留意事項に、反応消失分を差し引く必要があ
る旨を、留意事項に追記した。より分かりやすい内容となるよう、廃棄物移動における反応消失
の具体例を追記することを検討する

第Ⅱ部 解説編 2.排出量・移動量の算出⼿
順・届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量・移動量の算出⼿順

2-2-2 対象物質の廃棄物に含ま
れる量の算出

今年度の改訂で、廃棄物に含まれる量の算出の留意事項に、反応消失分を差し引く必要があ
る旨を、留意事項に追記した。より分かりやすい内容となるよう、廃棄物移動における反応消失
の具体例を追記することを検討する

第Ⅱ部 解説編 2.排出量・移動量の算出⼿
順・届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量・移動量の算出⼿順

2-2-6 「排出量の少ない⽅」への
排出量の算出 ー 今年度の改訂で、実測における留意事項を追記した。より分かりやすい内容となるよう、実測によ

る⽅法の算出例をより具体的に記載出来ないか検討する

第Ⅱ部 解説編 2.排出量・移動量の算出⼿
順・届出の仕⽅の解説

2-2 特別要件施設以外からの排出
量・移動量の算出⼿順

2-2-6 「排出量の少ない⽅」への
排出量の算出 ー 活性汚泥処理の除去率等、具体事例における数値の引⽤元を追記する

第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例 全体 ー ー 代表的な⼯程での算出事例（１２⼯程）を対象物質変更等、最新状況踏まえて⾒直す必

要がないか検討する。また併せて⼯程の追加についても検討する

第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例

1-1 貯蔵⼯程(⼊荷・出荷施設を含
む) ー ー 原料受⼊れロス、呼吸ロス等の考慮含め、⼯程区分の⾒直しの必要性について検討する

第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例

1-1 貯蔵⼯程(⼊荷・出荷施設を含
む) ー ー 常時窒素を供給する固定屋根式タンクからの排出量の算出例の追加について検討する

第Ⅲ部 資料編 1.代表的な⼯程での算出事
例

1-1 貯蔵⼯程(⼊荷・出荷施設を含
む) ー ー 払出ロス、貯蔵ロスについて、ＵＳＥＰＡの最新版（ＡＰ４２）を反映する必要性について

検討する
第Ⅲ部 資料編 2. Q&A 追加QA ー ー 改正政令施⾏に伴う個別問い合わせ状況踏まえたQ＆Aの内容の⾒直し、追加を検討する

第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載さ
れている排出係数等

イ）⾃動⾞整備業における排
出係数等

対象物質⾒直しに伴う変化、また冷媒、塗材等の原料の変化を踏まえ、記載内容の⾒直しの
必要性について検討する

第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載さ
れている排出係数等

ウ）クリーニング業における排出
係数等

対象物質⾒直しに伴う変化も踏まえ、主要界⾯活性剤の活性汚泥処理 除去率・分解率の
変更を検討する。なお、変更する際、届出外推計において⽤いられた数値を確認する
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/r2kohyo/05t
odokedegaiyou/syousai/21.pdf

第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載さ
れている排出係数等

オ）塗装⼯程における排出係
数等

対象物質⾒直しに伴う変化、また原料、塗装ケースの実態等を踏まえ、記載内容の⾒直しの必
要性について検討する

第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載さ
れている排出係数等

ク） バルブ製造業における排出
係数等

対象物質⾒直しに伴う変化、製造設備における実態等を踏まえ、記載内容の⾒直しの必要性
について検討する

第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載さ
れている排出係数等

ツ）強化プラスチック製造業にお
ける排出係数

対象物質⾒直しに伴う変化、プラスチック成型における実態等を踏まえ、記載内容の⾒直しの必
要性について検討する

第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-5 業種別マニュアルに掲載さ
れている排出係数等

ト）繊維板製造⼯程（接
着）における排出係数等

対象物質⾒直しに伴う変化、また原料等の実態を踏まえ、記載内容の⾒直しの必要性について
検討する

第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ 4-3-6 塗装⽅法と接着効率 ー 対象物質⾒直しに伴う変化、また実態を踏まえ、記載内容の⾒直しの必要性について検討する

第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-8 代表的な排ガス及び排⽔
処理装置の除去率と分解率 ー ⽔スクラバーの情報の追加の必要性を検討する

第Ⅲ部 資料編 4. 排出量の把握等に役⽴つ
データ

4-3 排出係数等の排出量、移動量の
算出に活⽤できるデータ

4-3-8 代表的な排ガス及び排⽔
処理装置の除去率と分解率 ー 微⽣物分解装置について、METI届出外排出量の推計資料（下⽔道処理施設）の紹介⽂の

追記を検討する

継続検討課題
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令和４年度
化管法物質選定用排出係数の検証結果
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添付資料４



現行PRTR物質（462物質）

化審法用途のみ（一般工業用途）

化管法の排出量実績等により選定 300物質
一種：排出量10t又は移動量100t 247物質
二種：排出量1t又は移動量10t 53物質

排出量推計値により選定 77物質
一種：排出量10t 38物質
二種：排出量1t 39物質

化管法対象母集団物質

令和２年見直し時

製造輸入量により選定 110物質
一種：100t （農薬10t） 72

物質
二種：1t 38物質

②
①

③

上記以外により選定 87物質

（一種86物質 二種1物質）

環境モニタリング：一種 19物質、二種 1物質

環境保全施策上必要な物質：一種 67物質

1

化審法用途以外あり

現行PRTR物質以外（現行第二種＋新規物質）

2021年改正に伴う指定化学物質概要

●2021年改正 第一種指定化学物質（PRTR物質） ：515物質
●2021年改正 第二種指定化学物質 ：134物質

上記以外により選定 75物質
（一種72物質 二種3物質）

環境モニタリング：一種 49物質、二種 3物質
オゾン層破壊物質：一種 4物質

環境保全施策上必要な物質：一種 19物質

2021年改正第一種（319物質）
2021年改正第二種（ 56物質）

2021年改正第一種（196物質）
2021年改正第二種（ 78物質）



令和２年８月答申における課題及びその検討について

・「現行の第一種指定化学物質ではない物質のうち、化審法用途のみの物質」の選定については、
現時点で化審法において審議会の議論を経ている排出係数を利用し、物質収支を考慮の上で推計
排出量を算出することとされたが、化管法の物質選定のための適切な排出係数を検討することが必
要である。
・今後の対象物質の見直し等に向けて、化学物質のライフサイクル全体での環境排出等に関する科
学的知見の集積に努め、関係者とも連携しながら、物質選定のための排出係数の設定等を行うこと
が適当である。

令和２年度委託事業における検討内容・結論

・化管法の中長期的課題の検討として、主に 「②現行PRTRデータのない物質のうち、化審法用途のみの物質」を
対象とした、「化管法の物質選定のための適切な排出係数」に関する検討を行った。
・ライフサイクル全体をカバーした現在の化管法物質選定用排出係数の確からしさについては、化管法物質選定用
排出係数を用いて算出された対象物質の排出量と、PRTR届出及び届出外排出量の合計値との比較／検証が
必要。

※答申：特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に 関する法律（平成１１年法律第８６号）第２条第２項に規定する第一種指定化学物
質及び第２条第３項に規定する第二種指定化学 物質の指定について（答申）（令和２年８月）

１．PRTR排出量と令和２年度見直し追加物質選定に用いた排出係数から、製造輸入量等を用いて計算する
排出量（以降、「化管法物質選定用推計排出量」と記載。）との比較を実施し、選定方法の妥当性を検証

２．化審法と化管法の対象範囲の違いについて整理
３．排出量推計に係る信頼性評価の考え方の整理
４．化学物質のグループ化手法の調査

令和３年度委託事業における検討内容・結論
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現行PRTR物質

現行PRTR物質

化審法用途のみ
（一般工業用途）

化管法の排出量実績等により選定
一種：排出量10t又は移動量100t
二種：排出量1t又は移動量10t

排出量推計値により選定
一種：排出量10t
二種：排出量1t

化審法用途以外あり

化管法対象母集団物質

令和２年見直し時

製造輸入量により選定
一種：100t 農薬は10t

二種：1t

②① ③

環境モニタリ オゾン層破壊物質、環境保全施策上必要な物質※ ※一種のみ

現行PRTR物質以外

比
較

令和3年度
選定基準と比較。

令和4年度
選定基準と比較。

3

一般化学物質

化審法用途のみ
（一般工業用途）

化管法物質選定用推計排出量
（化審法用途分排出量：化管法用
途別排出係数×用途別出荷数量）

化管法物質選定用推計排出量
（化審法用途分排出量：化管法用
途別排出係数×用途別出荷数量）

優先化学物質＋一般化学物質

化審法用途のみ
（一般工業用途）

化審法用途のみ
（一般工業用途）

優先化学物質

化管法物質選定用推計排出量
（化審法用途分排出量：化管法用
途別排出係数×用途別出荷数量）



参考：令和３年度実施内容について

【対象物質】
現行PRTR物質かつ化審法優先評価化学物質であって、農
薬用途がなく、化審法届出数値が４年間あり、対象CASが
一致する物質58物質。

【結果】
○排出量10トン以上を上回った物質は55物質。
○10トン未満となった物質は3物質。
これら3物質は、PRTR 排出量においても10 トン未満。
ニトロベンゼンは見直しにおいて移動量（100トン以上）による選定（環
境保全施策上必要な物質でもある）。また、パラ－ニトロクロロベンゼン
及びピロカテコールは環境保全施策上必要な物質として選定。

管理

番号
物質名称

管理

番号
物質名称

2 アクリルアミド 207 ２，６－ジ－ターシャリ－ブチル－４－クレゾール

3 アクリル酸エチル 218 ジメチルアミン

8 アクリル酸メチル 232 Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド

9 アクリロニトリル 240 スチレン

12 アセトアルデヒド 245 チオ尿素

13 アセトニトリル 259 テトラエチルチウラムジスルフィド（別名ジスルフィラム）

18 アニリン 270 テレフタル酸

20 ２－アミノエタノール 271 テレフタル酸ジメチル

35 イソブチルアルデヒド 296 １，２，４－トリメチルベンゼン

36 イソプレン 300 トルエン

37 ４，４’－イソプロピリデンジフェノール（別名ビスフェノール 302 ナフタレン

53 エチルベンゼン 310 ニトリロ三酢酸

58 エチレングリコールモノメチルエーテル 317 ニトロメタン

60 エチレンジアミン四酢酸 318 二硫化炭素

73 １－オクタノール 333 ヒドラジン

76 イプシロン－カプロラクタム 349 フェノール

83 クメン 351 １，３－ブタジエン

84 グリオキサール 391 ヘキサメチレン＝ジイソシアネート

98 クロロ酢酸 392 ヘキサン

123 ３－クロロプロペン（別名塩化アリル） 398 ベンジル＝クロリド（別名塩化ベンジル）

125 クロロベンゼン 400 ベンゼン

127 クロロホルム 401 １，２，４－ベンゼントリカルボン酸１，２－無水物

128 クロロメタン（別名塩化メチル） 411 ホルムアルデヒド

134 酢酸ビニル 415 メタクリル酸

150 １，４－ジオキサン 423 メチルアミン

157 １，２－ジクロロエタン 436 アルファ－メチルスチレン

448 メチレンビス（４，１－フェニレン）＝ジイソシアネート

455 モルホリン

ジナトリウム＝２，２’－ビニレンビス［５－（４－モルホリノ

－６－アニリノ－１，３，５－トリアジン－２－イルアミノ）

ベンゼンスルホナート］（別名ＣＩフルオレスセント２６０）

199

管理番号 物質名称
PRTR排出量

（4年平均）［t/y］

PRTR移動量

（4年平均）［t/y］

314 パラ－ニトロクロロベンゼン 0.2 4.8

316 ニトロベンゼン 2.4 220.6

343 ピロカテコール（別名カテコール） 1.0 49 2

○化管法物質選定用推計排出量が10トン以上となった物質（55物質）

○化管法物質選定用推計排出量が10トン未満となった物質（3物質）

【実施内容】
化管法物質選定用推計排出量について、2021年見直し
時選定基準（排出量10トン）を比較。

※本内容については令和3年度委託事業報告書に記載されている。

現行PRTR物質を用いて2021年見直し選定方法②の
妥当性を確認。

4

【結論】
今回比較した情報の中では、物質選定において化管法物質
選定用推計排出量の数値を用いることの有効性が確認でき
た。



令和４年度実施内容について
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令和４年度実施内容について

 令和３年度検証物質も併せて、現行PRTR物質（化審法一特等物質除外した450物質）を用いて、2021年見直し選
定方法②の妥当性を検証するために、化管法物質選定用推計排出量（以降、化管法推計排出量と記載。）について、
選定基準（排出量10トン）と比較した。

 妥当性の検証にあたっては、PRTR排出量※及び化管法推計排出量のスコープの違いに留意し、可能な限りそれぞれの排出
量の比較可能性を高めるために、化審法除外用途（農薬等）を含む物質の排出量は、PRTR届出外排出量から当該用
途の排出量を除外した排出量（以降、「PRTR排出量（検証用）」と記載。）を算出し、検証に用いた。

6

PRTR排出量
（届出＋届出外）

化管法推計排出量

化学物質の排出量

化管法推計排出量には含まれない観点

 化審法対象用途外からの排出量
 自家消費（自社内中間物）分の排出量
 試験研究用分の排出量
 副生成分の排出量
 特別要件施設分の排出量
 土壌への排出量
 輸入製品中からの排出量

PRTR排出量には含まれない観点

 一部の長期使用製品の家庭等使用段階か
らの排出量

 一部の廃棄段階からの排出量

※PRTR排出量＝PRTR届出排出量（事業者からの届出量）＋PRTR届出外推計排出量（国による推計排出量）



（参考）PRTR排出量（検証用）の算出方法
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 PRTR排出量及び化管法推計排出量のスコープの違いに留意し、可能な限りそれぞれの排出量の比較可能性を高めるため届出外推計結果の整理を行った。具体的
な方法は以下のとおり。

 化審法スクリーニング評価における専門家による詳細評価と判断基準※の「スクリーニング評価における専門家による詳細評価と判断基準に用いるPRTR届出外排出
源」における分類を用いて、届出外推計結果から、化審法の規制対象となっていない農薬、医薬品などの用途からの排出量を差し引いた。
※https://www.meti.go.jp/shingikai/kagakubusshitsu/anzen_taisaku/pdf/2021_03_02_s01.pdf

 下水処理施設からの届出外推計について、化管法排出係数は「水域」のみしか記載がなく、下水処理施設からの排出に対応しているものではないと判断し、対象外と
した。

 なお、以下に記載のない「一般廃棄物処理施設」については、化管法排出係数において廃棄段階が加味されていることを踏まえて対象とした。



ライフサイクルスコープの整理

 分析の観点において「PRTR排出量（検証用）」と「化管法物質選定推計排出量」の比較においては、主に対象とするライフ
サイクルのスコープの違いがあるため、その差異を明らかにした上で考察することが重要である。

8※化管法物質選定用排出係数は、有効数字考慮前の値（審議会資料では、有効数字1桁で整理されている）

PRTR排出量の主なライフサイクルスコープ

用途によっては、廃棄段階から
多く排出される場合があるため、
長期～廃棄段階の寄与を把
握するは比較検証結果の考察
において重要である（次頁）

一部の用途のみ

化管法
推計排出量

PRTR
排出量

製造段階 調合段階
工業的・家庭
使用段階

長期使用製品
使用段階

廃棄段階



ライフサイクルスコープの整理

 化管法における物質選定用の排出係数のうち、廃棄段階の排出係数の割合が高い用途について、降順に整理したものを
以下に示す。なお、各化審法用途分類におけるフロー分類は「化管法物質選定用排出係数の設定方法の詳細」記載の分
類に拠った。

9

廃棄段階の排出係数が大きなウエイトを占めるもの

用途
番号

用途分類
フロー
分類

①化管法物質
選定排出係数

②廃棄段階
の排出係数

割合
(②/①)

16
印刷インキ、複写用薬剤（トナー等） [筆記
用具、レジストインキ用を含む]

3 0.09108 0.09000 98.8%

11 着色剤（染料、顔料、色素、色材） 3 0.01007 0.00983 97.6%
39 電池材料（一次電池、二次電池） 3 0.02870 0.02800 97.6%
26 紙・パルプ薬品 3 0.09494 0.08964 94.4%

36
作動油、絶縁油、プロセス油、潤滑油剤（エン
ジン油、軸受 油、圧縮機油、グリース等）

1 0.00753 0.00710 94.3%

10 化学プロセス調節剤 1 0.01040 0.00970 93.3%
28 合成ゴム、ゴム用添加剤、ゴム用加工助剤 3 0.00810 0.00755 93.2%
31 陶磁器、耐火物、ファインセラミックス 3 0.03310 0.03050 92.1%

27
プラスチック、プラスチック添加剤、プラスチック加
工助剤

3 0.01064 0.00960 90.2%

30 ガラス、ほうろう、セメント 3 0.01220 0.01080 88.5%
23 接着剤、粘着剤、シーリング材 3 0.00930 0.00820 88.2%
32 研削砥石、研磨剤、摩擦材、固体潤滑剤 3 0.02412 0.02052 85.1%

38
電気・電子材料 [対象材料等の製造用プロセ
ス材料を含む]

3 0.00728 0.00608 83.5%

33 金属製造加工用資材 3 0.03172 0.02572 81.1%
43 不凍液 1 0.00910 0.00710 78.0%
29 皮革処理剤 3 0.01190 0.00920 77.3%
34 表面処理剤 1 0.06113 0.04613 75.5%
35 溶接材料、ろう接材料、溶断用材料 1 0.06200 0.04600 74.2%
15 塗料、コーティング剤 [プライマーを含む] 3 0.00408 0.00258 63.2%
42 熱媒体 1 0.01205 0.00705 58.5%

37
金属加工油（切削油、圧延油、プレス油、熱
処理油等）、防 錆油

1 0.01280 0.00700 54.7%

24 フォトレジスト材料、写真材料、印刷版材料 1 0.01757 0.00957 54.5%
40 水処理剤 1 0.01861 0.00921 49.5%
12 水系洗浄剤1  《工業用途》 1 0.02010 0.00950 47.3%

用途
番号

用途分類
フロー
分類

①化管法物質
選定排出係数

②廃棄段階
の排出係数

割合
(②/①)

41 乾燥剤、吸着剤 1 0.03150 0.00950 30.2%
46 分離・精製プロセス剤 1 0.03250 0.00950 29.2%
5 クリーニング洗浄用溶剤 《洗濯業での用途》 1 0.02710 0.00700 25.8%
18 殺生物剤1  [成形品に含まれ出荷されるもの] 3 0.03097 0.00797 25.7%
7 工業用溶剤 1 0.02765 0.00695 25.1%

19
殺生物剤2  [工程内使用で成形品に含まれ
ないもの]《工業用途》

1 0.04788 0.00788 16.5%

44
建設資材添加物（コンクリート混和剤、木材
補強含浸剤等）

3 0.01720 0.00220 12.8%

25
合成繊維、繊維処理剤 [不織布処理を含
む]

3 0.05032 0.00632 12.6%

6 その他の洗浄用溶剤 1 0.06690 0.00660 9.9%
4 金属洗浄用溶剤 1 0.20598 0.00590 2.9%
20 殺生物剤3 《家庭用・業務用の用途》 2 0.28548 0.00548 1.9%

2
塗料用・ワニス用・コーティング剤用・印刷インキ
用・複写用・殺生物剤用溶剤

1 0.30477 0.00469 1.5%

3 接着剤用・粘着剤用・シーリング材用溶剤 1 0.40415 0.00395 1.0%

45
散布剤、埋立処分前処理薬剤（融雪剤、土
壌改良剤、消火剤等）

1 0.75093 0.00093 0.1%

17 船底塗料用防汚剤、漁網用防汚剤 3 0.90113 0.00093 0.1%
1 中間物 1 0.00130 0 0.0%
8 エアゾール用溶剤 1 1 0 0.0%
9 その他の溶剤 1 1 0 0.0%
13 水系洗浄剤2  《家庭用・業務用の用途》 2 1 0 0.0%
14 ワックス（床用、自動車用、皮革用等） 2 1 0 0.0%
21 火薬類[煙火を含む] 1 0.00280 0 0.0%
22 芳香剤、消臭剤 2 1 0 0.0%
47 燃料、燃料添加剤 2 0.00005 0 0.0%
98 その他の原料、その他の添加剤 - 1 0 0.0%
99 輸出用 - 0 0 ー

※化管法物質選定用排出係数は、有効数字考慮前の値（審議会資料では、有効数字1桁で整理されている）

廃棄段階の
寄与に相当



比較対象物質の全体像
 以下の①～⑦に分けて比較を行った。比較にあたっては、化審法における指定状況（優先化学物質／一般化学物質）、

農薬用途の有無、CAS番号の単一／複数で整理した。

 なお、第一種／第二種特定化学物質、監視化学物質、また、副生成物としての排出が主であり、化審法の製造・輸入が行
われていない「ダイオキシン類」については比較の対象外とした。

10
※令和3年度検討物質のうち、除外・2種移行の5物質を除いた

化審法用途のみ
（一般工業用途）

53物質 72物質

農薬
用途なし

優先評価物質 103物質

CAS一致物質
CAS

単一物質

一般化学物質 206物質

化審法用途のみ
（農薬用途なし）

CAS
複数物質

101物質

現行PRTR物質 （462物質） ※農薬用途あり145物質
検証対象外：第一種特定化学物質 6物質、第二種特定化学物質 3物質、監視化学物質 2物質、ダイオキシン類 1物質

42物質 8物質

101物質

29物質

CAS
単一物質

CAS
複数物質

4物質

農薬用途あり

105物質

141物質
・除外物質 86物質（優先7物質）

・二種移行物質 55物質

農薬用途あ
り

②①※ ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

移行・
除外

比較パターン

令和4年度
選定基準と比較。

２.一般化学物質の検証
（農薬用途なし）令和3年度検証 １.優先評価物質についての検証

４.除外物質、二種移行物質の検証

３.一般化学物質の検証
（農薬用途あり）



比較検証内容

 化管法推計排出量を2021年見直し時選定基準（排出量10トン）及びPRTR排出量（検証用）と比較した場合、以下
の(a)～(d)に分類することができる。(a)及び(d）については、PRTR排出量（検証用）と推計排出量の結果が一致してい
る物質である。

 令和２年に実施した化管法対象物質の選定において排出量10トン以上を選定基準とし、PRTR排出量が10トン以上の物
質を対象物質として選定していることから、(c) PRTR排出量（検証用）10トン以上かつ推計排出量10トン未満の物質に
ついて、差異が出た理由を考察した。

11

化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a) (c)

10トン未満 (b) (d)

どのような理由で、差異が生じているのかを
PRTR排出量及び化管法推計排出量の
スコープの違いを考慮しながら考察



１.優先評価物質についての検証

12



１.優先評価物質についての検証

 比較パターン②については、 (c) PRTR排出量10トン以上かつ推計排出量10トン未満に該当する物質は存在しなかった。

 比較パターン③については、 (c) PRTR排出量10トン以上かつ推計排出量10トン未満の物質は2物質となった（詳細な分
析は、p.30）。

13

②優先／農薬用途なし
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)27物質 (c)0物質

10トン未満 (b)6物質 (d)9物質

③優先／農薬用途あり
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)3物質 (c)2物質

10トン未満 (b)2物質 (d)1物質

優先評価物質について検証結果

化審法用途のみ
（一般工業用途）

53物質 72物質

農薬
用途なし

優先評価物質 103物質

CAS一致物質
CAS

単一物質

一般化学物質 206物質

化審法用途のみ
（農薬用途なし）

CAS
複数物質

101物質

現行PRTR物質 （462物質） ※農薬用途あり145物質
検証対象外：第一種特定化学物質 6物質、第二種特定化学物質 3物質、監視化学物質 2物質、ダイオキシン類 1物質

42物質 8物質

101物質

29物質

CAS
単一物質

CAS
複数物質

4物質

農薬用途あり

105物質

141物質
・除外物質 86物質（優先7物質）

・二種移行物質 55物質

農薬用途あり

②① ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

移行・
除外

比較パターン

令和4年度
選定基準と比較。

２.一般化学物質の検証
（農薬用途なし）

令和3年度検証 １.優先評価物質についての検証

４.除外物質、二種移行物質の検証

３.一般化学物質の検証
（農薬用途あり）



１.優先評価物質についての検証

 推計排出量が選定基準（排出量10トン）を上回った物質は33物質（下表参照）。

 そのうち、 PRTR排出量（検証用）が10トン未満となった物質は6物質。詳細は次ページへ。
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比較パターン②：42物質
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)27物質 (c)0物質

10トン未満 (b)6物質 (d)9物質

（１）農薬の用途がない物質（比較パターン②：42物質）

管理番号 物質名
4 アクリル酸及びその水溶性塩
7 アクリル酸ブチル

30
直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩（アルキル基の炭素
数が１０から１４までのもの及びその混合物に限る。）

65 エピクロロヒドリン
68 １，２－エポキシプロパン

74
パラ－アルキルフェノール（アルキル基の炭素数が８のものに限
る。）

80 キシレン
86 クレゾール
88 六価クロム化合物
94 クロロエチレン
104 クロロジフルオロメタン
178 １，２－ジクロロプロパン
181 ジクロロベンゼン
186 ジクロロメタン
190 ジシクロペンタジエン
210 ２，２－ジブロモ－２－シアノアセトアミド
224 Ｎ，Ｎ－ジメチルドデシルアミン＝Ｎ－オキシド
257 アルカノール（炭素数が１０のものに限る。）

管理番号 物質名
273 １－ドデカノール
275 ドデシル硫酸ナトリウム
277 トリエチルアミン
297 １，３，５－トリメチルベンゼン
298 トリレンジイソシアネート
309 ニッケル化合物
336 ヒドロキノン
348 フェニレンジアミン
355 フタル酸ビス（２－エチルヘキシル）
384 １－ブロモプロパン
389 ヘキサデシルトリメチルアンモニウム＝クロリド
405 ほう素化合物

407
ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル（アルキル基の炭素数
が１２から１５までのもの及びその混合物に限る。）

410
ポリ（オキシエチレン）＝アルキルフェニルエーテル（アルキル基の
炭素数が９のものに限る。）

460 りん酸トリトリル



１.優先評価物質についての検証

 推計排出量10トン以上の33物質のうち、 PRTR排出量（検証用）が10トン未満となった物質の6物質は下表のとおり。

 モニタリング検出物質が2物質、環境保全物質（優先評価）が2物質、排出量該当物質が1物質、移動量該当物質が1
物質。排出量該当物質の主な排出源は以下の通り。

– アルカノール（炭素数が１０のものに限る。）：化審法除外用途（農薬）からの10トン以上（109トン）
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比較パターン②：42物質
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)27物質 (c)0物質

10トン未満 (b)6物質 (d)9物質（１）農薬の用途がない物質（比較パターン②：42物質）

管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量
（検証用）

（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量
（4年平均）[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検出）

選定理由※

74
パラ－アルキルフェノール（アルキル基の炭素数が８のもの
に限る。）

0.35 0 0 60.3 YY モニタリング

257 アルカノール（炭素数が１０のものに限る。） 0.66 0 1 58.3 YY 排出量※

298 トリレンジイソシアネート 1.6 1.9 4 136.7 Y 移動量

336 ヒドロキノン 3.2 0.17 3 78.6 YY モニタリング

348 フェニレンジアミン 3.1 0 3 40.8 ND 優先評価

460 りん酸トリトリル 0.48 1.1 2 87.9 Y 優先評価

※排出量該当物質は、化審法除外用途を除く前の排出量で選定されている



１.優先評価物質についての検証

 推計排出量が選定基準（排出量10トン）未満となった物質は9物質。

 ９物質全てがPRTR排出量（検証用）も10トン未満となった（下表参照）。

 モニタリング検出物質が5物質、排出量該当物質が3物質、環境保全物質（優先）が1物質。排出量該当物質の主な排
出源は以下の通り。

– アクロレイン：化審法除外用途（自動車、特殊自動車等）からの10トン以上（407トン）

– テトラメトリン：化審法除外用途（殺虫剤）からの10トン以上（20トン）

– ジニトロトルエン：下水処理施設からの10トン以上（14.5トン）
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比較パターン②：42物質
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)27物質 (c)0物質

10トン未満 (b)6物質 (d)9物質（１）農薬の用途がない物質（比較パターン②：42物質）

管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検
証用）

（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量
（4年平均）[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検出）

選定理由※

10 アクロレイン 2.3 0 2.3 0.9 YY 排出量

66 １，２－エポキシブタン 0.7 0 0.7 0.5 ND 化審法優先評価

89 クロロアニリン 0.1 0 0.1 24.6 YY モニタリング

153

シクロヘキサ－１－エン－１，２－ジカルボキシイミドメチ
ル＝（１ＲＳ）－シス－トランス－２，２－ジメチル－
３－（２－メチルプロパ－１－エニル）シクロプロパンカル
ボキシラート（別名テトラメトリン）

0 8.8 8.8 0.1 排出量

160 ３，３’－ジクロロ－４，４’－ジアミノジフェニルメタン 0.2 0 0.2 17.8 YY モニタリング

200 ジニトロトルエン 0.50 0 0.50 9.7 ND 排出量

223 Ｎ，Ｎ－ジメチルドデシルアミン 0.1 0 0.1 0.1 YY モニタリング

299 トルイジン 0.04 0 0.04 53.3 YY モニタリング

446 ４，４’－メチレンジアニリン 0.001 0 0.001 80.6 YY モニタリング

※排出量該当物質は、化審法除外用途を除く前の排出量で選定されている



１.優先評価物質についての検証

 推計排出量10トン以上が5物質、10トン未満が3物質。

 推計排出量が10トン未満の物質のうち、 PRTR排出量（検証用）10トン以上となったのは２物質となった。

– 当該物質に関する用途等の詳細な分析結果は、p.30。

 PRTR排出量（検証用）10トン未満の排出量該当物質の主な排出源は以下の通り。

– マンネブ：化審法除外用途（農薬）からの10トン以上（278トン）

– １，３－ジクロロプロペン：化審法除外用途（農薬）からの10トン以上（8710トン）

– チウラム：化審法除外用途（農薬）からの10トン以上（218トン）
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比較パターン③：8物質
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)5物質 (c)2物質

10トン未満 (b)0物質 (d)1物質（２）農薬の用途がある物質（比較パターン③：8物質）

※排出量該当物質は、化審法除外用途を除く前の排出量で選定されている

管理番号 物質名

PRTR届出排出
量

（4年平均）
[t/y]

PRTR届出外
推計排出量
（4年平均）

[t/y]

PRTR排出量
（検証用）
（4年平均）

[t/y]

PRTR届出移動
量（4年平均）

[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検

出）
選定理由※ 推計排出量

56 エチレンオキシド 138.2 1.0 139.2 72.4 YY 排出量 10トン以上

61
Ｎ，Ｎ’－エチレンビス（ジチオカルバミン酸）マン
ガン（別名マンネブ）

0 0 0 1.6 YY 排出量 10トン以上

144
無機シアン化合物（錯塩及びシアン酸塩を除
く。）

173.6 2.5 176.0 109.2 YY 排出量 10トン以上

179 １，３－ジクロロプロペン 4.6 0 4.6 289.3 YY 排出量 10トン未満

268
テトラメチルチウラムジスルフィド（別名チウラム又は
チラム）

1.0 0.8 1.8 34.5 YY 排出量 10トン以上

329
ビス（Ｎ，Ｎ－ジメチルジチオカルバミン酸）Ｎ，
Ｎ’－エチレンビス（チオカルバモイルチオ亜鉛）
（別名ポリカーバメート）

0 241.2 241.2 2.1 ND 排出量 10トン以上

386 ブロモメタン 123.3 0 123.3 5.4 YY 排出量 10トン未満

428
Ｎ－メチルカルバミン酸２－セカンダリ－ブチルフェ
ニル

0 18.3 18.3 0.2 YY 排出量 10トン未満



２.一般化学物質（農薬用途なし）
についての検証
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２. 一般化学物質（農薬用途なし）の検証

 比較パターン④については、 (c) PRTR排出量（検証用）10トン以上かつ推計排出量10トン未満の物質は12物質となっ
た（詳細な分析はp.30）。

 比較パターン⑤については、 (c) PRTR排出量（検証用）10トン以上かつ推計排出量10トン未満の物質は6物質となった
（詳細な分析はp.30）。

19

比較パターン④
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)10物質 (c)12物質

10トン未満 (b)16物質 (d)34物質

比較パターン⑤
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)10物質 (c)6物質

10トン未満 (b)5物質 (d)8物質

一般化学物質（化審法用途のみ）についての検証結果

化審法用途のみ
（一般工業用途）

53物質 72物質

農薬
用途なし

優先評価物質 103物質

CAS一致物質
CAS

単一物質

一般

化審法用途のみ
（農薬用途なし）

CAS
複数物質

101物質

現行PRTR物質 （462物質） ※農薬用途あり145物質
検証対象外：第一種特定化学物質 6物質、第二種特定化学物質 3物質、監視化学物質 2物質、ダイオキシン類 1物質

42物質 8物質

101物質

29物質

CAS
単一物質

CAS
複数物質

4物質

農薬用途あり

105物質

141物質
・除外物質 86物質（優先7物質）

・二種移行物質 55物質

農薬用途あり

②① ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

移行・
除外

比較パターン

令和4年度
選定基準と比較。

２.一般化学物質の検証
（農薬用途なし）

令和3年度検証 １.優先評価物質についての検証

４.除外物質、二種移行物質の検証

３.一般化学物質の検証
（農薬用途あり）



２.一般化学物質（農薬用途なし）の検証

 推計排出量が選定基準（10トン）を上回った物質は26物質。

 そのうち、PRTR排出量（検証用）が10トン未満の物質が16物質（詳細は下表参照） 。

 モニタリング検出物質が5物質、排出量該当物質が2物質、移動量該当物質が6物質、環境保全物質が3物質。排出量該
当物質の主な排出源は以下の通り。

– ヘキサメチレンテトラミン：化審法除外用途（農薬）からの10トン以上（78.4トン）。

– ベンズアルデヒド：化審法除外用途（自動車、特殊自動車等）からの10トン以上（406トン）。
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（１）CAS単一物質（比較パターン④：72物質）

管理番
号

物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検
証用）

（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量
（4年平均）

[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検

出）
選定理由※

14 アセトンシアノヒドリン 0.8 0 0.8 0.0 
環境保全（環境基
準、排水基準）

28 アリルアルコール 3.2 0 3.2 87.4 YY モニタリング

34
３－イソシアナトメチル－３，５，５－トリメチルシクロヘ
キシル＝イソシアネート

0.0 0 0.0 15.9 ND
環境保全
（黒本・環境リスク初
期評価（人））

79 ２，６－キシレノール 0.9 0 0.9 148.8 ND 移動量
188 Ｎ，Ｎ－ジシクロヘキシルアミン 5.4 0 5.4 227.6 YY 移動量

203 ジフェニルアミン 0.0 0 0.0 40.7 ND
環境保全（黒本・環
境リスク初期評価
（生態））

219 ジメチルジスルフィド 0.6 0 0.6 0.0 YY モニタリング

230
Ｎ－（１，３－ジメチルブチル）－Ｎ’－フェニル－パラ
－フェニレンジアミン

0.1 0 0.1 201.8 ND 移動量

258
１，３，５，７－テトラアザトリシクロ［３．３．１．
１（３，７）］デカン（別名ヘキサメチレンテトラミン）

1.0 0 1.0 2194.3 YY 排出量

342 ピリジン 5.5 0 5.5 276.2 YY 移動量
390 ヘキサメチレンジアミン 4.2 0 4.2 2.2 YY モニタリング
397 ベンジリジン＝トリクロリド 0 0 0 3.7 YY モニタリング
399 ベンズアルデヒド 0.1 0 0.1 10.3 YY 排出量
403 ベンゾフェノン 0.0 0 0.0 0.4 YY モニタリング
413 無水フタル酸 2.4 0 2.4 129.3 移動量
461 りん酸トリフェニル 0.2 0.2 0.4 362.5 YY 移動量

※排出量該当物質は、化審法除外用途を除く前の排出量で選定されている

比較パターン④：72物質
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)10物質 (c)12物質

10トン未満 (b)16物質 (d)34物質



２.一般化学物質（農薬用途なし）の検証

 推計排出量が選定基準（10トン）未満となった物質は46物質。

 そのうち、PRTR排出量（検証用）が10トン以上の物質は12物質。詳細は下表参照。

– 当該物質に関する用途等の詳細な分析結果は、p.30。
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比較パターン④：72物質
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)10物質 (c)12物質

10トン未満 (b)16物質 (d)34物質

（１）CAS単一物質（比較パターン④：72物質）

管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検
証用）

（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量
（4年平均）[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検

出）
備考

15 アセナフテン 11.8 0 11.8 24.8 ND

103 １－クロロ－１，１－ジフルオロエタン 21.7 291.9 313.7 39.1 YY オゾン層破壊物質

126 クロロペンタフルオロエタン 0 11.3 11.3 0.0 オゾン層破壊物質

158 １，１－ジクロロエチレン 68.4 0 68.4 254.5 YY
環境保全（環境基準、
排水基準、環境リスク初
期評価、黒本）

161 ジクロロジフルオロメタン 2.0 530.7 532.6 0.0 YY オゾン層破壊物質

164 ２，２－ジクロロ－１，１，１－トリフルオロエタン 55.1 148.3 203.5 0.7 YY オゾン層破壊物質

176 １，１－ジクロロ－１－フルオロエタン 16.0 732.0 748.0 6.0 YY オゾン層破壊物質

279 １，１，１－トリクロロエタン 18.9 0 18.9 0.1 YY

環境保全（環境基準、
排水基準、環境リスク初
期評価、オゾン層破壊
物質）

280 １，１，２－トリクロロエタン 10.5 0 10.5 148.4 YY
環境保全（環境基準、
排水基準

288 トリクロロフルオロメタン 2.9 815.4 818.3 5.0 YY オゾン層破壊物質

356 フタル酸ブチル＝ベンジル 38.5 0.4 38.9 4.0 YY
環境保全（環境リスク
初期評価、黒本））

382 ブロモトリフルオロメタン 9.3 8.4 17.7 0.8 オゾン層破壊物質



２.一般化学物質（農薬用途なし）の検証

 推計排出量が選定基準（10トン）未満となった物質は46物質。

 そのうち、PRTR排出量（検証用）も10トン未満の物質は34物質。詳細は下表参照。

 排出量該当物質の主な排出源は以下の通り。

– ジブロモクロロメタン：水道、下水処理施設からの10トン以上（47.4トン）

– ブロモジクロロメタン：水道、下水処理施設からの10トン以上（51.3トン）
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（１）CAS単一物質（比較パターン④：72物質）

管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検
証用）

（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量
（4年平均）[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検出）

選定理由※

23 パラ－アミノフェノール 0.00 0 0.00 0.9 Y
環境保全（黒本、排水基準、環境リスク初期評
価）

32 アントラセン 1.7 0 1.7 5.1 YY モニタリング
33 石綿 4.6 0.04 4.6 445.7 移動量
78 ２，４－キシレノール 0.1 0 0.1 9.5 YY モニタリング
81 キノリン 0.1 0 0.1 9.7 YY モニタリング
85 グルタルアルデヒド 0.1 0 0.1 1.9 YY モニタリング
105 ２－クロロ－１，１，１，２－テトラフルオロエタン 1.5 0 1.5 0.0 オゾン層破壊物質
121 パラ－クロロフェノール 0.02 0 0.02 0.5 YY モニタリング
143 ４，４’－ジアミノジフェニルエーテル 0 0 0 31.4 YY モニタリング
159 シス－１，２－ジクロロエチレン 4.8 0 4.8 164.2 YY 移動量
177 ジクロロフルオロメタン 3.6 0 3.6 0.0 オゾン層破壊物質
201 ２，４－ジニトロフェノール 0.1 0 0.1 41.7 YY モニタリング
209 ジブロモクロロメタン 0 0 0 0.0 YY 排出量
287 ２，４，６－トリクロロフェノール 0 0 0 0.0 YY モニタリング
289 １，２，３－トリクロロプロパン 0.2 0 0.2 19.8 YY モニタリング
292 トリブチルアミン 1.3 0 1.3 144.0 移動量
304 鉛 0.8 0.004 0.8 274.5 YY 移動量
308 ニッケル 3.3 0 3.3 377.0 YY 移動量
312 オルト－ニトロアニリン 0 0 0 183.0 YY 移動量
319 １－ノナノール 0.8 0 0.8 0.6 YY モニタリング
337 ４－ビニル－１－シクロヘキセン 1.2 0 1.2 151.1 YY 移動量
340 ビフェニル 0.6 0 0.6 152.9 YY 移動量
341 ピペラジン 1.7 0 1.7 24.2 YY モニタリング
346 ２－フェニルフェノール 0.002 7.2 7.2 151.6 ND 移動量
347 Ｎ－フェニルマレイミド 0.01 0 0.01 140.7 移動量
375 ２－ブテナール 0.6 0 0.6 0.0 YY モニタリング
380 ブロモクロロジフルオロメタン 0 0 0 0.0 ND オゾン層破壊物質
381 ブロモジクロロメタン 0 0 0 0.0 YY 排出量
385 ２－ブロモプロパン 4.7 0 4.7 15.8 YY モニタリング
393 ベタナフトール 0.2 0 0.2 17.2 YY モニタリング
439 ３－メチルピリジン 1.3 0 1.3 119.9 YY 移動量
458 りん酸トリス（２－エチルヘキシル） 0.1 0 0.1 25.5 ND 環境保全（環境基準、排水基準）
459 りん酸トリス（２－クロロエチル） 0 0 0 0.0 ND 環境保全（環境基準、排水基準）
462 りん酸トリブチル 0.01 0 0.01 15.7 YY モニタリング

モニタリング ：15物質
排出量 ：2物質
移動量 ：11物質
オゾン層破壊物質：3物質
環境保全 ：3物質

比較パターン④：72物質
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)10物質 (c)12物質

10トン未満 (b)16物質 (d)34物質

※排出量該当物質は、化審法除外用途を除く前の排出量で選定されている



２.一般化学物質（農薬用途なし）の検証

 推計排出量が選定基準（ 10 トン）を上回った物質は15物質。そのうち、 PRTR排出量（検証用）が10トン未満の物
質が5物質。

 モニタリング検出物質が3物質、排出量該当物質が1物質、移動量該当物質が1物質。

 排出量該当物質の主な排出源は以下の通り。

– コバルト及びその化合物：下水処理施設からの10トン以上（13.6トン）
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（１）CAS複数物質（比較パターン⑤：29物質）

比較パターン⑤：29物質
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)10物質 (c)6物質

10トン未満 (b)5物質 (d)8物質

管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検証
用）

（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量
（4年平均）[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検出）

選定理由※

29 １－アリルオキシ－２，３－エポキシプロパン 0.4 0 0.4 63.7 YY モニタリング

132 コバルト及びその化合物 6.4 1.4 7.8 253.9 YY 排出量

239 有機スズ化合物 5.4 0.1 5.5 31.5 YY モニタリング

265 テトラヒドロメチル無水フタル酸 1.0 0 1.0 186.8 移動量

320
アルキルフェノール（アルキル基の炭素数が９のものに限
る。）

1.2 0.01 1.2 51.0 YY モニタリング

※排出量該当物質は、化審法除外用途を除く前の排出量で選定されている



２.一般化学物質（農薬用途なし）の検証

 推計排出量が選定基準（10トン）未満となった物質は14物質。

 そのうち、PRTR排出量（検証用）が10トン以上の物質は6物質。

– モニタリング検出物質は5物質、環境保全物質が3物質、オゾン層破壊物質が1物質、移動量該当物質が1物質。
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（１）CAS複数物質（比較パターン⑤：29物質）

※排出量該当物質は、化審法除外用途を除く前の排出量で選定されている

比較パターン⑤：29物質
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)10物質 (c)6物質

10トン未満 (b)5物質 (d)8物質

 推計排出量が選定基準（10トン）未満となった物質は14物質。

 そのうち、PRTR排出量（検証用）も10トン未満の物質は8物質。

– モニタリング検出物質は5物質、環境保全物質が1物質、オゾン層破壊物質が1物質、移動量該当物質が1物質。

管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検証
用）

（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量
（4年平均）[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検出）

選定理由

44 インジウム及びその化合物 0.4 0 0.4 17.6 ND
環境保全（環境リスク
初期評価）

156 ジクロロアニリン 0 0 0 0.2 YY モニタリング
163 ジクロロテトラフルオロエタン 0 0 0 0.0 YY モニタリング
211 ジブロモテトラフルオロエタン 0 0.1 0.1 0.0 ND オゾン層破壊物質
237 水銀及びその化合物 0.5 0 0.5 0.2 YY モニタリング
284 トリクロロトリフルオロエタン 5.0 0 5.0 0.0 YY モニタリング
290 トリクロロベンゼン 0.7 0 0.7 194.1 YY 移動量
394 ベリリウム及びその化合物 0.01 0 0.01 0.0 YY モニタリング

管理番
号

物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検
証用）

（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量
（4年平均）

[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検

出）

オゾン層破壊物質／

環境保全施策上
必要な物質

75 カドミウム及びその化合物 60.9 0.2 61.1 149.0 YY 環境基準、排水基準

106 クロロトリフルオロエタン 20.8 0 20.8 16.0 オゾン層破壊物質

242 セレン及びその化合物 18.0 0 18.0 40.3 YY
排水基準、環境リスク

初期評価
321 バナジウム化合物 13.1 0 13.1 1659.1 YY

332 砒素及びその無機化合物 1074.4 0 1074.4 215.5 YY
環境基準、優先取組、

排水基準
438 メチルナフタレン 129.3 1.6 130.8 163.0 YY



３.一般化学物質（農薬用途あり）
についての検証
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３.一般化学物質（農薬用途あり）の検証

 比較パターン⑥については、 PRTR排出量（検証用）10トン以上かつ推計排出量10トン未満の物質の物質は2物質と
なった（詳細な分析はp.30）。

 比較パターン⑦については、 PRTR排出量（検証用）10トン以上かつ推計排出量10トン未満の物質は存在しなかった。
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比較パターン⑥
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)0物質 (c)2物質

10トン未満 (b)2物質 (d)97物質

比較パターン⑦
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)1物質 (c)0物質

10トン未満 (b)0物質 (d)3物質

一般化学物質（農薬用途あり）についての検証結果

化審法用途のみ
（一般工業用途）

53物質 72物質

農薬
用途なし

優先評価物質 103物質

CAS一致物質
CAS

単一物質

一般化学物質 206物質

化審法用途のみ
（農薬用途なし）

CAS
複数物質

101物質

現行PRTR物質 （462物質） ※農薬用途あり145物質
検証対象外：第一種特定化学物質 6物質、第二種特定化学物質 3物質、監視化学物質 2物質、ダイオキシン類 1物質

42物質 8物質

101物質

29物質

CAS
単一物質

CAS
複数物質

4物質

農薬用途あり

105物質

141物質
・除外物質 86物質（優先7物質）

・二種移行物質 55物質

農薬用途あり

②① ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

移行・
除外

比較パターン

令和4年度
選定基準と比較。

２.一般化学物質の検証
（農薬用途なし）

令和3年度検証 １.優先評価物質についての検証

４.除外物質、二種移行物質の検証

３.一般化学物質の検証
（農薬用途あり）



３.一般化学物質（農薬用途あり）の検証

 推計排出量が選定基準（10トン）を上回った物質は2物質（詳細は下表参照）。

 2物質とも排出量該当物質であり、主な排出源は以下の通り。

– ３－（３，４－ジクロロフェニル）－１，１－ジメチル尿素：化審法除外用途（農薬）からの10トン以上（136トン）

– ビス（Ｎ，Ｎ－ジメチルジチオカルバミン酸）亜鉛：化審法除外用途（農薬）からの10トン以上（62トン）

 推計排出量が選定基準（10トン）未満の物質が99物質。

– そのうち、PRTR排出量（検証用）が10トン以上の物質は2物質（下表参照）。

– 推計排出量が選定基準（10トン）未満かつPRTR排出量（検証用）10トン未満の物質は97物質。

– そのうち96物質は化審法除外用途（主に農薬）を含めたPRTR排出量が10トン以上となるため、選定されている。
化審法除外用途を含めたPRTR排出量が10トン未満の物質は1物質（選定理由：環境保全）。
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（１）CAS単一物質（比較パターン⑥：101物質）

比較パターン⑥：101物質
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)0物質 (c)2物質

10トン未満 (b)2物質 (d)97物質

管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検証用）
（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量
（4年平均）[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検出）

169 ３－（３，４－ジクロロフェニル）－１，１－ジメチル尿素 0.05 0 0.05 3.6 ND
328 ビス（Ｎ，Ｎ－ジメチルジチオカルバミン酸）亜鉛 0.002 0 0.002 9.6 ND

管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検証
用）

（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量
（4年平均）[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検出）

48
Ｏ－エチル＝Ｏ－４－ニトロフェニル＝フェニルホスホノチオアー
ト

24 0 24 0.0 YY

427 Ｎ－メチルカルバミン酸１－ナフチル 0 12.0 12.0 0.7 YY

管理番
号

物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検
証用）

（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動
量（4年平均）

[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検

出）
選定理由

426
Ｎ－メチルカルバミン酸２，３－ジヒドロ－２，２－ジ
メチル－７－ベンゾ［ｂ］フラニル（別名カルボフラ
ン）

0 0 0 0 ND
環境保全（環境リ
スク初期評価）



３.一般化学物質（農薬用途あり）の検証

 Ｎ－メチルカルバミン酸２，３－ジヒドロ－２，２－ジメチル－７－ベンゾ［ｂ］フラニル（別名カルボフラン）は、環境保
全施策上必要な物質として、「化学物質の環境リスク初期評価において特に情報収集が必要とされた物質」を理由として選
定されている。

 しかしながら、化学物質の環境リスク初期評価は、平成20年5月に発行されたものであり、2003年のモニタリングデータより、
PEC/PNEC比 1以上のため、「詳細な評価を行う候補」とされている

 一方、過去10年間では「ND（不検出）」であることを踏まえると、化学物質の環境リスク初期評価に基づく選定の際には、
評価結果の再確認が望ましい。

28

（１）CAS単一物質（比較パターン⑥：101物質）

管理番
号

物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検
証用）

（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動
量（4年平均）

[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検

出）
選定理由

426
Ｎ－メチルカルバミン酸２，３－ジヒドロ－２，２－ジ
メチル－７－ベンゾ［ｂ］フラニル

0 0 0 0 ND
環境保全（環境リ
スク初期評価）

（出所）https://www.env.go.jp/chemi/report/h19-03/pe/03-11.pdf



３.一般化学物質（農薬用途あり）の検証

 推計排出量が選定基準（10トン）を上回る物質は1物質。PRTR排出量（検証用）も10トン以上となっている。

 推計排出量が10トン未満の3物質。このうち2物質は化審法除外用途を含めたPRTR排出量が10トン以上となるため、選
定されている。農薬用途を含めたPRTR排出量（検証用）が10トン未満の物質は2物質（選定理由：モニタリング）。
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（１）CAS複数物質（比較パターン⑦：4物質）

比較パターン⑦：4物質
化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)1物質 (c)0物質

10トン未満 (b)0物質 (d)3物質

管理番
号

物質名

PRTR届出排出
量

（4年平均）
[t/y]

PRTR届出外
推計排出量
（4年平均）

[t/y]

PRTR排出量
（検証用）
（4年平均）

[t/y]

PRTR届出移動
量（4年平均）

[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検

出）
選定理由 推計排出量

272 銅水溶性塩（錯塩を除く。） 119.2 0 119.2 1136.7 YY 排出量 10トン以上

管理番
号

物質名

PRTR届出排出
量

（4年平均）
[t/y]

PRTR届出外
推計排出量
（4年平均）

[t/y]

PRTR排出量
（検証用）
（4年平均）

[t/y]

PRTR届出移動
量（4年平均）

[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検

出）
選定理由※ 推計排出量

82 銀及びその水溶性化合物 5.9 0 5.9 1.7 YY モニタリング 10トン未満

117
（ＲＳ）－１－パラ－クロロフェニル－４，４－
ジメチル－３－（１Ｈ－１，２，４－トリアゾー
ル－１－イルメチル）ペンタン－３－オール

0.001 1.5 1.5 0.3 ND 排出量 10トン未満

350
３－フェノキシベンジル＝３－（２，２－ジクロロ
ビニル）－２，２－ジメチルシクロプロパンカルボキ
シラート

0.001 5.6 5.6 1.4 排出量 10トン未満



現行PRTR物質かつ改正後もPRTR物質
（309物質）の結果と考察
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現行PRTR物質かつ改正後もPRTR物質（309物質）の結果

 推計排出量が選定基準（10トン）未満の物質かつPRTR排出量（検証用）10トン以上の物質は22物質。

 そのうち、モニタリング検出、オゾン層破壊物質、環境保全施策上物質等に該当しない物質は1物質（アセナフテン）であり、
副生成物としての排出が想定される。

31

【結論】今回比較した情報の中では、物質選定において化管法物質選定用推計排出量の数値を用いることの
有効性が確認できた。

管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）

[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量
（検証用）
（4年平均）

[t/y]

PRTR届出移
動量（4年平
均）[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND

オゾン層破壊物質／

環境保全施策上
必要な物質

15 アセナフテン 11.8 0 11.8 24.8 ND

48
Ｏ－エチル＝Ｏ－４－ニトロフェニル＝フェニルホスホノチオアート（Ｅ
ＰＮ）

24.0 0 24.0 0.02 YY
環境基準、要監視項、排水基準、環
境リスク初期評価

75 カドミウム及びその化合物 60.9 0.2 61.1 149.0 YY 環境基準、排水基準

103 １－クロロ－１，１－ジフルオロエタン（ＨＣＦＣ－１４２ｂ） 21.7 291.9 313.7 39.1 YY オゾン層破壊物質

106 クロロトリフルオロエタン（ＨＣＦＣ－１３３） 20.8 0 20.8 16.0 オゾン層破壊物質

126 クロロペンタフルオロエタン（ＣＦＣ－１１５） 0 11.3 11.3 0.0 オゾン層破壊物質

158 １，１－ジクロロエチレン（塩化ビニリデン） 68.4 0 68.4 254.5 YY
環境基準、排水基準、環境リスク初
期評価、黒本

161 ジクロロジフルオロメタン（ＣＦＣ－１２） 2.0 530.7 532.6 0.0 YY オゾン層破壊物質

164
２，２－ジクロロ－１，１，１－トリフルオロエタン（ＨＣＦＣ－
１２３）

55.1 148.3 203.5 0.7 YY オゾン層破壊物質

176 １，１－ジクロロ－１－フルオロエタン（ＨＣＦＣ－１４１ｂ） 16.0 732.0 748.0 6.0 YY オゾン層破壊物質

242 セレン及びその化合物 18.0 0 18.0 40.3 YY 排水基準、環境リスク初期評価

279 １，１，１－トリクロロエタン 18.9 0 18.9 0.1 YY
環境基準、排水基準、環境リスク初
期評価、オゾン層破壊物質

280 １，１，２－トリクロロエタン 10.5 0 10.5 148.4 YY 環境基準、排水基準

288 トリクロロフルオロメタン（ＣＦＣ－１１） 2.9 815.4 818.3 5.0 YY オゾン層破壊物質

321 バナジウム化合物 13.1 0 13.1 1659.1 YY

332 砒素及びその無機化合物 1074.4 0 1074.4 215.5 YY 環境基準、優先取組、排水基準

356 フタル酸ブチル＝ベンジル 38.5 0.4 38.9 4.0 YY 環境リスク初期評価、黒本

382 ブロモトリフルオロメタン（ハロン－１３０１） 9.3 8.4 17.7 0.8 オゾン層破壊物質

386 ブロモメタン（臭化メチル） 123.3 0 123.3 5.4 YY
優先評価、環境リスク初期評価、黒
本、オゾン層破壊物質

427 Ｎ－メチルカルバミン酸１－ナフチル（カルバリル又はＮＡＣ） 0 12.0 12 0.7 YY 黒本

428
Ｎ－メチルカルバミン酸２－セカンダリ－ブチルフェニル（フェノブカルブ
又はＢＰＭＣ）

0 18.3 18.3 0.2 YY
優先評価、要監視項、環境リスク初
期評価

438 メチルナフタレン 129.3 1.6 130.8 163.0 YY



現行PRTR物質かつ改正後もPRTR物質（309物質）の結果
 結果に差がある２２物質の用途情報は以下の通り。
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管理番
号

CAS番号 物質名 用途情報（NITE CHRIPより）
オゾン層
破壊物質

農薬等 金属
合成原料、
溶剤

副生成
物

15 83-32-9 アセナフテン 農薬・染料中間体、合成樹脂原料 ○ ○

48 2104-64-5
Ｏ－エチル＝Ｏ－４－ニトロフェニル＝フェニルホスホ
ノチオアート（ＥＰＮ）

農薬（殺虫剤） ○

75 複数 カドミウム及びその化合物 顔料、電池、合金、メッキ、蛍光体、電子工業 ○

103 75-68-3
１－クロロ－１，１－ジフルオロエタン（ＨＣＦＣ
－１４２ｂ）

エッチングガス ○

106 複数 クロロトリフルオロエタン（ＨＣＦＣ－１３３） 冷媒用ガス ○
126 76-15-3 クロロペンタフルオロエタン（ＣＦＣ－１１５） 冷凍機用冷媒 ○
158 75-35-4 １，１－ジクロロエチレン（塩化ビニリデン） 合成原料／包装フィルム、コーティング剤

161 75-71-8 ジクロロジフルオロメタン（ＣＦＣ－１２）
カーエアコン・冷蔵庫等の冷媒、各種断熱材等の発泡剤、電子部品・
金属部品等の洗浄剤

○

164 306-83-2
２，２－ジクロロ－１，１，１－トリフルオロエタン
（ＨＣＦＣ－１２３）

エアゾール用噴霧剤、発泡剤、冷媒 ○

176 1717-00-6
１，１－ジクロロ－１－フルオロエタン（ＨＣＦＣ
－１４１ｂ）

発泡剤、洗浄剤 ○

242 複数 セレン及びその化合物
乾式複写機感光体・赤色顔料原料、半導体製造用ドーピングガス、
顔料、ガラスの着色剤・脱色剤

○

279 71-55-6 １，１，１－トリクロロエタン 試薬、合成原料（代替フロン原料） ○ ○

280 79-00-5 １，１，２－トリクロロエタン
塩化ビニリデン原料，塩素化ゴム溶剤，油脂・ワックス・天然樹脂等
溶剤，アルカロイド抽出剤，金属洗浄剤／溶 剤

○

288 75-69-4 トリクロロフルオロメタン（ＣＦＣ－１１） 冷凍機用冷媒 ○

321 複数 バナジウム化合物
エチレンプロピレンゴム製造触媒、蛍光体用高純度バナジウム原料、
触媒、硬化促進剤

○

332 複数 砒素及びその無機化合物 合金添加元素、半導体原料、ヒ素化合物原料、顔料 ○

356 85-68-7 フタル酸ブチル＝ベンジル
ポリサルファイド用可塑剤、 セラミックバインダー用・アクリル系塗料用
可塑剤／可塑剤

382 75-63-8 ブロモトリフルオロメタン（ハロン－１３０１） 消火剤 ○

386 74-83-9 ブロモメタン（臭化メチル）
くん蒸剤、有機合成原料／有機臭化物、有機合成原料、農薬（殺
虫剤）

○ ○

427 63-25-2
Ｎ－メチルカルバミン酸１－ナフチル（カルバリル又
はＮＡＣ）

農薬（殺虫剤）、不快害虫用殺虫剤 ○

428 3766-81-2
Ｎ－メチルカルバミン酸２－セカンダリ－ブチルフェニ
ル（フェノブカルブ又はＢＰＭＣ）

農薬（殺虫剤）、シロアリ防除剤、不快害虫用殺虫剤 ○

438 1321-94-4 メチルナフタレン 染料分散剤原料、熱媒体、農薬散布用溶剤 ○ ○



結果に差がある２２物質の考察

 推計排出量が選定基準（10トン）未満の物質かつPRTR排出量（検証用）10トン以上の物質は22物質。

 22物質について、オゾン層破壊物質、農薬等大きく用途等に分けて考察を行った。
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①オゾン層破壊物質

②農薬

③金属及びその塩

④合成原料

⑤副生成物
（PAH等）

 過去に製造され、市中にストックされている物質の排出量は、 「製造輸入数量
×排出係数」の方法で排出量を推計できない。

 農薬等については、PRTR届出外の推計においては「土壌への環境排出」として
おり、化審法における大気や水域への排出については土壌から一定の比率で流
出し、水域に排出されるシナリオが想定されており、排出量に差異が生じる

 市中で使用された農薬が、下水道業において測定され届出されるケースがある。

 化審法において、金属単体は化審法対象外となっており製造輸入数量が得られ
ないため、 「製造輸入数量×排出係数」の方法で排出量を推計できない。

 化審法の対象でない「同一事業所において自家消費する自社内中間物」の排
出は、「製造輸入数量×排出係数」の方法で排出量を推計できない。

 石油中の成分、または石油・石炭の燃焼時に生じる多環芳香族炭化水素
（PAH）などの副生成物は、「製造輸入数量×排出係数」の方法で排出量を
推計できない。

• CFC、HCFC 8物質
• １、１、１－トリクロロエタン
• 臭化メチル

• EPN
• カルバリル
• フェノブカルブ

• カドミウム及びその化合物
• セレン及びその化合物
• バナジウム化合物
• 砒素及びその無機化合物

• １、１－ジクロロエチレン

• アセナフテン
• メチルナフタレン

⑥その他  1社からの排出が多くなっており、排出係数では捉えきれない可能性がある。 • フタル酸ブチル＝ベンジル

詳細後述

詳細後述

詳細後述

詳細後述



①オゾン層破壊物質

 過去に製造され、市中にストックされている物質の排出量は、 「製造輸入数量×排出係数」の方法で排出量を推計できな
い。そのため、オゾン層破壊物質は累積製造輸入量が10 トン以上がPRTR物質の選定基準となっている。
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市中ストック量が多く、当該ス
トック量からの器機稼働時及び
器機廃棄時の排出量が多い

（出所）フロン類の廃棄時回収率の向上に向けた要因分析（中下流部分フォローアップにあたって）



①オゾン層破壊物質

 ブロモメタン（用途：くん蒸剤、有機合成原料／有機臭化物、有機合成原料、農薬）は、化審法リスク評価が行われてい
るが、倉庫業等における除外用途がPRTR届出排出量には含まれている。

35
（出所）ブロモメタン（別名 臭化メチル） リスク評価書（簡易版）

管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検証
用）

（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量
（4年平均）[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検出）

環境保全
施策上

必要な物質

386 ブロモメタン 123.255 0.0 123 5.4 YY ●

（出所）H25年度届出データより作成

ブロモメタンは検疫用農薬として活用されており、農作物
の輸出入において病害虫の侵入等を防ぐために、農作
物を倉庫に格納して消毒を行う。届出排出量130tのう
ち、食品製造業・倉庫業を営む事業者が農薬（くん蒸
剤）として散布した際の排出量として、70t程度が含ま
れている。

44.3

58.394

28.167

1.2 0.13

PRTR届出排出量（大気（単位: kg））

倉庫業

化学工業

食料品製造業

農薬製造業

飲料・たばこ・飼料製造業



②農薬

 Ｎ－メチルカルバミン酸２－セカンダリ－ブチルフェニルは、化審法リスク評価が行われている。農薬（殺虫剤）として使用され
ているが、届出外排出量には、化審法用途と化審法除外用途が含まれている。
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（出所）N-メチルカルバミン酸 2-sec-ブチルフェニル 9 (別名 : フェノブカルブ 又は BPMC)
リスク評価書（簡易版）

管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検証
用）

（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量
（4年平均）[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND（不検出）

環境保全
施策上

必要な物質

428
Ｎ－メチルカルバミン酸２－セカンダリ－ブチルフェニル
（フェノブカルブ又はＢＰＭＣ）

0 18.3 18 0.2 YY ●

シロアリ駆除剤については、業界の標準仕様では、屋内散布のみを
想定されており、散布方法はマイクロカプセル剤であり数年の有効保
証あり、散布後徐々に水域排出されると想定される。
一方、届出外推計ではシロアリ防除剤に係る対象化学物質別の排
出率100%と設定されており、土壌への排出が想定される。



③金属及びその塩

 金属及びその塩の特徴として、PRTR排出量における「埋立」の排出量が非常に大きく、当該排出量が10トンを大きく上
回っている。

 化審法において、金属単体は化審法対象外となっており製造輸入数量が得られないため、 「製造輸入数量×排出係数」の
方法で排出量を推計できない。
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排出量 [t] 移動量 [t]

大気 水域 土壌 埋立 合計 下水道 廃棄物 合計

カドミウム及びその化合物 0.4 2.2 0 57.5 60.2 0.0003 148.8 148.8

セレン及びその化合物 2.5 5.3 0 10.2 17.9 0.01 40.3 40.3

バナジウム化合物 0.4 12.7 0 0 13.2 1.27 1662.4 1663.6

砒素及びその無機化合物 1.3 17.4 1.3 1053.3 1073.3 0.01 215.4 215.4

事業者 業種名
排出量埋立処分

[t]
埋立処分を
行う場所

A社 非鉄金属製造業 37 管理型

B社 金属鉱業 2.4 管理型

C社 非鉄金属製造業 1.2 管理型

D社 非鉄金属製造業 2.0 管理型

E社 非鉄金属製造業 0.12 管理型

 カドミウム（平成28年度）の例では、埋立処分量の上位5社はいずれも「管理型」に廃棄されており、そこから環境中に排
出される量は更に少なくなると考えられる。

カドミウムの埋立処分量上位５社（平成28年度）



⑤副生成物

 アセナフテン（用途：農薬・染料中間体、合成樹脂原料）は、化学工業事業者１社からの排出で10トン以上となっている。

 アセナフテンは、コールタールをはじめ多くの化石燃焼に含むとされ、石炭及びディーゼル燃料の燃焼による大気への排出も報告
されており、副生成物である可能性が高い。
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業種名 事業所数

排出量 [t] 移動量 [t]

大気 公共用水域 土壌 埋立処分
下水道への
移動

移動量

化学工業 18 13.9 0 0 0 0 45.3

石油製品・石炭製品製造業 4 0.02 0 0 0 0 0.004

窯業・土石製品製造業 5 0.01 0 0 0 0 0.48

鉄鋼業 4 0.01 0 0 0 0 0.90



４.除外物質、二種移行物質について
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化審法用途のみ
（一般工業用途）

53物質 72物質

農薬
用途なし

優先評価物質 103物質

CAS一致物質
CAS

単一物質

一般化学物質 206物質

化審法用途のみ
（農薬用途なし）

CAS
複数物質

101物質42物質 8物質

101物質

29物質

CAS
単一物質

CAS
複数物質

4物質

農薬用途あり

105物質

141物質
・除外物質 86物質（優先7物質）

・二種移行物質 55物質

農薬用途あり

除外

比較パターン

２.一般化学物質の検証
（農薬用途なし）

令和3年度検証 １.優先評価物質についての検証

４.除外物質、二種移行物質の検証

３.一般化学物質の検証
（農薬用途あり）

４.除外物質、二種移行物質について
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選定基準と比較。

排出量1トン以上かつ移動量10トン以上
（8物質）

排出量1トン以上
（27物質）

移動量10トン以上
（18物質）

モニタリング
（3物質）

除外物質86物質の内訳 二種移行物質55物質の内訳

有害性非該当
（65物質）

第二種の選定要件該当
（2物質）

選定要件非該当
（53物質）

第一種の選定要件該当
（10物質）

選定要件非該当
（21物質）

有害性該当
（21物質）

有害性の観点 ばく露の観点 ばく露の観点

化管法推計排出量

10トン
以上

10トン
未満

(a)5物質 (c)0物質

(b)14物質 (d)67物質

化管法推計排出量

10トン
以上

10トン
未満

(a)0物質 (c)0物質

(b)15物質 (d)40物質

※PRTR排出量（検証用）はいずれ
も10トン未満

現行PRTR物質 （462物質） ※農薬用途あり145物質
検証対象外：第一種特定化学物質 6物質、第二種特定化学物質 3物質、監視化学物質 2物質、ダイオキシン類 1物質



４.除外物質、二種移行物質について

 前回改正時からのそれぞれの区分における排出量全体の削減の推移は以下の通り。

 除外物質、二種移行物質は、現行PRTR物質かつ改正後もPRTR物質と比べて排出量全体の削減率が大
きい。
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４.除外及び二種移行物質について（142物質）

 有害性要件は該当しているが、ばく露の観点で選定要件が非該当で除外となった21物質について、全てが
推計排出量が選定基準（10トン）未満となった。
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（１）除外物質について（86物質）

①有害性該当／選定非該当（21物質）

有害性非該当
（65物質）

第二種の選定要件該当（2物質）

選定要件非該当（53物質）

第一種の選定要件該当（10物質）

選定要件非該当（21物質）
有害性該当
（21物質）

化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)0物質 (c)0物質

10トン未満 (b)0物質 (d)21物質

②有害性非該当／第一種の選定要件該当（10物質）

管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外推計排出
量（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検証用）
（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量
（4年平均）[t/y]

環境検出状況
YY/Y/ND

環境保全施策上
必要な物質

13 アセトニトリル 87.4 1.7 89.1 3519.3 ND 環境基準、優先評価、排水基準
35 イソブチルアルデヒド 15.7 0 15.7 0.6 ND 優先評価
51 ２－エチルヘキサン酸 0.5 0 0.5 83.0 ND
71 塩化第二鉄 1.3 0 1.3 8329.6 排水基準
76 イプシロン－カプロラクタム 155.0 0 155.0 577.2 YY 優先評価、黒本
151 １、３－ジオキソラン 31.3 0 31.3 48.6 
180 ３、３’－ジクロロベンジジン 0 0 0 0.0 ND 優先評価
307 二塩化酸化ジルコニウム 0 0 0 0.1 優先評価
423 メチルアミン 1.3 0 1.3 29.1 優先評価
455 モルホリン 31.7 0.425 32.1 94.2 YY 優先評価、黒本

 第一種の選定要件に該当する10物質は、いずれも推計排出量が選定基準（排出量10トン）を上回った。

 そのうち、 PRTR排出量（検証用）が10トン未満となった物質は5物質。

有害性非該当
（65物質）

第二種の選定要件該当（2物質）

選定要件非該当（53物質）

第一種の選定要件該当（10物質）

選定要件非該当（21物質）
有害性該当
（21物質） 化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)5物質 (c)0物質

10トン未満 (b)5物質 (d)0物質



４.除外及び二種移行物質について（142物質）

 推計排出量が選定基準（10トン）を上回った物質が9物質。

 そのうち、推計排出量とPRTR排出量（検証用）の結果が異なった物質が9物質。（詳細は以下）
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管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検証用）
（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量（4年
平均）[t/y]

45 エタンチオール 0.028 0.0 0 0.0 

77 カルシウムシアナミド 0.001 0.0 0 0.1 

136 サリチルアルデヒド 0.001 0.0 0 0.0 

241 ２－スルホヘキサデカン酸－１－メチルエステルナトリウム塩 0.003 0.0 0 5.4 

256 デカン酸 0.345 0.4 1 2.1 

274 ターシャリ－ドデカンチオール 0.351 0.0 0 2.7 

418 メタクリル酸２－（ジメチルアミノ）エチル 0.402 0.0 0 9.6 

421 ４－メチリデンオキセタン－２－オン 0.046 0.0 0 0.0 

437 ３－メチルチオプロパナール 0 0.0 0 0.0 

「有害性の状況をフォローアップすることで、当該物質群をフォローアップしてはどうか。
仮に第一種の要件に該当する新着情報が出てきた場合には、現行のPRTR排出事業者に対
してアンケート等で排出削減状況等を事業者に確認してはどうか。

（１）除外物質について（86物質）

③有害性非該当／第二種の選定要件該当又は選定要件非該当（55物質）

有害性非該当
（65物質）

第二種の選定要件該当（2物質）

選定要件非該当（53物質）

第一種の選定要件該当（10物質）

選定要件非該当（21物質）
有害性該当
（21物質）

化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

PRTR排出量
（検証用）

10トン以上 (a)0物質 (c)0物質

10トン未満 (b)9物質 (d)46物質



４.除外及び二種移行物質について（142物質）

 推計排出量が選定基準（10トン）を上回った物質は15物質。（詳細は以下）
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（２）二種移行物質について（55物質）

化管法推計排出量

10トン以上 10トン未満

(b)15物質 (d)40物質

管理番号 物質名
PRTR届出排出量
（4年平均）[t/y]

PRTR届出外
推計排出量

（4年平均）[t/y]

PRTR排出量（検証用）
（4年平均）[t/y]

PRTR届出移動量（4
年平均）[t/y]

6 アクリル酸２－ヒドロキシエチル 1.527 0.0 2 34.8 

42 ２－イミダゾリジンチオン 0.02 0.0 0 11.9 

131 ３－クロロ－２－メチル－１－プロペン 6.132 0.0 6 1.8 

155 Ｎ－（シクロヘキシルチオ）フタルイミド 0.372 0.0 0 16.1 

205 １，３－ジフェニルグアニジン 0.457 0.0 0 28.5 

276 ３，６，９－トリアザウンデカン－１，１１－ジアミン 1.789 0.0 2 4.5 

278 トリエチレンテトラミン 4.38 0.3 5 18.2 

330 ビス（１－メチル－１－フェニルエチル）＝ペルオキシド 0.044 0.1 0 18.6 

353 フタル酸ジエチル 2.767 0.0 3 1.4 

368 ４－ターシャリ－ブチルフェノール 0.176 0.0 0 37.1 

372 Ｎ－（ターシャリ－ブチル）－２－ベンゾチアゾールスルフェンアミド 0 0.0 0 40.5 

414 無水マレイン酸 3.366 0.0 3 69.7 

417 メタクリル酸２，３－エポキシプロピル 4.752 0.0 5 40.3 

419 メタクリル酸ブチル 5.106 0.0 5 47.1 

452 ２－メルカプトベンゾチアゾール 0.052 0.1 0 81.4 



４.除外及び二種移行物質について（142物質）
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（２）二種移行物質について（55物質）

管理番号 CAS番号 物質名 用途情報

6 818-61-1 アクリル酸２－ヒドロキシエチル 熱硬化性塗料・接着剤原料、合成樹脂の改質剤、繊維加工助剤

42 96-45-7 ２－イミダゾリジンチオン
イミダゾリン系加硫促進剤（クロロプレンゴム、エピクロルヒドリンゴム、塩素化ポリエチレン）／有機ゴム薬
品（加硫促進剤）

131 563-47-3 ３－クロロ－２－メチル－１－プロペン アクリル繊維染色改良剤、農薬原料

155 17796-82-6 Ｎ－（シクロヘキシルチオ）フタルイミド 有機ゴム薬品

205 102-06-7 １，３－ジフェニルグアニジン 有機ゴム薬品（加硫促進剤）

276 112-57-2
３，６，９－トリアザウンデカン－１、１１－ジアミン（テ
トラエチレンペンタミン）

ポリアミド樹脂・界面活性剤原料、エポキシ樹脂硬化剤

278 112-24-3 トリエチレンテトラミン ポリアミド樹脂・界面活性剤原料、エポキシ樹脂硬化剤

330 80-43-3 ビス（１－メチル－１－フェニルエチル）＝ペルオキシド 有機過酸化物（重合触媒）

353 84-66-2 フタル酸ジエチル 可塑剤

368 98-54-4 ４－ターシャリ－ブチルフェノール 油溶性フェノール樹脂・農薬・紫外線吸収剤・界面活性剤原料

372 95-31-8
Ｎ－（ターシャリ－ブチル）－２－ベンゾチアゾールスル
フェンアミド

ゴムの加硫促進剤／スルフェンアミド系加硫促進剤

414 108-31-6 無水マレイン酸
不飽和ポリエステル樹脂原料、フマル酸・コハク酸原料／フマル酸原料、合成樹脂原料、樹脂改質剤原
料、イミド類合成原料、紙サイズ剤用樹脂原料、界面活性剤原料、塩化ビニル安定剤原料、塗料・イ
ンキ用樹脂原料、その他

417 106-91-2 メタクリル酸２，３－エポキシプロピル
アクリル粉体塗料や溶剤型アクリル塗料などの塗装用樹脂原料、アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン樹
脂（ＡＢＳ樹脂）とポリスチレン樹脂の樹脂相溶化剤などの樹脂改質剤等原料、アクリル樹脂エマル
ジョン系の接着剤樹脂原料／熱硬化性塗料・繊維処理剤・イオン交換樹脂・帯電防止剤原料

419 97-88-1 メタクリル酸ブチル
塗料用樹脂原料として主にアクリル樹脂の原料、感光性樹脂・接着剤・繊維処理剤・紙加工剤・潤滑
油添加剤・金属表面処理剤・ＭＢＳ樹脂改質剤等の原料、化粧品原料／可撓性樹脂・紙コーティン
グ材原料

452 149-30-4 ２－メルカプトベンゾチアゾール 有機ゴム薬品（加硫促進剤）

 推計排出量が選定基準（10トン）を上回った15物質の用途は以下の通り。

 樹脂・ゴムに関連する用途があり、その場合廃棄段階における排出の寄与が大きい可能性がある。




